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第1章序論

1. 1 はじめに

防災対策の第 1目標として「いのちを守る」ことが挙げられる.地震による人的被害を軽減

するためには，人的被害発生の主要因として位置づけることができる建物被害の発生を未然に

防止する必要がある.特に， 1995年兵庫県南部地震では建物内の生存空間の損失を伴う被害形

態である「層破壊」が木造住宅において多く発生し，尊い人命が失われたことが報告されてい

る1.1)この兵庫県南部地震を教訓として建物の耐震化の必要性が再認識され， 1995年 12月に

は，主として公共性の高い既存の特定建築物を対象とした「建築物の耐震改修の促進に関する

法律(耐震改修促進法)Jが制定され， 2000年には建築基準法が改正されるなど耐震関連法規

の整備が進められてきた.また自治体の中には耐震化促進に向けて既存建物に対する耐震診断

や耐震改修への費用助成や，相談窓口の設置，相談員の無料派遣などが実施されるなどの努力

がなされてきた.しかし，建物の耐震化は遅々として進まず，特に現在約4，700万戸に計上され

ている我が国の住宅ストックのうち約2，450万戸を占める戸建木造住宅については，約 1，000万

戸が耐震基準に満たない住宅として推計されている1.2)

このような背景から政府の中央防災会議1.3)1.4)では発生が切迫した東海地震及び，東南海・南

海地震によって予測される死者数を半減するために，今後 10年間で住宅の耐震化率を現状の

75%から 90%に引き上げることを数値目標とした「地震防災戦略Jを掲げており，住宅の耐震

化促進は地震防災戦略上の急務な課題のーっと位置づけられている.

国や自治体の立場から，住宅の耐震化を柱とした包括的な建物被害軽減策を展開していくた

めには，地震に対する建物の被災リスクが適切に評価される必要がある.すなわち，被災危険

度が高い地域や建物を事前に精度良く予測し，第 1に被害を極力発生させないこと，次に万一

に備えて被害を軽減することを目的としてハード，ソフトの両面からの対策を講じていく必要

がある.また，このような対策を推進するために，住民に対しては被災リスク情報を正しく伝

達し，リスクに対する認識度を高めていく必要がある.これまでにも，国や自治体では建物被

害の発生を予測・評価した地震被害想定が行われ その想定結果は地震危険度マップとして一

般住民にも情報公開がなされている.しかし，公開されるマップはメッシュ単位などによる広

域な被害推定結果を提示するに留まり，個別の建物に対する評価ではないため，我が事として

受け止められていないことも耐震化が進まない要因のーっと考えられる.

したがって，特に遅れている一般住宅の耐震性向上を図るためには，建物所有者や居住者の

理解を容易とする効果的なリスク情報の提示手法を構築する必要があり，そのためには，地震

によって予想される損傷度と個々の建物が保有すべき性能(安全性，修復性，使用性)との関
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係を明確化したリスク評価手法の確立が求められる.

建物被害の発生を予測・評価するための比較的簡便なツールとして建物被害関数がある.建

物被害関数の構築に関する研究例えば1.5)，1.6)， 1.7)， 1.8)はこれまでにいくつか行われているが，その

多くは実際の地震被害調査結果から求められた統計的被害関数である.しかし，これまでに実

施された様々な被害調査における損傷度の分類には「全壊」や「大破」といった記述はあって

も，それがどのような損傷度を意味するのかについては調査目的によって異なり，さらに建物

の安全性評価に不可欠な「層破壊」が定義された損傷度は含まれていない.そのため，過去の

地震災害では「層破壊」は被害統計として集計されず，層破壊被害の発生実態は十分に明らか

にされていない.

一方，統計的な被害関数のように過去の被災経験に基づく建物被害評価は，実際に被害が発

生した結果を記述する点で優れているが，異なる地域や他の地震災害への適用については，さ

らに地震動特性や建物の耐震性を考慮し，建物被害の発生メカニズムが考慮される必要がある

と考える.つまり， 1)被害発生の誘因となる建物への入力地震動特性と， 2)素因となる建物の耐

震性能が適切に評価される必要があるといえる.

建設地点毎の地盤のサイト特性を考慮した地震勤評価には， 1)震源特性， 2)波動伝播特性， 3) 

地盤増幅特性の 3要素が考慮される必要がある.震源特性について，震源破壊過程は強震動地

震記録や地殻変動などのデータを用いて逆解析手法(インバージョン解析)によって推定され

る.最近では，強震観測網の整備とともに解析精度が向上し，断層面での破壊伝播やすべり運

動についてより詳細な評価が可能となっている.波動伝播特性について，震源から伝播する地

震波は地殻内を 3次元に広がり，一般に地震波の振幅は震源からの距離に応じて，幾何減衰や

内部減衰，地殻や地盤の媒質の不均質性による波の反射，屈折，散乱などの発生に伴う減衰な

どにより小さくなる.また，地盤増幅特性を評価するためには，地盤構造を把握する必要があ

る.現在では，反射屈折法や重力探査，ボーリング調査，微動アレイ計測などの方法で，基盤

までの堆積構造が解明されつつある.

建物の耐震性能の評価手法としては，基礎の状態や建物の形状，壁量や老朽度などを調査し

て，耐震性を点数化し，耐震補強の必要性を判断する耐震簡易診断1.9) (我が家の耐震診断)や

耐震精密診断1.9)による方法などが確立し普及している.また，最近では診断方法の改訂1.I0)が

行われ， 1)一般の住宅の所有者，居住者を対象とした「誰でもできるわが家の耐震診断J， 2) 

技術者を対象とした「一般診断J， 3)より専門性の高い「精密診断」による評価に移行しつつあ

る.しかし，これらの診断方法は建物の動的な振動特性が適切に評価されたものではなく，例

えば， 1995年兵庫県南部地震では，激震地において耐震診断の評価が著しく低い場合であって

も，軽微な被害であった建物の存在や，反対に評価が高くても大きな被害を受けたことが報告

されている1.11)したがって，このような現象を説明するためには，建物の動的な挙動を明らか

にする必要がある.そのような動特性の簡便な評価技術として，近年常時微動計測により建物

の振動特性を評価する手法が着目されている.

また，単なる地震時の最大応答値に基づく損傷度評価だけではなく，今後 30年の発生確率が
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されている1.11)したがって，このような現象を説明するためには，建物の動的な挙動を明らか

にする必要がある.そのような動特性の簡便な評価技術として，近年常時微動計測により建物

の振動特性を評価する手法が着目されている.

また，単なる地震時の最大応答値に基づく損傷度評価だけではなく，今後 30年の発生確率が
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非常に高い南海地震や東南海地震では，長い周期と継続時間の揺れに対して建物がどのように

挙動し，どのような対策をとるべきかを明らかにする必要があり，さらに建物の挙動と密接に

関係する家具の転倒のような室内被害による人的被害の発生などの予測精度の高度化を図るた

めには地震応答解析による動的評価が必要と考える.

1.2 本研究の目的

本研究では，建築構造物の被害軽減を図るために，事前対策から復旧・復興までを視野に入

れた効果的な防災対策を講じる上で不可欠である木造住宅の地震被災危険度評価手法を構築し，

木造住宅の耐震安全性の向上に貢献することを目指し，1)兵庫県南部地震による木造建物の

被災経験に基づき建物損傷度を反映した被害関数を構築するとともに， 2)耐震診断による住

宅の構造特性に加えて，常時微動による振動特性を評価要素とした地震応答解析による被災危

険度評価手法を構築することを目的とする.具体的には，建物の安全性を評価するためには，

第1に被害要因や破壊機構を解明する必要があるが，本研究では建物の損傷度基準を明確にし

た上で木造建物の層破壊発生要因を分析する.その結果から統計的手法により層破壊被害発生

の評価が可能な建物損傷度を考慮した被害関数を構築する.また，耐震診断や耐震補強の普及

に向けて，建物 1棟 1棟のリスク評価を行う必要があるが，本研究で、は建物への地震動の入力

波として，建設地点における地盤のサイト特性を考慮した地震動推定を行い，建物の耐震性能

として耐震診断による構造特性と常時微動による動的特性が考慮された振動モデルを設定し，

地震応答解析による被災危険度評価手法を構築する.

1-3 

非常に高い南海地震や東南海地震では，長い周期と継続時間の揺れに対して建物がどのように

挙動し，どのような対策をとるべきかを明らかにする必要があり，さらに建物の挙動と密接に

関係する家具の転倒のような室内被害による人的被害の発生などの予測精度の高度化を図るた

めには地震応答解析による動的評価が必要と考える.

1.2 本研究の目的

本研究では，建築構造物の被害軽減を図るために，事前対策から復旧・復興までを視野に入

れた効果的な防災対策を講じる上で不可欠である木造住宅の地震被災危険度評価手法を構築し，

木造住宅の耐震安全性の向上に貢献することを目指し，1)兵庫県南部地震による木造建物の

被災経験に基づき建物損傷度を反映した被害関数を構築するとともに， 2)耐震診断による住

宅の構造特性に加えて，常時微動による振動特性を評価要素とした地震応答解析による被災危

険度評価手法を構築することを目的とする.具体的には，建物の安全性を評価するためには，

第1に被害要因や破壊機構を解明する必要があるが，本研究では建物の損傷度基準を明確にし

た上で木造建物の層破壊発生要因を分析する.その結果から統計的手法により層破壊被害発生

の評価が可能な建物損傷度を考慮した被害関数を構築する.また，耐震診断や耐震補強の普及

に向けて，建物 1棟 1棟のリスク評価を行う必要があるが，本研究で、は建物への地震動の入力

波として，建設地点における地盤のサイト特性を考慮した地震動推定を行い，建物の耐震性能

として耐震診断による構造特性と常時微動による動的特性が考慮された振動モデルを設定し，

地震応答解析による被災危険度評価手法を構築する.

1-3 



第 1章の参考文献

1.1) 西村明儒:わが国の災害医療対策の新たな構築に向けての法医学的検討ーわが国の災害

医療体制の新たな構築に向けて一，厚生の指標， 42巻 13号， 1995. 

1.2) 住宅・建築物の地震防災推進会議:第 1回会議資料，

http://www .kenchiku・bosai.or.jp/topics/050308.pdf， 2005.2.25 

1.3) 内閣府防災担当:第 12回会議資料 1，www.bousai.go.jp/chubou/12/siryo1.pdf. 2005.3.30 

1.4) 内閣府防災担当:第 12回会議説明資料 1，

www.bousai.go.jp/chubou/12/setumei-siryo1.pdf. 2005.3.30 

1.5) 岡田成幸，鏡味洋史:震度による地震被害系統評価のためのパルナラビリティ関数群の

構成，地震，第2輯第44巻， pp.93・108，1991. 

1.6) 林康裕，宮腰淳一，田村和夫:1995年兵庫県南部地震の建物被害に基づく最大地動速度

分布に関する考察，日本建築学会構造系論文集， No.502， pp.61・59，1997. 

1.7) 長谷川浩一，翠川三郎，松岡昌志:地域メッシュ統計を利用した広域での木造建築物群

の震害予測ーその2 建築年代別木造建築物の被害関数の作成と震害予測例ー，日本建

築学会構造系論文集， No.505， pp.53・59，1998. 

1.8) 村尾修，山崎文雄:自治体の被害調査結果に基づく兵庫県南部地震の被害関数，日本建

築学会構造系論文集， No.527， pp.189-196， 2000. 

1.9) 日本建築防災協会:木造住宅の耐震精密診断と補強方法，建設省住宅局監修， 94p.，1985. 

1.10) 日本建築防災協会:木造住宅の耐震診断と補強方法，国土交通省住宅局建築指導課監修，

364 p.， 2004. 

1.11) 大橋好光，田端千夏子:新旧診断法と被災度，建築技術， pp.150・153，2， 2005. 

1-4 

第 1章の参考文献

1.1) 西村明儒:わが国の災害医療対策の新たな構築に向けての法医学的検討ーわが国の災害

医療体制の新たな構築に向けて一，厚生の指標， 42巻 13号， 1995. 

1.2) 住宅・建築物の地震防災推進会議:第 1回会議資料，

http://www .kenchiku・bosai.or.jp/topics/050308.pdf， 2005.2.25 

1.3) 内閣府防災担当:第 12回会議資料 1，www.bousai.go.jp/chubou/12/siryo1.pdf. 2005.3.30 

1.4) 内閣府防災担当:第 12回会議説明資料 1，

www.bousai.go.jp/chubou/12/setumei-siryo1.pdf. 2005.3.30 

1.5) 岡田成幸，鏡味洋史:震度による地震被害系統評価のためのパルナラビリティ関数群の

構成，地震，第2輯第44巻， pp.93・108，1991. 

1.6) 林康裕，宮腰淳一，田村和夫:1995年兵庫県南部地震の建物被害に基づく最大地動速度

分布に関する考察，日本建築学会構造系論文集， No.502， pp.61・59，1997. 

1.7) 長谷川浩一，翠川三郎，松岡昌志:地域メッシュ統計を利用した広域での木造建築物群

の震害予測ーその2 建築年代別木造建築物の被害関数の作成と震害予測例ー，日本建

築学会構造系論文集， No.505， pp.53・59，1998. 

1.8) 村尾修，山崎文雄:自治体の被害調査結果に基づく兵庫県南部地震の被害関数，日本建

築学会構造系論文集， No.527， pp.189-196， 2000. 

1.9) 日本建築防災協会:木造住宅の耐震精密診断と補強方法，建設省住宅局監修， 94p.，1985. 

1.10) 日本建築防災協会:木造住宅の耐震診断と補強方法，国土交通省住宅局建築指導課監修，

364 p.， 2004. 

1.11) 大橋好光，田端千夏子:新旧診断法と被災度，建築技術， pp.150・153，2， 2005. 

1-4 



第2章 既往の研究ならびに本研究の構成

建物の被害軽減に関する研究は，地震動の発生から建物の応答，構造・機能・内容物の被害，

そして人的被害など多岐にわたる問題を含んでおり，理学，工学，情報学，社会学など各分野

に跨り取り組みが行われている.ここで，本研究対象である木造建物の被害発生には，主とし

て1)震動や2)液状化， 3)斜面崩壊， 4)火災， 5)津波などが起因するが，本研究では 1)震動による

被害を対象とした地震被災危険度評価手法の構築を目的としている.したがって，以下では，

本研究に関わる既往の研究を示す.

まず， 2.1節では過去の地震災害における木造建物の被害評価尺度について述べる.建物被害

情報は被災危険度評価手法を構築する上での基礎資料となるが，被害評価尺度は調査目的によ

り多岐にわたり，過去の地震災害時には様々な機関がそれぞれの調査目的に応じて定義された

評価尺度により調査を行っている.2.2節では被害推定手法に関する研究について， 1)過去の被

災経験に基づく統計的手法と， 2)地震応答解析に基づく力学的手法に分類して，それぞれの研究

をまとめる.2.3節では主として建物の静的な耐震性能評価手法を取り上げ， 2.4節では動的な

耐震性能評価手法である常時微動計測に関する研究を示す.そして， 2.5節では人的被害の予測

手法についてまとめる.

最後に 2.6節において，本研究の構成と概要を述べる.

2. 1 建物被害評価尺度に関する研究

2. 1. 1 1995年兵庫県南部地震における被害調査と評価尺度

建物被害調査に関して，地震災害時には様々な目的を持った調査が実施される.まず， 1995 

年兵庫県南部地震で実施された主な建物調査とその被害評価尺度を示す.兵庫県南部地震では，

公的機関により主として以下の 3調査が実施された.

1)被害状況把握と災害対応における意思決定の判断のための「初動調査」

2)二次災害防止のための「応急危険度判定」

3)住家の被災程度を公的に証明した羅災証明書などの発行根拠となる「被害認定調査」

「初動調査」について，我が国では地震災害や災害の規模に関わらず，災害により被害が発

生した場合，災害対策基本法第 53条に従い，まず市町村が上部機関である国，都道府県に被害

状況や措置の概要を報告しなければならない.この報告を基礎資料として災害救助法の適用や

激甚災害の指定等の判断が下される.この判断の根拠として住家の滅失世帯数が用いられる.

滅失世帯数は次式を用いて算定される.

2-1 

第2章 既往の研究ならびに本研究の構成

建物の被害軽減に関する研究は，地震動の発生から建物の応答，構造・機能・内容物の被害，

そして人的被害など多岐にわたる問題を含んでおり，理学，工学，情報学，社会学など各分野

に跨り取り組みが行われている.ここで，本研究対象である木造建物の被害発生には，主とし

て1)震動や2)液状化， 3)斜面崩壊， 4)火災， 5)津波などが起因するが，本研究では 1)震動による

被害を対象とした地震被災危険度評価手法の構築を目的としている.したがって，以下では，

本研究に関わる既往の研究を示す.

まず， 2.1節では過去の地震災害における木造建物の被害評価尺度について述べる.建物被害

情報は被災危険度評価手法を構築する上での基礎資料となるが，被害評価尺度は調査目的によ

り多岐にわたり，過去の地震災害時には様々な機関がそれぞれの調査目的に応じて定義された

評価尺度により調査を行っている.2.2節では被害推定手法に関する研究について， 1)過去の被

災経験に基づく統計的手法と， 2)地震応答解析に基づく力学的手法に分類して，それぞれの研究

をまとめる.2.3節では主として建物の静的な耐震性能評価手法を取り上げ， 2.4節では動的な

耐震性能評価手法である常時微動計測に関する研究を示す.そして， 2.5節では人的被害の予測

手法についてまとめる.

最後に 2.6節において，本研究の構成と概要を述べる.

2. 1 建物被害評価尺度に関する研究

2. 1. 1 1995年兵庫県南部地震における被害調査と評価尺度

建物被害調査に関して，地震災害時には様々な目的を持った調査が実施される.まず， 1995 

年兵庫県南部地震で実施された主な建物調査とその被害評価尺度を示す.兵庫県南部地震では，

公的機関により主として以下の 3調査が実施された.

1)被害状況把握と災害対応における意思決定の判断のための「初動調査」

2)二次災害防止のための「応急危険度判定」

3)住家の被災程度を公的に証明した羅災証明書などの発行根拠となる「被害認定調査」

「初動調査」について，我が国では地震災害や災害の規模に関わらず，災害により被害が発

生した場合，災害対策基本法第 53条に従い，まず市町村が上部機関である国，都道府県に被害

状況や措置の概要を報告しなければならない.この報告を基礎資料として災害救助法の適用や

激甚災害の指定等の判断が下される.この判断の根拠として住家の滅失世帯数が用いられる.

滅失世帯数は次式を用いて算定される.

2-1 



B C 
X=A+ー+-
2 3 

(2.1) 

ここに，X 滅失世帯数， A:全壊，全焼，又は全流失等，住家の滅失した世帯， B:半壊，

半焼等，住家が著しく損傷した世帯， C:床上浸水，土砂の堆積等により一時的に居住不能に

なった世帯である.この滅失世帯の算定に用いられている「全壊」や「半壊」などの被害程度

の認定基準は，各省庁間に差異があったことから， 1968年に内閣総理大臣官房審議室長から警

察・厚生・建設・消防各省庁あての通知により統一被害認定基準 2.1)が示された.表・2.1にこの

基準による住家被害の定義を示すように，物理的な被害評価に加えて，建物が補修により再使

用可能かどうかについて経済的観点から調査し，建物の資産価値の損失を査定するものである.

表-2.1 統一被害認定基準(昭和43年結審第 115号内閣総理大臣官房審議室長)

被害種類| 認定基準

住家が滅失したもので.具体的には，住家の損壊.焼失若しくは流出した部分の床面積が
全壊 |その住家の延床面積の70%以上に達した程度のもの又は住家の主要構造部の被害額がそ
の住家の時価の50覧以上に達した程度のものとする.

住家の損壊は甚だしいが，補修すれば元通りに再使用できる程度のもの，具体的には損壊
半壊 |部分がその住家の延床面積の20%以上70%未満のもの文は住家の主要構造部の被害額
がその住家の時価の20覧以上50%未満に達した程度のものとする.

「応急危険度判定 2.2)Jは災害対策基本法第4条により，住民の身体，生命および財産を災害

から保護する自治体の立場から，兵庫県南部地震では自治体が主体となり，応急危険度判定士

ボランティアらの協力を得て実施された.調査は建物の安全性の観点から行われ， 1)余震等によ

る建築物の倒壊の危険性や 2)建築物の部分(屋根材や外壁，窓ガラスなど)の崩落の危険性，

および 3)地盤の崩壊や隣接建物の倒壊による危険性が主として目視により調査され，当該建物

の使用の可否について判断される.調査結果は3段階に区分され r危険(使用不可)J， r要

注意(一時立入り可)J， r調査済(使用可)Jの判定ステッカーを建物に貼ることにより，

住民に対して避難の必要性を判断するための情報提供がなされた.

「被害認定調査」の結果を根拠として発行された躍災証明書は，地方自治法第 2条において

「防災に関する事務」が市町村の事務と規定されていることから災害対策の一環として位置づ

けられ事実行為として発行されたが，明確な法的発行根拠は存在しない.そのような状況下で

調査が進められた兵庫県南部地震では，当初の調査目的が各自治体間で異なり，例えば神戸市

2.3)のように義援金を配分するために調査が開始された例や，災害援護資金の貸し付け，あるい

は市民からの要望により実施されたことが報告されている 2田4) 調査基準について，表・2.1の統

一被害認定基準が根拠にされたが，具体性に欠けたため各自治体において独自の調査票が作成

され使用された.また表ー2.1の統一被害認定基準には一部損壊に関する定義はないため，自治

体の多くは全壊，半壊には至らないが何らかの被害を受けた場合を「一部損壊」や「その他J

の被害として認定した.村尾・山崎 2ーのは，自治体で実施された調査方法を比較し，同じ判定結
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果であっても調査内容の相違により全壊や半壊等の意味が異なることを指摘している.また，

堀江ら 2.6)は被害認定調査に携わった自治体の職員を対象としてヒアリング調査を実施し，この

ような各自治体において独自の調査項目が設定されたことに加えて，建築の専門家ではない行

政職員が調査を実施した影響によって判定結果にばらつきが生じていたことを明らかにしてい

る.

次に兵庫県南部地震で公的機関以外に実施された以下の代表的な建物被害調査における評価

尺度をまとめる.

1)被災の全体像把握と被災要因究明のための「学術調査」

2)地震保険損害査定のための「保険査定調査」

3)建設業者や住宅メーカーによる顧客サービスのための「民間調査」

「学術調査」について，日本都市計画学会関西支部と日本建築学会近畿支部による調査 2.7)(以

下，本研究では二学会合同調査と呼ぶ.他の文献では震災特別委員会調査と呼ばれることがあ

るため留意が必要である.)では，表・2.2に示す基準が用いられた.また，神戸大学工学部建設

学科土木系教室兵庫県南部地震学術調査団による調査 2.8) (以下，神戸大学調査)に用いられた

基準を表ー2.3に示す.両調査基準の共通点として，建物の再使用が可能かどうかに着目していた

ことが挙げられる.

フンク(被害程度)

ランクC
(全壊または大破)

ランクB
(中程度の損傷)

ランクA
(軽微な被害)

無被害
(外観上の被害なし)

火災

表-2.2 ニ学会合同調査における判定基準 2.7)

判定基準 参考例(木造の場合)

既に家屋がない(撤去済み)

再使用不可.
全面的倒壊(1階が潰れている.屋根が落ちている.傾斜(5度以上)が著しい)

住める見込みが非常に少ない.
基礎の破断(上部構造と有利している.ひび割れが著しく上部を支えられない.) 
柱などの破壊(柱が折損している抜け出している軸組が分解している.) 
外壁の破壊(外壁の構造体が剥離，剥落している.) 

部分的破壊(傾きが認められる(5度以下))
基礎の破断(基礎のモルタルが剥離している.基礎にひび割れが認められる.) 

大幅な修理で再使用可能. 外壁の破壊(大きな亀裂が認められる.目地が著しくずれているガラス窓が破れ
大幅な修理で住める可能性あり. 落ちている.) 

屋根の破損(屋根瓦のズレが著しい(大半が落ちているなど))
その他(被害が顕著でランクCIこはいたらない)

軽微な損傷で使用可能
外壁の破壊(モルタルが部分的に落ちている.壁に僅かなひび割れがある.) 

少しの修繕で住める可能性あり.
屋根の破損(屋根瓦が部分的に落ちている)
その他(被害が軽微でランク81こはいたらない)

見た目には被害がない.

火災による被害

表-2.3 神戸大学調査における判定基準 2.8)
被害程度| 判定基準

|建物が傾いたり，完全に倒れている.
全壊 | e 

E修繕が不可能な状態.

I大幅な亀裂，崩れがあるが修繕すれば住める状態.
半境 | 
|現在，住人は住んでいない状態が多い.

一部損壊|亀裂破壊があるが，そのままでも住める状態

被害なしI(説明なし)

2-3 

果であっても調査内容の相違により全壊や半壊等の意味が異なることを指摘している.また，

堀江ら 2.6)は被害認定調査に携わった自治体の職員を対象としてヒアリング調査を実施し，この

ような各自治体において独自の調査項目が設定されたことに加えて，建築の専門家ではない行

政職員が調査を実施した影響によって判定結果にばらつきが生じていたことを明らかにしてい

る.

次に兵庫県南部地震で公的機関以外に実施された以下の代表的な建物被害調査における評価

尺度をまとめる.

1)被災の全体像把握と被災要因究明のための「学術調査」

2)地震保険損害査定のための「保険査定調査」

3)建設業者や住宅メーカーによる顧客サービスのための「民間調査」

「学術調査」について，日本都市計画学会関西支部と日本建築学会近畿支部による調査 2.7)(以

下，本研究では二学会合同調査と呼ぶ.他の文献では震災特別委員会調査と呼ばれることがあ

るため留意が必要である.)では，表・2.2に示す基準が用いられた.また，神戸大学工学部建設

学科土木系教室兵庫県南部地震学術調査団による調査 2.8) (以下，神戸大学調査)に用いられた

基準を表ー2.3に示す.両調査基準の共通点として，建物の再使用が可能かどうかに着目していた

ことが挙げられる.

フンク(被害程度)

ランクC
(全壊または大破)

ランクB
(中程度の損傷)

ランクA
(軽微な被害)

無被害
(外観上の被害なし)

火災

表-2.2 ニ学会合同調査における判定基準 2.7)

判定基準 参考例(木造の場合)

既に家屋がない(撤去済み)

再使用不可.
全面的倒壊(1階が潰れている.屋根が落ちている.傾斜(5度以上)が著しい)

住める見込みが非常に少ない.
基礎の破断(上部構造と有利している.ひび割れが著しく上部を支えられない.) 
柱などの破壊(柱が折損している抜け出している軸組が分解している.) 
外壁の破壊(外壁の構造体が剥離，剥落している.) 

部分的破壊(傾きが認められる(5度以下))
基礎の破断(基礎のモルタルが剥離している.基礎にひび割れが認められる.) 

大幅な修理で再使用可能. 外壁の破壊(大きな亀裂が認められる.目地が著しくずれているガラス窓が破れ
大幅な修理で住める可能性あり. 落ちている.) 

屋根の破損(屋根瓦のズレが著しい(大半が落ちているなど))
その他(被害が顕著でランクCIこはいたらない)

軽微な損傷で使用可能
外壁の破壊(モルタルが部分的に落ちている.壁に僅かなひび割れがある.) 

少しの修繕で住める可能性あり.
屋根の破損(屋根瓦が部分的に落ちている)
その他(被害が軽微でランク81こはいたらない)

見た目には被害がない.

火災による被害

表-2.3 神戸大学調査における判定基準 2.8)
被害程度| 判定基準

|建物が傾いたり，完全に倒れている.
全壊 | e 

E修繕が不可能な状態.

I大幅な亀裂，崩れがあるが修繕すれば住める状態.
半境 | 
|現在，住人は住んでいない状態が多い.

一部損壊|亀裂破壊があるが，そのままでも住める状態

被害なしI(説明なし)

2-3 



また，日本建築学会近畿支部では，淡路島，神戸市長田区，中央区，東灘区西部，芦屋市，

西宮市において木造建物の被害調査を行った.鎌田 2.9)による淡路島を対象とした調査では，全

壊(倒壊したり，構造体が大きく損傷し，または，著しく傾斜し，修復不能なもの)，半壊(被

害程度が著しく，構造体に損傷があるが修復可能なもの)，一部破損または小被害(非構造部

材の損傷に留まったもの)，無被害(損傷の認められないもの)の 4ランクに区分されている.

鈴木三四郎ら 2.10)による長田区の調査では，大破(倒壊もしくは倒壊の恐れのあるもの)，中破

(残留変形は見られるものの，倒壊の恐れのないもの)，小破(外装材に損傷は見られるもの

の残留変形はなく，躯体は無被害と見なされるもの.この場合，無被害を含む. )の 3段階表

現が採用されている.鈴木祥之・藤原 2.11)による神戸市中央区の調査，および鈴木祥之ら 2.12)

による芦屋市，西宮市の調査では，倒壊，大破，中破，小破，軽微および無被害の 6段階に区

分されている.この調査は，表・2.4に示す日本建築学会木構造分科会が提案している判定基準に

準じて行われた.鈴木有 2.13)は日本建築学会の調査基準を用いた建物被害と残留変形角を対応さ

せ，大破は1I20rad以上，中破は 1160""'1I20rad，小破は1I60rad以下と定義している.村上ら 2.14)

による神戸市東灘区の西部地区を対象とした調査では，倒壊 (V) (1階部分の層崩壊， 2階部

分の層崩壊，全階層崩壊(瓦礁状態)) ，大~中破 (N) (下屋等の一部崩壊，柱の折損や傾

斜大，外壁の大部分が剥離落下，基礎の崩壊，小屋組の崩壊など)，中~小破 (ill"'II) (瓦

のズレや脱落，外壁や基礎のひび割れなど(目視による傾斜は認められない)) ，小破以下 (II

以下) (外壁開口部の軽微なひび割れなど，および外観上被害無し)の 5段階区分が用いられ

た.なお，ギリシャ数字の II~Vは被災度区分判定 2.2)で定義されている被害尺度に対応している.

表-2.4 日本建築学会近畿支部による調査における判定基準

被害程度 判定基準

倒壊
屋根・壁・床・柱等の破損が全面にわたり，建物の変形が者しい.
周辺地盤の崩壊により，建物の変形が著しい. r、

大破
大部分の壁・垂れ壁が破損し，内外装材がほとんど脱落している
筋かいが折損し，柱・はりに割れが生じ，床が破損している
大部分の壁・垂れ壁・腰壁にひび割れが生じ，一部が脱落している.

中破 大部分の屋根五が破損している.
基礎のひび割れが著しい.
大部分のれんがおよび一部の屋根五が破損している.

小破
一部の壁にひび割れが生じている
一部の壁仕上げ材が脱落している.
基礎の一部にひび割れが生じている.

被害軽微 一部の屋根瓦に損傷が見られる.
一部の垂れ壁・腰壁・仕上げ材にひび割れが生じている

無被害 外見上被害が全くない.

「保険査定調査」において代表的な地震保険 2.15)の損害査定基準では，居住用建物と生活用動

産に対して定義されている.居住用建物の損害を認定する基準には「主要構造部の被害程度に

よる基準J， r床面積の被害程度による基準J， r床上浸水等による認定基準」の三つがある.
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「民間調査Jでは，顧客に対するサービスの形として，建設業者や住宅メーカーなどの民間

企業が被災度区分判定 2勾などを参考にした調査方法により，解体・補修の判断に必要な情報の

提供を行っている.調査方法について["基礎J， ["床組J， ["軸組J， ["軸組壁J， ["仕上

材J， ["屋根」について調査を行い，被災度の判定は各部位の被災度をランク I"'Vに分類す

る部位別被災度と，全部位の被災度の平均値から求められる総合被災度がある.最終的に総合

被災度と被災震度階から補修により再使用可能かどうかの判断がなされる.

以上のように被害調査結果の記述は，調査目的により異なり，建物の被害程度の大きさに応

じて["全壊J， ["半壊J，あるいは["大破J， ["中破」などに分類されている.このよう

な様々な建物被害程度が比較可能となるように，各種建物被害の対応関係を明らかにするため

の研究が行われている.

宮腰ら 2.16)は， 1)日本建築学会近畿支部による調査， 2)二学会合同調査， 3)自治体による被害

認定調査の結果を比較し，日本建築学会による調査は二学会合同調査の被害基準を詳細に区分

したものと報告している.また 被害認定調査の「全壊」は二学会合同調査の「軽微な損傷」

から「中程度の損傷Jに対応し["一部損壊」は「外観上被害なし」に対応していたことを明

らかにしている.

小槍山ら 2.17)は二学会合同調査と神戸大学調査の判定基準を，両者の町丁目単位，街区単位の

被害率の対応から定量的に比較し，神戸大学調査の被害率は二学会合同調査の約 6割に相当し

ていたことを明らかにしている.

村尾・山崎 2.5)は兵庫県南部地震で実施された自治体による被害認定調査と二学会合同調査と

の結果を比較し，自治体の全壊率と二学会合同調査の中破以上の被害率がほぼ等しいと指摘し

ている.また，牧ら 2.18)は，兵庫県南部地震において「全壊」と評価された建物の破壊状態に関

する分析を行い["全壊」には，完全に耳磯状態のものから外観上の被害は軽微なものまで，

様々な破壊形態が含まれているということが明らかにされている.

このように必ずしも「全壊J= ["大破」の関係は成り立っていないなど，被害評価を行う上で

調査目的により被害評価尺度が異なる点に留意が必要となる.

2. 1. 2 兵庫県南部地震以降の建物被害調査の整備

兵庫県南部地震の経験から建物被害調査の重要性が再認識され，各調査において改訂や新た

な提案がなされている.

「初動調査」は早期の被害把握が困難であった事由から，地震計により計測された地震動分

布からの被害推定例えば 2.19)やリモートセンシング技術の利用例えば 2.20)などによる早期に広域的な

範囲の被害状況把握を行うための手法が提案されている.

「応急危険度判定」は 1998年に判定マニュアル 2.21)が改訂され，調査体制や各種マニュアル

の整備が進められている.

「被害認定調査」は村尾ら 2.5)により建物の資産価値を評価する自治体という公的な立場から

の被害調査票の提案が行われている.また，小槍山らは 2.22)は兵庫県西宮市へのヒアリング調査
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結果に基づき，より迅速，公正かつ効率的な被害認定のための認定プロセスとして，外観目視

による調査と建物内部を含めた詳細調査で構成される 2段階の調査プロセスを提案している.

また，内閣府 2.23)では 1968年に規定された国の統一認定基準が実状に合わなくなったなどの事

由から，災害に係る住宅等の被害認定基準検討委員会が 2000年 12月に発足し，認定基準の見

直しが行われた.この新しい認定基準では，より補修の可否との関係を明確にしており，住家

が居住のための基本的機能を喪失し補修により再使用が困難ものを「全壊J，基本的機能の一

部を喪失しているが，補修すれば元通りに再使用可能なものを「半壊」と定義している.また，

補修費用との関係については経済的被害を評価するとしているが，被害額を算定することは実

務上困難であるため r住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

す」という形として評価する.さらに，認定基準の的確かつ円滑な運用を目的として，調査方

法，判定方法を規定した被害認定基準運用指針が示されている.この認定基準および運用指針

の規定により，認定作業の効率化，認定結果の全国的な統一化が期待される

「学術調査」は，岡田・高井 2.24) 高井・岡田 2.25)により，建物全体からの被害判断により重

点を置いた調査手法として，建物の破壊パターンを視覚的に分類した被害パターンチャートの

活用が提案されている.木造軸組工法の建物破壊パターンは，兵庫県南部地震の被災写真集を

主資料として， European Macroseismic Scale 19982.26) (EMS-98)を参考にダメージグレード DO

'"'-'D5の6段階被害尺度に分類されている.また， Horie et al. 2.27)は，チャートの充実を図るため

に兵庫県南部地震における尼崎市の液状化被害事例から木造建物の液状化による被害パターン

チャートの提案を行っている.これらのパターンチャートの活用により悉皆調査への対応が容

易となり，建物被害調査における被害定義の相違や調査者による判定結果のばらつきが少ない，

かつ生存空間の有無に立脚した信頼性の高い建物被害分類の実施が期待できる.実際に最近発

生した地震災害時では，学術的な目的とした被害調査に用いられている例えば2.28)，2.29)，2.30)

2.2 建物被害推定に関する研究

2. 2. 1 被災経験に基づく推定手法

地震による建物被害発生の評価手法として，過去の地震被災経験に基づき地震動強さと建物

被害率の関係を記述した建物被害関数があり，これまでに多くの研究が行われている.建物被

害関数は物部 2.31)が定式化したのが始まりであり，ある木造家屋群の耐震強さを確率変数として

扱い，倒壊率 50%に対する合震度K。を平均とし，標準偏差σで正規分布している仮定のもとに

標準正規分布関数で記述されている.米国カリフォルニア州では， 78の構造種別について専門

家の意見を整理し， Applied Technical Council2.32)より資料集が出版されている.我が国において

も，岡田・鏡味 2.33)は東京都防災会議の震度階解説表を基に，建物の構造や機能，設備を含む内

容物に関する被害や，建物以外の構造物被害，ライフライン被害などの気象庁震度階に対する

被害関数を構築している.童・山崎 2.34)は過去の強震記録と家屋被害データを用いて SI値と家
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屋被害率との関係式を求めている.

兵庫県南部地震の被災経験に基づく被害関数については多くの研究が報告されている.学術

的な調査結果を用いた被害関数として，林ら 2.35)幻 6)は神戸市中央区三宮地域における最大地動

速度を，地盤モデルに基づく FEM解析による地震動シミュレーションを行って求め，最大地動

速度と二学会合同調査 2川こよる用途別・階数別の被害率との関係式を構築し，その構築した被

害関数を用いて兵庫県南部地震の最大地動速度の再評価を行っている.長谷川ら 2.37)は，二学会

合同調査結果 2.7)を基に，村上ら 2.14)が東灘区西部地区において行った被害調査結果データを用

いて建築年に関する補完を行い，最大地動速度に対する木造建物の建築年代別被害関数を構築

している.

藤井 2.38)は，神戸市の東部，中部，西部の 3箇所に解析測線を設定して表層地震動の推定を行

い，最大地動速度と木造構造物被災密集度をパラメータにし，建築年代を考慮した被害関数に

より，木造構造物被災ポテンシャルによる被害評価手法を提案している.表層地震動の推定は，

深層地盤は松島・川瀬 2.39)の3次元盆地構造モデルを用いた3次元解析結果を用い，浅層地盤に

ついては1次元等価線形解析より求めている.また，液状化地域に対しては 1次元有効応力解

4斤をf子っている.

自治体による被害認定調査結果を用いた被害関数の構築も行われている.山口・山崎 2刈)は，

西宮市を対象として，全壊率と全半壊率の被害関数を構築している.村尾・山崎 2.41)は，二学会

合同調査結果データ 2.7)に自治体調査結果から得られた建物の構造，建築年代などの情報を付与

して，神戸市灘区を対象とした構造別，建築年代別の被害関数を構築している.

地震保険損害査定のための調査データに基づく被害関数として，佐伯・翠)1[2.42)は，地震保険

の兵庫県南部地震の支払いデータから，計測震度と支払い率の関係式を求め，経済被害評価を

行っている.

次に耐震診断結果を活用した被害関数の構築に関する研究を示す.梅村・山崎 2.43)は，横浜市

が実施した木造軸組構法住宅に対する耐震簡易診断結果 2.44)を用いて，村尾・山崎 2.41)による神

戸市灘区を対象とした経験的被害関数を基として，木造耐震性能指標(Iw値)を考慮した被害

関数を構築している.小槍山・山崎 2.45)は加速度応答スペクトルと精密診断法による耐震診断結

果を用いて，建築基準法で規定される建物の耐力と地震力との関係に着目し，被害関数の定式

化を行っている.

層破壊に着目した被害関数として，田畑ら 2.46)岡田ら 2.47)は東灘区の震度7の地域を対象に，

航空写真により木造住宅の破壊パターン判読を行い，林ら 2.35)，2.36)による木造低層独立住宅の被

害率から逆算された最大地動速度を震度に変換し， 1975年の建築年を境とした木造建物の崩壊

パターン別被害関数を提案している.

以上のように，過去の地震被災経験に基づく被害関数の構築に関する研究は数多く行われて

いる.しかし，人的被害発生の主要因であった層破壊に着目した被害関数の構築やその適用性

に関する検証はほとんど行われていない.
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2. 2. 2 地震応答解析による推定手法

地震応答解析による推定手法に関して，表・楢橋 2.48)は，木造家屋の復元力モデルを構築し，

壁率分布から固有周期分布を明らかにし，人工地震波を用いたシミュレーションによる被害予

測を行っている.建物応答と被害の関係については，層間変形角 1/l00radで力学的特性が変化

し，家屋に被害が発生する 3/100radを中程度被害としている.

柴田 2岬)は，都市の建築群にばらつきをもたせ，信頼性理論により建築群の被害率を求めてい

る.また，柴田・赤松 2.50)は 1978年宮城県沖地震の仙台地域における木造建物の被害率と地表

加速度の関係，建物の固有周期と加速度応答倍率の関係から，木造建築群の降伏震度分布を推

定し，弾塑性応答解析モデルを用いたシミュレーションを行い，最大塑性率により被害判定を

行う手法を提案している.

北原・藤原 2.51)は壁率の分布から木造建築群の耐力分布を推定し，動的解析により最大応答変

位を求める手法を提案している.

耐震性能のクライテリアに関して，鈴木ら 2.52)は，構造体の動的特性として等価粘性減衰定数

を用いて簡便に応答を評価可能な限界耐力計算による耐震性能評価法を提案し，軸組の層間変

形角を基準として，伝統構法などの軸組構法の場合には， 1/120rad (損傷限界)， 1/60rad (再使

用可能限界)， 1/30rad (補修・再使用可能限界)， 1/l5rad (安全限界)と設定している.

建物応答と損傷度の関係に関する研究に関して，森井ら 2.53)は過去の地震被害の分析結果に基

づいて建物の最大応答変形角から損傷確率を予測する損傷確率曲線を設定し，耐震診断の結果

を反映する木造住宅の損傷度予測手法の提案を行っている.この手法は，限界耐力計算に基づ

き耐震性能評価を行い，想定地震動に対する最大応答変形角について，性能等価加速度応答ス

ペクトルを用いて推定し，最大応答変形角から損傷度評価を行っている.

吉田ら 2.54)は兵庫県南部地震による木造建物の被害に対応した木造建物の耐震性の検討を行

っており，モンテカルロシミュレーションによる応答解析を行った結果，一部損壊では1/60rad，

半壊は1/40rad，全壊は1/30radで被害と対応することを示している.

また地震動特性と建物応答の関係に関する研究として，境ら 2.55)は，地震動の破壊力指標と建

物被害率との関係を検討し，建物の塑性化による周期の伸びを考慮した等価周期帯域における

パワーを持った地震動の影響が建物被害に対して大きいことを示している.その等価周期帯は

1.2"'1.5秒と指摘している.

小槍山・山崎 2.56)は，時刻歴応答解析により木造建物の最大層間変形角に適した地震動強さ指

標の検討を行っている.その結果，周期の伸びを考慮した減衰20%の変位応答，加速度応答が，

比較的高い精度で最大応答変形角を説明できることを示している.

地震動シミュレーション結果を用いた被害予測に関する研究として，長戸・川瀬 2.57)は地震被

害予測を行うための木造建物モデルを設計基準に準じて作成し，兵庫県南部地震による再現波

を入力して非線形応答解析を行い，実被害を説明できるように木造建物モデルを構築している.

また，川瀬・増田 2.58)は日奈久断層系からの想定地震動を統計的グリーン関数法と 3次元有限差

分法を組み合わせたハイフリッド法を用いて作成し，被害予測を行っている.
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層破壊に着目した応答解析に関する研究として，村上ら 2.59)は層破壊発生機構に関して，層破

壊と建築年代，規模，屋根種別との関係を明らかにし，さらに倒壊限界必要壁率，倒壊限界変

形角，必要終局せん断係数に関する検討を行っている.その結果，兵庫県南部地震における倒

壊は，入力地震波の大振幅の第1波もしくは第 2波で大きく変形したことにより発生したと推

察しており，その倒壊限界変形角を1/10'"1/7.5 rad.と指摘している.ただし，対象範囲は東灘区

西部地区に限定されており，地震動を震度6，7の地域として画一的に取り扱っているため，個々

の建物に入力された地震動の大きさの影響に関する検討は十分になされていない.

以上の研究のように，地震応答解析に基づいた被害予測を精度良く行うためには，建物の耐

震性能と地震動特性が考慮される必要がある.また，建物の応答量と損傷度の関係は，定義に

より予測結果が影響される点に留意する必要がある.

2.3 木造建物の耐震性能評価に関する研究

建物の耐震性能の評価手法としては，耐震補強の必要性を判断する耐震簡易診断 2.44)(我が家

の耐震診断)や耐震精密診断 2.44)による方法などが確立し普及している.耐震診断結果は総合評

点として与えられる.総合評点は， A)地盤・基礎， B)建物の形， C)壁の配置， D)筋かい，

E)壁の割合， F)老朽度の 6指標を調査し点数化して求められる.

また，最近では診断方法の改訂 2.60)が行われ， 1)一般の住宅の所有者，居住者を対象とした「誰

でもできるわが家の耐震診断J， 2)技術者を対象とした「一般診断J， 3)より専門性の高い「精

密診断」による評価に移行しつつある.

上記の耐震診断結果を利用して，耐震性の地域的な特徴に関する分析が行われている.小槍

山・山崎 2.61)は，全国で実施された耐震精密診断の結果をもとに，評点分布傾向を分析し，その

地域的特徴について，東北は他地域より偏心が低い建物が多く分布している一方で，水平抵抗

力の評点が高い建物が多い傾向があることを指摘している.

石原ら 2.62)は横浜市と姫路市における在来木造住宅の耐震診断データを分析し，両市では同じ

建築年代であっても総合評点が顕著に異なること，および横浜市では同一市内でも地域により

耐震性が大きく異なること示しており，建物被害推定には各地域の耐震性能分布を把握するこ

とが不可欠であることを指摘している.

一方，上記の診断方法は建物の動的な振動特性が適切に評価されたものではなく，例えば，

1995年兵庫県南部地震では，激震地において耐震診断の評価が著しく低い場合であっても，軽

微な被害であった建物の存在や，反対に評価が高くても大きな被害を受けたことが報告されて

いる 2.63)
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2.4 常時微動測定に関する研究

常時微動に関する研究は，理学，地盤工学分野などで多くの研究が行われているが，本研究

では常時微動を用いた建物の振動特性評価を対象としているため，本研究に関わる研究につい

て以下にまとめる.

建物の振動特性として，常時微動から比較的簡易に求められる固有周期や減衰定数，地盤と

建物問における応答の増幅率に着目した研究が行われている.中村・西永 2.64)は，兵庫県南部地

震で被災した住宅 28棟の常時微動を測定し，地盤と建物の振動特性を含む被災危険度指標とし

て，以下の式 (2.2)に示すような建物の水平動と地盤の上下動のスペクトル比から求めた建物

の固有周期を基に算定するKwgを提案し，このKwgと損傷の聞には相関がみられたことを報

告している.

、夕 、.--ヲて三

'--'-- L， 

Kwg = (25x e/ Jr2)X Awg/ Fw2 / h 

e 実効層変形角の最大層変形角に対する比率 (e=60%と仮定)

Awg 地盤と建物の連成作用を考慮した基盤地震動に対する増幅倍率

Fw:建物の水平動と地盤の上下動のスペクトル比から求めた建物の固有周期

h .柱(1階)の高さ

(2.2) 

毎熊ら 2.65)は，常時微動から得られる建物の固有周期 Toと減衰定数 hから求められるQ値

(Q=1/2h)，および地盤振動に対する建物応答の振幅倍率 Rから次式 (2.3)に示すような耐震性

評価指数Cを提案している.

c=(九/O.1)2x長石 (2.3) 

林ら 2.66)は伝統軸組構法による木造住宅を 1質点系置換した時の等価高さ Heと等価質量を

Meとし，最大応答変形角 Rに対する等価固有振動数 fと降伏時ベースシア係数 Cyの関係を定

式化して，常時微動から計測された固有振動数foを用いてCyの算定を行っている.この時に降

伏時の層間変形角 Roを1/1，OOOradに設定し，限界耐力計算に基づく Cyと比較した結果，良い対

応が得られたことを示している.

上記の研究のように，常時微動により建物の動特性を定量的に扱うことが可能であるが，さ

らに耐震診断結果と比較を行うことで，より簡便な診断手法の構築が期待できる.
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2.5 人的被害推定に関する研究

人的被害の軽減を図るためには，被害を予測し事前に備えることが重要である.各自治体で

は地震被害想定 2.67)を行い 想定された事態に応じた対策を講じるべく努力を行っている.そ

の地震被害想定の一つに人的被害の予測があり，これまでに震動，津波，火災，斜面崩壊，道

路災害などに対する人的被害の予測手法が提案されている.これらのうち，本研究対象となる

震動による建物被害を誘因とする死者発生数の予測手法に関する研究として，河角 2.68)は地震発

生から家屋被害が発生し，死者が発生するという死者発生過程に基づく推定手法を提案してい

る.この時の家屋被害の指標として全壊家屋数を用いている.

太田ら 2.69)は，全壊棟数に統計的に求めた係数を乗じ，さらに建物内への滞在時間を考慮、した

時間帯係数や，建築年を考慮した時代係数をとりいれた死者数の推定手法を提案している.

このように予測手法の多くは災害による建物被害規模の程度を表現する指標である全壊建物

数または全壊率から推定する方法が用いられている.

建物被害と人的被害の関係について，日本の明治以降に発生した地震別の集計値を用いた検

討結果によると，この建物被害評価指標と人的被害の聞には有意な相関性がないことが呂，宮

野 2.70)により明らかにされている.その要因として 2.1節に示したように「全壊Jという定義

が明確ではなかった点が挙げられる.

ここで， Lu et al. 2川 は，兵庫県西宮市を対象として，兵庫県南部地震時に撮影された建物

の被害写真を用いて，死者が発生した建物の被害パターンを岡田，高井 2.24)が提案した被害パタ

ーンチャートを用いて分類し，その結果，死者の 84.6%が層破壊した建物に居住していたことを

明らかにしている.

岡田ら 2刈は，建物被害評価の定義の不明確さによる人的被害の推定精度の問題を指摘して

おり，兵庫県南部地震時の木造建物の層破壊を含めた崩壊パターンを分析し，崩壊パターンに

立脚した人的被害発生予測式を提案している.この予測式を利用するためには，建物の崩壊パ

ターン別の被害発生を評価する必要があるため，岡田らは， 1975年を境とした木造建物の崩壊

パターン別の被害関数を構築している.しかし，構築対象とした地域は東灘区東部地区に限ら

れており，さらに建物の破壊に関する資料を蓄積し，特に層破壊がどのような条件下で発生し

たのか，その発生機構を解明する必要がある.
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2.6 本研究の構成

本論文は全 8章で構成されている.研究内容は大きく，1)被災経験に基づく地震被災危険

度評価手法の構築と 2)応答解析に基づく地震被災危険度評価手法の構築について検討を行っ

ている.図・2.1に本論文の構成とフローを示し，以下に各章の概要を述べる.

|第1章序論 l
iユ

第2章既往の研究ならびに本研究の構成

よユ
被災経験に基づく 1 応答解析に基づく
地震被災危険度評価 i 地震被災危険度評価

第3章 1鰯年兵庫県南部地| !最大応答変形角!

震の被災経験に基づく建物被読255度に
害関数の構築 ' 

第4章被害関数を用いた
地震被災危険度評価手法の
適用性に関する考察

第7章応答解析に
基づく木造建物の
地震被災危険度評価

よユ
第8五五訂

図-2.1論文の構成とフロー

第6章地盤のサイト特性
を考慮した建物への入力
地震動評価

第 1章 「序論J，第2章 「既往の研究ならびに本研究の構成」に続いて，第3章 f1995年

兵庫県南部地震の被災経験に基づく建物被害関数の構築」では，これまで十分に明らかにされ

てこなかった木造建物の層破壊被害に着目し，兵庫県南部地震時に撮影された被害写真から損

傷度を可視化した被害パターンチャートを用いて建物の損傷度分類を行い，層破壊建物を同定

する.その結果から木造建物の層破壊発生要因に着目し，地震動強さとの関係について検討を

行い，被害関数構築のための最適な地震動強さ指標を設定する.また，木造建物の耐震性能評

価指標として建物属性に着目して数量化E類による分析を行い，層破壊被害発生に影響を与え

ていた要因を分析する.その結果から，住宅の変容過程を考慮した建築年代区分を設定し，建

物属性を考慮した層破壊の発生率を評価可能な損傷度別被害関数の構築を行う.また，その構

築した被害関数について，兵庫県南部地震で実施された調査結果に基づいて作成された被害関

数と比較することにより妥当性を確認する.

第4章 「被害関数を用いた地震被災危険度評価手法の適用性に関する考察Jでは，前章で構

築した被害関数を兵庫県西宮市および神戸市東灘区に適用し，兵庫県南部地震による木造建物
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築した被害関数を兵庫県西宮市および神戸市東灘区に適用し，兵庫県南部地震による木造建物
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の被害分布を推定した結果，実被害を精度良く評価可能なことを示す.

第5章 「耐震診断と常時微動に基づく木造建物の耐震性能評価」において，統計的手法に基

づく建物被害関数の課題となる他地域や他の地震災害への適用を図るためには，建物の耐震性

能や地震動特性を考慮し，建物被害の発生メカニズムを解明する必要がある.そこで建物の耐

震性能を明らかにするために，一般的な耐震診断による評価と，常時微動を用いた動的な振動

特性評価に関する検討を行う.具体的には兵庫県神戸市域を中心として，耐震診断を受診した

戸建木造住宅を対象として常時微動計測を行い，振動特性として固有周期に着目し，建築年や

耐震診断結果との関係を分析する.また，地震応答解析の主要なパラメータとなる降伏時のベ

ースシア係数に着目し，常時微動に基づく固有周期からの推定方法について検討を行う.さら

に補強過程において常時微動測定を行い，振動特性の変化と耐震性能の関係について考察する.

第6章 「地盤のサイト特性を考慮した建物への入力地震動評価」において，建設地点毎に地

震動特性を評価するためには， 1)震源特性， 2)波動伝播特性， 3)地盤増幅特性の 3要素が考慮さ

れる必要があり，そこで，工学的基盤面までの地震動を長周期帯は 3次元有限差分法によって

推定された地震動に，短周期帯は兵庫県南部地震の震源パラメータやスペクトル特性を反映さ

せた統計的予測モデルによる推定結果を合成し，工学的基盤から地表までの地震動の増幅につ

いては非線形解析手法を用いて設定した解析測線上の地震動推定を行う.さらに，地震動評価

手法の妥当性を検証するために，作成波形から得られた最大速度に着目して建物被害および人

的被害推定を行い，地震動と実被害の関係を考察する.

第7章 「応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価」では，第5章から得られた常時

微動計測に基づく固有周期を用いて木造建物群のモデル化を行う.木造建物群のモデル化は，

在来軸組構法による 2階建ての住宅を対象として 1)常時微動から得られた固有周期の分布

を考慮したモデル，および2)固有周期の分布を考慮したモデルに耐震診断結果から得られた

木造住宅の構造特性の分布を考慮したモデル，の 2種類を構築する.構築した解析モデルを用

いて木造建物群の建物 1棟毎に，第 6章の結果から得られた地盤のサイト特性を考慮した地震

動を入力して地震応答解析を行い，最大応答変形角から被害率の算定を行う.この被害率と第3

章および第 4章において構築した損傷度別被害関数を用いて，最大応答変形角と建物損傷度と

の関係を考察する.

第8章 「結論」では本論文の総括ならびに建物被害軽減に向けた今後の課題を示す.
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第3章 1995年兵庫県南部地震の被災経験に基づく

建物被害関数の構築

本章では，まず、兵庫県南部地震時の被害写真から建物の損傷度分類を行い，被害統計デー

タとして不足している層破壊被害の発生実態を明らかにする.次に木造建物の層破壊発生要因

を究明するため，地震動強さや建物属性との関係について分析を行い，層破壊被害を評価可能

な損傷度別被害関数を構築する.

3. 1 建物損傷度の分類と層破壊被害建物の同定

地震災害時にはこれまでに様々な機関によって建物の被害調査が実施されたが，層破壊に着

目した調査は少なく，その発生実態に関するデータは十分ではない.本節では，まず 1995年兵

庫県南部地震時に撮影された被害写真から建物の損傷度分類を行い，層破壊建物を同定する.

そのデータを用いて層破壊建物の被害パターンの特徴と空間分布について検討を行う.

3. 1. 1 使用データ ー阪神・淡路大震災 GISデータベースー

震災被害に関する時空間情報を記録するためには地理情報システム (GeographicInformation 

System: GIS)の活用が有効である.独立行政法人防災科学技術研究所地震防災フロンティア研

究センターでは兵庫県西宮市を対象として阪神・淡路大震災 GISデータベース「西宮 Built

Environmentデータベース 3.1)(以下，西宮BEDB)Jの構築を行っている.図・3.1に対象とした

西宮市の位置と日本都市計画学会関西支部と日本建築学会近畿支部による調査 3.2) (以下，二学

会合同調査)による建物全壊率の分布を示す.西宮市は兵庫県南部地震による被害が比較的小

さい地域から甚大な気象庁震度7の地域を含んでいる.
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阿宵rtiω地形の保有lを[><1-3.2に，建物の分布を閃-3.3にボす.内i7ヰrJiの由干責は約 100km2で.

北部は山地が多く‘市部の平野部に市街地が広がっている.地長先午:s.jの人1Jは424，101人(1995

年 1Jj 1 fl現在)で，特に南部の111陽新幹線と阪神電鉄線の聞に人rlが集1/1していた.被害 (2002

'rJ二12Tl 26 11現在)にコいて阿宮市による催災調査結果 3.3)によると全壊 20，667棟，半壊 14，597

棟であッた.また関連死を合みL126名ω死者が発生した.[斗-3.4に岡宮 BEDBの構成概要をぷ

す. [，可官 BEDBには，被災青の生活再建を果たす l二で品重要課題である「すまい」を基本単位

とし‘建物 l棟何に 1)パルナラビリティ(都市情報，建物情報など) ， 2)ハザード(地震動な

ど) • 3)被'古(死者¥建物被芹など) • 4)事後対策(避難所，イ反設住吉，公費解体など)のデー

タが相互参照 11J能な形式でリンクしている.
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これらのデータの内，建物情報データは，西宮市から提供されたものであり，用途，構造，

階数，建築年，建築面積，延床面積などの詳細な情報がリンクされている.また，被害イメー

ジデータとして， 二学会合同調査 3.2)の時に撮影された 11.426枚の被害写真がデジタル化され撮

影位置とその方向が矢印として表現されたポイントデータとリンクされている.これらの被害

写真には 26，075棟の建物が撮影されている.長(1・3.5に被害写真データの GIS画面上の表示例を

示す.

r. 
写真.
『兵庫県立人と自然

の博物館」所蔵

-ELE 
コ口仁P(¥[、〉

JOP ¥γt 
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図-3.5 被害写真データの表示例
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3. 1. 2 建物損傷度の分類基準と層破壊被害建物の同定方法

( I ) 建物損傷度の分類基準

兵庫県南部地震で様々な目的のもとに行われた建物の被害調査における被害程度の記述は，

調査目的によって異なり 「全壊J，半壊J，あるいは 「大破J， r ql般」などに分類さ

れたが，前章で述べたように必ずしも 「全壊大般」の関係は成り屯っていない.また，自

治体による躍災証明書発行のための調査のように同じ調査目的，基準のもとに実施された調査

であっても，各自治体において独自の調査項目が設定されたことや，建築の専門家ではない行

政職員が調査を実施した影響などによって判定にばらつきが生じていたことが堀叫ら 3.4).3.5).3.6) 

により明らかにされている.これらの研究から同じ全壊であってもその被害程度は様々となっ

ていると思われる.

こういった建物の被害評価における問題の解として，岡田・高井 3.7)‘3.8)は木造建物およびRC

建物の被害パターンの分析を行い，建物被害を視覚的に分類した被害パターンチャートを提案

している.岡田・高井 3.7)によって提案されている被害パターンチャートを図・3.6に示す.この

パターンチャー トは，建物内の生存空間の損失に着目して開発されたものである.また，堀江

ら3.9)は，チャートの充実を図るために兵庫県南部地震における尼崎市の液状化被害事例から木

造建物の液状化による被害パターンチャートの提案を行っており，液状化による 主要な被害モ

ードは震動による被害と異なり，尼崎市の事例では内部空間が滅失するような被害形態が発生
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していなかソたことが明らかにされている.これらの被芹パターンチャートを)甘いることによ

り，建物被'九洞古における被害定義の十Ilj主や調査ffによる判定結果のばらソきの民小化が則刊

でき • fl~ 存ケ;~I1Uの{f~をに \'l閥l したf，-ì頼刊の I古i い建物被芹分類が IIJ能となる. したがソて，本州

究では、被芹パターンチャー卜をベースとした住物的傷度の分類基準を採川する.

ダメージクレード すさ』階建て建物の僚蓄ハ';1-，' 中道1階建て建物の被害ハ';;1-/

00 

01 

02 
:軍凶~jI型

03 

04 

05 

06 

2階力、完 さtに o~j裏

回重注

E盆

回盆L

盆Ll|品4Li困位
盆 11 1 血

i本IJ!' 犀栂I~古f"，!' 1 塵!Ji日壊型

回盆主

I Cd6-1....，也

ィデ司 〆 I~制轟fV'

-ロ..ふ
巨d5+I P引dParヘ~勺切v‘a川訂.11'げl'川t

2 ~階皆力音H分 自 )1にこ E底 j~要F 

層破壊ハターン

=υ5以上
(生存空間の損失)

Cd6 

l:;.d.:' I以上の屈が涜i宴

TTd.:' 

Pd戸
田が部分的に涜i哀

汽に1.:'

図-3， 6 木造用被害パターンチャートを用いた建物損傷度の定義(岡田・高井 371によるチャー

トに一部加筆)

ここで.均刷ij江1:ら)1

一トによる分荘類i*結lJ占1ti!県lιミと|い川iドり:.jυω)統 - {被皮古古:認;定<.l止ιtじ~J.l某~i市宇 ) . 11 )とdω)対此応;に-ソノいて分析を行い'夕ダ守メ一ジググ、レ一

|ド〈と被，芹古九紹2辻定.基t準FとωI関瑚係に』ソJいて、 !D4J は 「全壊」に03は [''1'-壊lに対応すると結論ゴ

けている. したがソて，ダメージグレードで定義される建物的似J!fと司人的被存との|剖係や，

被古認定基i¥1:との関係から，建物が保有すべき件能とω対応は以 Fのように仕間づけることが

できる.

05 : 't{i-'/民間の出尖を什2い司 [' ，壬安t丘友Eと士全↑性F

04:被，吉占認認、l辻定i上ι:J某よ去-サ準:において{れ住i主:家が減失した幸も〉のと定義さオれlる. すなわち佳物が保有す
べき 「修能性JがtTiなわれた状態、.

03 :被芹認定基準において住家のtH壊は比だしいが，補修すれば広通りに再使用でき

る程度のもの.すなわち、 「使用性」がmなわれた状態.

3-5 

していなかソたことが明らかにされている.これらの被芹パターンチャートを)甘いることによ

り，建物被'九洞古における被害定義の十Ilj主や調査ffによる判定結果のばらソきの民小化が則刊

でき • fl~ 存ケ;~I1Uの{f~をに \'l閥l したf，-ì頼刊の I古i い建物被芹分類が IIJ能となる. したがソて，本州

究では、被芹パターンチャー卜をベースとした住物的傷度の分類基準を採川する.

ダメージクレード すさ』階建て建物の僚蓄ハ';1-，' 中道1階建て建物の被害ハ';;1-/

00 

01 

02 
:軍凶~jI型

03 

04 

05 

06 

2階力、完 さtに o~j裏

回重注

E盆

回盆L

盆Ll|品4Li困位
盆 11 1 血

i本IJ!' 犀栂I~古f"，!' 1 塵!Ji日壊型

回盆主

I Cd6-1....，也

ィデ司 〆 I~制轟fV'

-ロ..ふ
巨d5+I P引dParヘ~勺切v‘a川訂.11'げl'川t

2 ~階皆力音H分 自 )1にこ E底 j~要F 

層破壊ハターン

=υ5以上
(生存空間の損失)

Cd6 

l:;.d.:' I以上の屈が涜i宴

TTd.:' 

Pd戸
田が部分的に涜i哀

汽に1.:'

図-3， 6 木造用被害パターンチャートを用いた建物損傷度の定義(岡田・高井 371によるチャー

トに一部加筆)

ここで.均刷ij江1:ら)1

一トによる分荘類i*結lJ占1ti!県lιミと|い川iドり:.jυω)統 - {被皮古古:認;定<.l止ιtじ~J.l某~i市宇 ) . 11 )とdω)対此応;に-ソノいて分析を行い'夕ダ守メ一ジググ、レ一

|ド〈と被，芹古九紹2辻定.基t準FとωI関瑚係に』ソJいて、 !D4J は 「全壊」に03は [''1'-壊lに対応すると結論ゴ

けている. したがソて，ダメージグレードで定義される建物的似J!fと司人的被存との|剖係や，

被古認定基i¥1:との関係から，建物が保有すべき件能とω対応は以 Fのように仕間づけることが

できる.

05 : 't{i-'/民間の出尖を什2い司 [' ，壬安t丘友Eと士全↑性F

04:被，吉占認認、l辻定i上ι:J某よ去-サ準:において{れ住i主:家が減失した幸も〉のと定義さオれlる. すなわち佳物が保有す
べき 「修能性JがtTiなわれた状態、.

03 :被芹認定基準において住家のtH壊は比だしいが，補修すれば広通りに再使用でき

る程度のもの.すなわち、 「使用性」がmなわれた状態.

3-5 



!両破壊被存建物の[，iJ定hi去(2) 

具体的には1;，::1-3.7に1'4'，，:>; r1 í における!丙破壊被宍 ill物の l ， íJ í.iニ.を fi -~ た.1'4'，';C BEOBを片lいて噌

ノFすようにこのデータベース|人jω被'市'守点に撮影された 26，075棟の建物にソいて司液状化被害

は確認できなかソたため基本的には， (a) Iir'd 111・，'，';iJ 1二 )7U~1により提案された被宵パターンチャ

およびい)現地聞き取り I洞古による被古

被害パターンチャート
(岡田・高井による(一部加筆)) 

• 
• 

" 

星壁塁
(97f東)

層破壊

(366f東)

星藍星
(651棟)

一卜にJ正ゴく被害分顔、 (b)航ヶ;ffj:j'Lを}jjいた被;与ドIjIh'~ ， 

確ILEの3段階の手法によりIr制度壊ωJ['j~ イ{)!圧を下IJ 別した.

層
破
壊
以
外
の
被
害
建
物

24，888 

棟

西宮 BuiltEllvirOll1l1巴Iltデータベース

(居住者が転居など確認不能)

不明

73棟

層破壊建物の同定方法図-3.7 

被芹'fj:11と被'市パターンチャートによる分額(a) 

1 ;，::ト 3.6 にノlえした被芹パターンチャー卜を J，~に被汚リ11に撮影された建物ω被芹パターン分知

住物ω2階部分が!吋破壊を起こすパターンである Ud5十、Ud5-にソいては.ただいをiiソた.

161-3.6に併せてぷすように Pd5十 Pd5ーを新たに 5没Aした.|人]i'f15 '.1;'空間 ω加失泣から細分~Jj をn い，

!什倣壊のí.i:・義は部分的に|付 (fl~ ~空間が制失したパターンである Pd5 と、 Sd5 (1階illて建物ω内部官

rI\Jの m~たが Jヰしいパターン)を合め，被吉ハターンチャー卜のダメージグレード 05 レベル以上

本研究における肘破壊(05，06)とこの層破壊の物Jlg的破壊現象の側[fiIから定義すると，とした.

それにn~l架構ω般壊が進行して地震水、Ji-}Jが住物に作川して建物の水、|え変形が進民し、は，

生存明Il¥jの損失が乍じるような般壊状態

'II 点 ω撮影角度や距離などの問題で判断が附難な1~j0や ， 撮影時期

3-6 

その結!↓!ーとして，水、I[力抵抗能}Jを失う破壊であり，

ここで，として定義する.

!両破壊被存建物の[，iJ定hi去(2) 

具体的には1;，::1-3.7に1'4'，，:>; r1 í における!丙破壊被宍 ill物の l ， íJ í.iニ.を fi -~ た.1'4'，';C BEOBを片lいて噌

ノFすようにこのデータベース|人jω被'市'守点に撮影された 26，075棟の建物にソいて司液状化被害

は確認できなかソたため基本的には， (a) Iir'd 111・，'，';iJ 1二 )7U~1により提案された被宵パターンチャ

およびい)現地聞き取り I洞古による被古

被害パターンチャート
(岡田・高井による(一部加筆)) 

• 
• 

" 

星壁塁
(97f東)

層破壊

(366f東)

星藍星
(651棟)

一卜にJ正ゴく被害分顔、 (b)航ヶ;ffj:j'Lを}jjいた被;与ドIjIh'~ ， 

確ILEの3段階の手法によりIr制度壊ωJ['j~ イ{)!圧を下IJ 別した.

層
破
壊
以
外
の
被
害
建
物

24，888 

棟

西宮 BuiltEllvirOll1l1巴Iltデータベース

(居住者が転居など確認不能)

不明

73棟

層破壊建物の同定方法図-3.7 

被芹'fj:11と被'市パターンチャートによる分額(a) 

1 ;，::ト 3.6 にノlえした被芹パターンチャー卜を J，~に被汚リ11に撮影された建物ω被芹パターン分知

住物ω2階部分が!吋破壊を起こすパターンである Ud5十、Ud5-にソいては.ただいをiiソた.

161-3.6に併せてぷすように Pd5十 Pd5ーを新たに 5没Aした.|人]i'f15 '.1;'空間 ω加失泣から細分~Jj をn い，

!什倣壊のí.i:・義は部分的に|付 (fl~ ~空間が制失したパターンである Pd5 と、 Sd5 (1階illて建物ω内部官

rI\Jの m~たが Jヰしいパターン)を合め，被吉ハターンチャー卜のダメージグレード 05 レベル以上

本研究における肘破壊(05，06)とこの層破壊の物Jlg的破壊現象の側[fiIから定義すると，とした.

それにn~l架構ω般壊が進行して地震水、Ji-}Jが住物に作川して建物の水、|え変形が進民し、は，

生存明Il¥jの損失が乍じるような般壊状態

'II 点 ω撮影角度や距離などの問題で判断が附難な1~j0や ， 撮影時期

3-6 

その結!↓!ーとして，水、I[力抵抗能}Jを失う破壊であり，

ここで，として定義する.



が本震後 2週間以上経過していたため，既に解体された建物や震災によって瓦磯状態になった

かどうか判断できない建物が存在した.

(b) 航空写真を用いた分類

被害写真で分類で、きなかった建物について，震災直後の 1995年 1月18日"'22日に撮影され，

西宮 BEDBにリンクされている航空写真を用いて層破壊の有無を判断した.しかし，航空写真

では損傷が大きく，瓦礎化した D6レベルの建物は判断可能であったが，他の被害については航

空写真の画像解像度(地上解像度40cml1pixeI)が被害の判別に十分ではなかったため，分類が不

可能な建物が存在した.

(c) 現地聞き取り調査による分類

最終的に，住民に対して被害状態に関する聞き取り調査を行った.調査は，西宮 BEDBと住

宅地図を基に対象建物の住所を特定し，その住所の居住者にパターンチャートからどのような

被害形態であったかを選択してもらう方法で行った.証言の信頼性が低いと判断した建物や，

土地区画整理事業などで街の様相が一変してしまったため，居住者や近隣住民が分からない建

物は不明とした.

3. 1. 3 層破壊建物の被害パターンと空間分布

被害パターン分類の結果，西宮市で写真撮影された建物の内， 1，114棟を層破壊と判定した.

図・3.8に層破壊パターンの詳細を示す.2階建て建物の 1階が層破壊するパターン (Gd5+，Gd5-) 

が最も多く，次に多い全ての層が層破壊するパターン (Cd6+，Gd6-)と合わせると全体の 89.1%

を占めていた.

図・3.9に層破壊建物分布および二学会合同調査結果を旧建設省建築研究所 3.12)がGIS化したデ

ータによる建物全壊率の分布を併せて示す.全体的にはこ学会合同調査による全壊率が高い地

域に分布する傾向がある.また，木造建物は非木造建物に比較して広い範囲に層破壊が分布し

ている.これは，耐震性能の差が一因しているためと考えられる.
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3. 2 表層地盤震動特性を考慮した地震動強さ指標に関する検討

本節では.地震による建物被芹発生の訴因となる外}Jに右円して、表層地震動特性と層破壊

被芹とω関係にソいて検討を行い，建物被存関数構築のための地長iJJ強さ指標を設定する.

3. 2. 1 地震動分布推定データ

本研究では.地震動データとして Kohiyamaet al. 313)が両日 BEDBを用いて地震動分布推定を

行ソた結果を使用して，以降における愉討を行ソた.はじめに，その地長動データの概要を以

1';に記す. Kohiyama et alーは佐藤ら 314)の手法により阿川市南部地域にソいて地長動分布シミュ

レーション解析を行ソている.このシミュレーション解析は断!討の破壊点から観測点までの地

震動の{三倍経路の影響と地盤の用幅特性を考慮するため，長i原断層モデル，深層地盤モデル，

去同地盤モデルを構築して l次元重悔)え射用i諭により地点凶iの地震動のフーリエスペクトルを

求めたものである震源断層モデルは Sekiguchiet al. 3.1刊の断層彼壊過程モデルが採!日されてい

る.こωモデルは，震源域および近地地震記録を用いたマルチタイプウインドウ線形波形イン

パージョンを行うことにより得られ，淡路島{WJから神J1側はそれぞれ 7X7司5X7，7X8の合計

140要素K域で構成されている.深層地盤モデルは阪神地域活断層調育委H会 3.1h)による深度分

布1><1. 断面凶，断面位置|刈から，地震基盤面 i二面[学基盤I而1:IH!までの大|坂屑群ω3回国原

モデルが構築され‘表層地盤モデルは由?;巾から提供された 109地点のボーリングデータに基

づいて作成されている.空間分布は司求められた各ボーリング地点ωフーリ工スペクトルから，

近傍4点による 2次の InverseDistance Weighted (IDW)法により内挿計算されて求められたふω

である.その結果，両宮 BEDBには最大地表加速度 (PGA)，最大地点速度 (PGY)‘スペク

トル強度 (SI)が建物 l棟前枕でリンクされている. 1火1-3.10に 109地点のボーリング位置と推

;占結果ω 牟例として PGYの分布を示す.
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図-3.10 ボーリング位置と最大地表速度 (PGV)の分布
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本節では.地震による建物被芹発生の訴因となる外}Jに右円して、表層地震動特性と層破壊

被芹とω関係にソいて検討を行い，建物被存関数構築のための地長iJJ強さ指標を設定する.

3. 2. 1 地震動分布推定データ

本研究では.地震動データとして Kohiyamaet al. 313)が両日 BEDBを用いて地震動分布推定を

行ソた結果を使用して，以降における愉討を行ソた.はじめに，その地長動データの概要を以

1';に記す. Kohiyama et alーは佐藤ら 314)の手法により阿川市南部地域にソいて地長動分布シミュ

レーション解析を行ソている.このシミュレーション解析は断!討の破壊点から観測点までの地

震動の{三倍経路の影響と地盤の用幅特性を考慮するため，長i原断層モデル，深層地盤モデル，

去同地盤モデルを構築して l次元重悔)え射用i諭により地点凶iの地震動のフーリエスペクトルを

求めたものである震源断層モデルは Sekiguchiet al. 3.1刊の断層彼壊過程モデルが採!日されてい

る.こωモデルは，震源域および近地地震記録を用いたマルチタイプウインドウ線形波形イン

パージョンを行うことにより得られ，淡路島{WJから神J1側はそれぞれ 7X7司5X7，7X8の合計

140要素K域で構成されている.深層地盤モデルは阪神地域活断層調育委H会 3.1h)による深度分

布1><1. 断面凶，断面位置|刈から，地震基盤面 i二面[学基盤I而1:IH!までの大|坂屑群ω3回国原

モデルが構築され‘表層地盤モデルは由?;巾から提供された 109地点のボーリングデータに基

づいて作成されている.空間分布は司求められた各ボーリング地点ωフーリ工スペクトルから，

近傍4点による 2次の InverseDistance Weighted (IDW)法により内挿計算されて求められたふω

である.その結果，両宮 BEDBには最大地表加速度 (PGA)，最大地点速度 (PGY)‘スペク

トル強度 (SI)が建物 l棟前枕でリンクされている. 1火1-3.10に 109地点のボーリング位置と推

;占結果ω 牟例として PGYの分布を示す.
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3. 2. 2 データセットの構築

検討にあたり，層破壊被害分析を行うためのデータセットを構築した.ここで，前節におい

て被害写真を用いて層破壊を同定した結果，西宮市における層破壊建物の 97%は木造建物であ

った.そこで，以降において木造建物の層破壊発生要因の分析を行うためにデータセットは木

造建物を対象とした.構築の流れを図・3.11に示す.西宮BEDBには 96，176棟の建物(ポリゴン

枠)が備わっている.まず，この建物に地震動データを空間結合によりリンクさせた.地震動

分布の解析は西宮市南部を対象に行ったものであり， 109点ボーリングポイントについての応答

スペクトルシミュレーション結果から地震動強さを求め，内挿計算を行い評価されたものであ

る.したがって，図-3.12に示すように解析結果の信頼性が高いと考えられるボーリングポイン

トで固まれる範囲を分析対象エリアとして設定した.

対象エリア内の建物数は西宮BEDB全体の約8割にあたる 75，240棟である.この建物に属性

情報をリンクさせ，属性情報をもとに木造建物を選別し，その結果 32，825棟を分析対象建物と

して設定した.ここで，西宮市から提供された建物属性データはポイントデータで作成されて

おり，建物ポリゴン(家枠)との位置関係から，ポリゴン内に含まれるポイントをその建物の

属性としてリンクした.その結果，位置関係によってはリンクが不可能であった建物が存在し

ている.属性情報のリンクは無作為に行われており，これらのデータを分析することで対象エ

リア内の木造建物全体の傾向を把握することが可能と考えている.さらに，これらのデータか

ら写真データを持つ建物データ 11，908棟をサンプルデータとして抽出した.ただし，写真は無

意識のうちに被害が大きい建物や角地に建設されている撮影しやすい建物，あるいは建物の形

状に特徴があるような写り映えの良い建物を撮影している可能性があり，サンプルデータが偏

って抽出されていないかどうかをχ2乗検定により確かめている.表・3.1に分析対象建物32，825

棟の建物種類と階数，構造との内訳を示す.また，表-3.2にサンプルとして抽出したデータ 11，908

棟のクロス集計を示す.ここで，西宮BEDBでは建物種類は26種類に分類されているが，表・3.3

に示すように建築年数や建物規模，被害率を考慮して， 1)一戸建住宅， 2)共同住宅， 3)長屋建住

宅， 4)農家住宅， 5)商工業施設， 6)その他の 6グループに統合した.
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図-3.11 データセット構築の流れ 図-3.12 分析対象エリア

表-3.1 分析対象建物の建物種類と階数，構造の内訳

種類
一戸建住宅 共同住宅 長屋建住宅 農家住宅 商工業施設 その他 総計

階数 構造(屋根穫)
在来(瓦屋根) 2089 35 68 76 10 20 2298 

l階建
在来(瓦以外) 205 2 48 149 406 
プレハブ 5 。 。 。 。 6 
小宮十 2299 36 69 78 59 169 2710 
在来(瓦屋根) 21777 1498 251 70 72 36 23704 

2階建
在来(五以外) 4135 230 55 。 86 101 4607 
プレハブ 467 27 2 。 。 。 496 
小計 26379 1755 308 70 158 137 28807 
在来(五屋根) 600 6 2 。 3 。 611 

3階建以上
在来(瓦以外) 627 5 。 5 2 640 
プレハブ 57 。 。 。 。 。 57 
小計 1284 11 3 。 8 2 1308 
総計 29962 1802 380 148 225 308 32825 

表-3.2 抽出建物の建物種類と階数，構造の内訳

種類
戸建住宅 共同住宅 長屋建住宅 農家住宅 商工業施設 その他 総計

階数 構造(屋根種)
在来(瓦屋根) 719 14 36 41 5 7 822 

1階建
在来(]i以外) 60 。 O 13 46 120 
プレハブ. 。 O O 。 。
小計 780 14 37 41 18 53 943 
在来(1i屋根) 7886 667 115 39 39 11 8757 

2階建
在来(五以外) 1375 106 27 。 34 40 1582 
プレハブ 154 8 2 。 O O 164 

小言十 9415 781 144 39 73 51 10503 
在来(五屋根) 213 4 O O 3 。 220 

3階建以上
在来(1i以外) 213 3 O O 218 
プレハブ. 24 O 。 。 。 。 24 
小計 450 7 。 。 4 462 
総計 10645 802 181 80 95 105 11908 
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表-3.3 分析対象エリアの建物種類別の平均的な属性

平均
建物規模

西宮市擢
建物築年数 災調査

グループ名 種類
数 平均平均建築平均面 全壊率(弘)(年)

階数面積Cm2) 積比※

一一戸戸建建専併用用住住宅宅
28555 25.5 2.0 69.5 1.8 30.9 

一戸建住宅 1407 31.6 2.0 88.0 1.8 34.0 
グループ全体 29962 25.8 2.0 70.4 1.8 31.1 

7共1¥同.ー専ト・用寄住宿宅舎
1500 25.5 2.0 138.9 1.9 47.7 

共同住宅 302 32.9 2.0 195.9 1.9 58.3 
グループ全体 1802 26.7 2.0 148.5 1.9 49.4 

|長長屋屋建建専併用用住住宅宅
250 43.9 1.7 140.0 1.6 51.2 

長屋建住宅 130 28.5 2.0 151.9 1.9 31.5 
|グループ全体 380 38.6 1.8 144.0 1.7 44.5 

農家住宅
|農家住宅 148 66.8 1.5 213.9 1.2 78.4 
|グループ全体 148 66.8 1.5 213.9 1.2 78.4 

l事E舗務所百・貨銀行庖
88 33.0 1.7 100.2 1.6 33.0 
63 21.2 1.9 96.2 1.9 15.9 

その他用工場 32 45.2 1.5 673.9 1.3 37.5 
旅館・料亭 16 40.3 2.1 158.1 2.3 37.5 

商工業施設 浴場 15 45.2 1.9 283.2 1.4 46.7 
病院 8 16.5 1.6 110.9 1.6 0.0 
劇場・映画館 2 42.0 2.0 203.5 1.2 0.0 
ホテル・簡易旅館 38.0 2.0 98.0 1.9 100.0 
グループ全体 225 32.3 1.8 198.3 1.7 28.9 
その他 150 38.7 1.5 268.2 1.4 4.0 
その他用倉庫 104 26.7 1.5 172.3 1.4 17.3 
その他用付属屋 2 20.0 1.5 63.0 1.4 。。
一般住宅用付属屋 20 46.6 1.4 106.6 1.4 50.0 

その他(寺 一般住宅用土蔵 83.0 2.0 15.0 2.0 0.0 
社，付属屋. 農家用倉庫 12 20.4 1.4 115.2 1.3 0.0 
倉庫，土蔵.農家用付属屋 10 40.5 1.2 161.9 1.1 60.0 
温室) 農地上家屋農業用倉庫 6 26.8 1.0 32.7 1.0 0.0 

簡易付属屋 30.0 1.0 6.0 1.0 0.0 
農家用土蔵 74.0 2.0 94.0 1.3 0.0 
農地上家屋温室 24.0 1.0 1470.0 1.0 0.0 
|グループ全体 308 34.3 1.5 211.6 1.4 13.0 
全体 32825 26.3 2.0 78.4 1.8 32.3 

※面積比:延床面積/建築面積

表・3.1，表-3.2を元に行ったχ2乗検定の結果， χ2乗値は0.01であり，自由度40の有意水準

5%における χ2乗値は 55.8であることから，抽出データは分析対象の全建物と同じ傾向を持つ

ことが確認された.さらに同様の検定を建築年と被害の関係に基づ、いて行った.表-3.4に分析対

象の全建物のクロス集計を，表-3.5に抽出データのクロス集計を示す. χ2乗値は 0.01であり，

自由度 12の有意水準 5%のχ2乗値は 21.0であることから，同様に同じ傾向を持つことが確認

された.抽出されたデータの概要を表-3.6に示す.抽出された建物の約 9割は一戸建住宅である.

平均築年数をみると，農家住宅は 68.2年であり，他の建物用途に比較して古い.また，建物規

模を比較すると，農家住宅は建築面積が広い平屋建ての住宅が多く，一戸建住宅，共同住宅，

商業住宅は平均階数および平均面積比から 2階の床面積が 1階と同定度を有する総 2階建ての

建物が多いことがわかる.被害については，西宮市による羅災調査結果に基づく全壊率が高い

のは農家住宅，共同住宅の順であった.
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表-3.3 分析対象エリアの建物種類別の平均的な属性

平均
建物規模
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建物築年数 災調査
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数 平均平均建築平均面 全壊率(弘)(年)
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7共1¥同.ー専ト・用寄住宿宅舎
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表-3.4 分析対象建物の被害(擢災調査)と建築年の内訳

長¥¥竺竺 ......1951 1952......61 1962......71 1972......81 1982......94 総計
全壊 2323 1738 3406 2614 513 10594 

西宮市擢災 半壊 761 1100 2522 3192 1344 8919 
調査結果 一部損壊 725 1065 2680 4691 3967 13128 

その他 52 52 40 25 15 184 
総計 3861 3955 8648 10522 5839 32825 

表-3.5 抽出建物の被害(擢災調査)と建築年の内訳

長¥¥竺竺 ......1951 1952......61 1962......71 1972......81 1982......94 総計
全壊 999 720 1410 1059 159 4347 

西宮市曜災 半壊 288 395 902 1180 476 3241 
調査結果 一部損壊 248 393 857 1379 1380 4257 

その他 13 19 17 9 5 63 
総計 1548 1527 3186 3627 2020 11908 

表-3.6 抽出建物データの概要

平均
建物規模

西宮市擢

グループ名 建物数
築年数 災調査

平均階平均建築平均面 全壊率(%)(年)
数 面積(m2) 積比

一戸建住宅 10645 26.6 2.0 71.6 1.8 35.0 
共同住宅 802 26.9 2.0 158.0 1.9 53.9 
長屋建住宅 181 37.6 1.8 159.9 1.7 41.4 
農家住宅 80 68.2 1.5 216.7 1.2 83.8 
商工業施設 95 33.8 1.9 188.6 1.8 32.6 
その他 105 35.3 1.5 291.7 1.4 12.4 
全体 11908 27.2 2.0 82.6 1.8 36.5 
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3.2. 3 層破壊被害と地震動強さ指標の関係

被害関数を構築する際の地震動強さの指標として， PGA， PGV， SIなどが用いられている.

そこで，層破壊被害がそれらの指標とどのような関係にあるかを明らかにするために検討を行

った.図-3.13に(a)PGA， (b) PGV， (c) SIの分布と層破壊が発生した建物の分布を示す.なお，

SIは減衰率 5%の速度応答スペクトルを周期 0.1"'2.5秒で積分して求めたものである.図・3.13

を比較すると，層破壊は PGVおよび SIの大きい地域で多く発生している.一方， PGAは北部

の山間地で大きくなっているが，層破壊が多く発生した地域は異なっている.さらに，詳細に

各指標と層破壊発生の関係を分析するために，データセットとして抽出した木造建物 11，908棟

のうち，層破壊の有無が不明を除く 11，890棟を対象として地震動強さ指標と層破壊率との対応

を検討した.図・3.14に各地震動強さ指標一層破壊率関係を示す.表・3.7に各階級の建物棟数，

地震動強さの値範囲，平均値および層破壊パターンの詳細を示すように，各階級に含まれる建

物棟数は各階級の重みを等しくするために，原則として同数とした.また，各階級を代表する

それぞれの指標値は，階級に含まれる建物の平均値で表し，層破壊率は各階級に属する層破壊

建物数を建物総数で除して算定している.ここで，各指標における階級数(プロット数)は，

建物棟数を同数としたために，階級の代表値である地震動強さの平均値は等間隔ではない.本

研究では， PGVの平均値の間隔が， 5'" 10cm/sとなるように階級数を 10点に設定し， PGAおよ

びSIと相互で比較するため， PGA， SIについても同条件の 10点に統ーした.結果として，各階

級の建物棟数は原則として 1，200棟となっている.

図・3.14の相関係数を比較すると PGVおよびSIと層破壊率は良好な関係が得られ，これらの

指標により層破壊発生の評価が可能と思われる.
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表-3.7 地震動強さ指標と木造建物の層破壊被害の詳細

階級No 建物
直犯閤

平均値
2階:'層~~ パヲン敏 1階建lt憾環ハ ン数

複数 畏ハ何|最大値 Cd6+ I Cd6-I Gd5+ Gd5- Ud5-I Ud5+ I Pd5+ I Pd5- Cd6+ Cd6- 5d5 

1200 272.2 375.9 336.4 。。。。 。 。 。
2 1200 376.0 448.6 418.7 2 3 。。。。 。 。 。
3 1200 448.6 460.3 453.5 4 14 9 5 3 3 。。 2 2 
4 1200 460.3 534.5 493.8 14 21 39 41 4 2 2 。 2 4 3 

PGA (cm/s') 
5 1200 534.7 627.3 583.0 4 11 18 22 2 。 。 2 2 
6 1200 627.4 682.6 656.1 10 7 36 23 3 3 。 4 5 2 
7 1200 682.6 724.5 703.2 8 11 23 22 。。。 4 5 
8 1200 724.5 758.9 742.1 3 3 9 8 2 4 。 。 。
9 1200 758.9 831.1 790.0 5 18 23 19 5 2 3 。 2 
10 1090 831.1 1312.1 915.1 9 22 16 15 6 2 。 4 
1200 47.9 57.4 53.2 3 2 。。。。 。 。 。

2 1200 57.4 62.8 59.5 。。。。 。 。 。
3 1200 62.8 67.7 65.9 3 9 B 5 3 3 。 2 
4 1200 67.7 71.1 69.2 6 6 15 8 。。。。 。 2 

PGV (cm/s) 5 1200 
71.1 76.0 73.7 6 15 24 40 2 。 2 2 

6 1200 76.0 85.2 79.5 11 18 29 19 4 4 5 。 3 3 2 
7 1200 85.2 89.0 87.3 5 16 18 20 3 3 2 。 。 2 2 
8 1200 89.0 91.9 90.2 8 10 34 17 。 。 3 3 5 
9 1200 91.9 96.4 94.3 7 B 19 21 6 2 。 6 2 
10 1090 96.4 107.1 100.2 11 24 28 24 3 4 2 。 5 。
1200 194.2 240.1 225.2 2 。。。。 。 。 。

2 1200 240.2 250.4 245.0 3 5 6 。。。。 。 。 。
3 1200 250.4 266.3 256.9 3 5 4 。 。 。
4 1200 266.3 279.9 273.4 9 15 13 8 4 3 。。 2 2 

51 (cm) 5 1200 279.9 299.1 287.3 9 10 29 25 3 2 4 。 。 3 3 
6 1200 299.1 317.4 309.6 6 22 26 32 。 2 2 。 2 3 3 
7 1200 317.4 325.9 322.4 5 10 30 20 2 4 3 。 2 2 
8 1200 325.9 351.4 339.0 11 17 11 3 。。
9 1200 351.4 368.8 360.7 10 7 27 20 4 2 2 。 2 4 5 
10 1090 368.8 392.9 377.0 14 26 28 29 4 4 。 6 4 。

3. 2. 4 地震動周期の影響

建物および地震動の同期特性を号慮することにより層破壊発生の推定精度の向上が期待でき

る.そこで，表層地盤の地震動の周期特性が層破壊発生に与えた影響をみるために， Slの同期

併を短同期から長周期に分けて算定したスベク トル強度との対応にソいて検討を行った.同期

市は3穐煩とし司 Slsは0.1"'0.3秒， SlMは0.3""-'1.0秒， Sllは 1.0'"2.5秒を積分範聞とした.そ

れぞれの減数定数は5%である.[~1-3.15 に周期帯別のスベク トル強度と層破壊率の関係を示す.

各凶の階級数および階級に合まれる建物棟数は前述どおり である.相関係数で比較すると，1.0 

"'2.5秒の問期帯との対応が最も良しに ゾIj，0.1 ""-'0.3秒の知周期帯の相関係数は小さく， 今1111

の検討では層破壊発性への寄与が少ないことがぶされた.
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表-3.7 地震動強さ指標と木造建物の層破壊被害の詳細
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境ら 3.17)は，地震動の破壊力指標と建物被害率との関係を検討し，建物の塑性化による周期

の伸びを考慮した等価周期帯域におけるパワーを持った地震動の影響が建物被害に対して大き

いことを示している.その等価周期帯は1.2---1.5秒と指摘しており，今回の結果はその境らの

結果と整合している.これより，層破壊の発生過程は，一瞬の衝撃力による部材の破壊という

よりも，他の「全壊・半壊」といった破壊の延長上にあり，建物の変形が進展した結果として，

多くの木造建物が層破壊に達したと考えられる.

村上ら 3.18)，3.19)は層破壊発生機構に関して，層破壊と建築年代，規模，屋根種別との関係を明

らかにし，さらに倒壊限界必要壁率，倒壊限界変形角，必要終局せん断係数に関する検討を行

っている.その結果，兵庫県南部地震における倒壊は，入力地震波の大振幅の第1波もしくは

第2波で大きく変形したことにより発生したと推察しており，その倒壊限界変形角を1/10---1/7.5 

rad.と指摘している.したがって，木造建物の層破壊を防止するためには，このような限界変形

を設定し，その変形までは，層破壊を発生させない，その変形を超えるような変形は起こさせ

ないといった考え方が重要である.

これまでの検討結果より， PGA， PGV， SIと木造建物の層破壊被害発生率との相関分析から，

PGAに比較してPGV.SIは相関が高いことが明らかになった.さらに SIについては周期帯を考

慮することにより，層破壊被害との相関が高くなった.したがって，層破壊被害との相関が高

い周期帯を考慮した SIを用いることにより地震被害予測精度の向上が期待できる.しかし， SI 

を求めるためには，煩雑な地震動解析を必要し，また，周期帯を考慮する際に，どの周期帯が

最も被害に影響を与え，その周期帯は建物の属性や被害程度にかかわらず，一定であるかどう

かについて，今後の検討を必要とする.一方，速度はSIに比較して簡便な手法で推定すること

が可能で，本研究においては，被害関数を構築するにあたり，その地震動強さ指標として PGV

を採用することとする.

3-17 

境ら 3.17)は，地震動の破壊力指標と建物被害率との関係を検討し，建物の塑性化による周期

の伸びを考慮した等価周期帯域におけるパワーを持った地震動の影響が建物被害に対して大き

いことを示している.その等価周期帯は1.2---1.5秒と指摘しており，今回の結果はその境らの

結果と整合している.これより，層破壊の発生過程は，一瞬の衝撃力による部材の破壊という

よりも，他の「全壊・半壊」といった破壊の延長上にあり，建物の変形が進展した結果として，

多くの木造建物が層破壊に達したと考えられる.

村上ら 3.18)，3.19)は層破壊発生機構に関して，層破壊と建築年代，規模，屋根種別との関係を明

らかにし，さらに倒壊限界必要壁率，倒壊限界変形角，必要終局せん断係数に関する検討を行

っている.その結果，兵庫県南部地震における倒壊は，入力地震波の大振幅の第1波もしくは

第2波で大きく変形したことにより発生したと推察しており，その倒壊限界変形角を1/10---1/7.5 

rad.と指摘している.したがって，木造建物の層破壊を防止するためには，このような限界変形

を設定し，その変形までは，層破壊を発生させない，その変形を超えるような変形は起こさせ

ないといった考え方が重要である.

これまでの検討結果より， PGA， PGV， SIと木造建物の層破壊被害発生率との相関分析から，

PGAに比較してPGV.SIは相関が高いことが明らかになった.さらに SIについては周期帯を考

慮することにより，層破壊被害との相関が高くなった.したがって，層破壊被害との相関が高

い周期帯を考慮した SIを用いることにより地震被害予測精度の向上が期待できる.しかし， SI 

を求めるためには，煩雑な地震動解析を必要し，また，周期帯を考慮する際に，どの周期帯が

最も被害に影響を与え，その周期帯は建物の属性や被害程度にかかわらず，一定であるかどう

かについて，今後の検討を必要とする.一方，速度はSIに比較して簡便な手法で推定すること

が可能で，本研究においては，被害関数を構築するにあたり，その地震動強さ指標として PGV

を採用することとする.

3-17 



3.3 木造建物の総合的な耐震性能評価指標としての建築年区分の設定

簡便に利用することが可能な被害関数を構築するためには，建物の耐震性を考慮した被害関

数を作成することが有効である.木造建物の場合には，壁最や耐震診断結果など，直接的に耐

震性を評価した指標を月lいることが理惣であるが，建物内部の詳細調査が必要であり，とくに

層破壊を対象とした場合，実際に層破壊した建物のこのような指標データを卜分に得ることは

困難である.そこで，本節では， 1 )自治体が保有している建築年や屋根種類などの建物情報と

層破壊被書との関係にコいて分析を行い，2)被害関数を構築するための建築年代区分にソいて

検討を行う.また，それらの結果と前節の地震動データを加えて，どのような要閃が層般壊発

生にどの限度寄与していたのかを検討するため， 3)数註化E類をHlいた影響度評価を行う.

3. 3. 1 建物属性が層破壊被害に及ぼす影響

( 1 ) 建築年と層倣壊被存

建築年は建物被害の大きさと相関があることが知られており司 ー両立に建築年が市い建物ほど

被害率が高い.層破壊被芹にソいても同様の傾向が見られるかどうかを確認するために検討を

行った.検討に使用したデータは，前節で構築したデータセットを肘いている 1><1・3.16に建築

年と肘破壊率の関係をぷす. J再岐接被告'においても建築年が古いほと:Jt1破壊率が高くなる傾向

がある.ここで，建築年次ごとの建物棟数のばらコきにより.同破壊率が 1{I~毎ごとに大きく

変動することを抑えるため，建築年の前後 2年を合めた 5年平均から移動平均線を求めた.図

・3.16に併せて示す.図・3.16より，崩破壊本は， 1960年くらいから緩やかに低下している.
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牧，林 3.20)は西宮市を対象として，建築年と被害の関係を建築法規の有効性の観点から分析し，

木造建物の場合，全壊率が大きく減少するのは 1962年， 1970年， 1980年であり， 1959年， 1971 

年， 1981年の建築法規改正の影響は少なく，被害率は緩やかに低下することを明らかにしてお

り，この傾向と一致している.一方， 1940年から 1960年までは層破壊率はあまり大きくならず，

むしろ新しい年次よりも小さい場合がみられる.この傾向は，山口，山崎 32J) による西宮市の

自治体調査結果をもとにした被害率の分析結果と整合している.この要因として，図・3.l6に建

築棟数，屋根の瓦の使用率，2階建て以上の建物が占める割合の推移を併せて示しているが，こ

の 1940年から 1960年は戦中，戦後期であり，建設された建物数が少なく，屋根の瓦使用率が

下がり， 2階建て建物の建設が減って相対的に平屋建ての建物が増えるなど特殊な建築事情であ

った時期であり，その影響が考えられる.このように建築年以外の属性が層破壊の発生に影響

した可能性があり，この観点からの検討を次に行う.

(2) 建物種類，屋根種類，階数の影響

建物の各種属性と層破壊率の関係を建物種類ごとにまとめた結果を表-3.8に示す.ただし，こ

こでは構造耐力に影響する壁量等についてはデータがないため評価せずに，主として建物の外

観から判断可能な屋根種や建築規模などの指標について検討を行った.表・3.8をみるとプレハブ

造の建物には層破壊が発生していない.また， 3階以上の建物についても，発生件数が2件と少

ないため，以降の分析では2階以下の在来工法について，層破壊率との関係を検討する.図・3.17

に建物種類，屋根の種類，階数別の層破壊率の関係を示す.瓦屋根と瓦以外の屋根を比較する

と「その他Jの建物を除いて全ての建物種類で瓦屋根の方が層破壊率は高くなっている.また，

階数を比較すると，瓦屋根については農家住宅を除いて， 2階建ての方が層破壊率が高い.瓦以

外の屋根についても一戸建住宅以外は2階建ての方が高い.

表-3.8 構造(屋根種類)，階数，建物種類別の層破壊率

種類 一戸建住宅 共同住宅 長住屋宅建 農家住宅 商工業施設 その他 総計

階数構造(屋根種) 9も (棟) % (棟) 早も (棟) 9也 (棟) % (棟) % (棟) % (棟)

在来(][屋根) 4.0 (29) 7.1 (1) 0.0 (0) 25.6 (10) 0.0 (0) 0.0 (0) 4.9 (40) 

在来(][以外) 1.7 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 4.3 (2) 2.5 (3) 

プレハブ 0.0 (0) 0.0 (0) 

小計 3.9 (30) 7.1 (1) 0.0 (0) 25.8 (10) 0.0 (0)_ 3.8 (2) 4.8 (43) 
在来(][屋根) 5.1 (399) 14.7 (97) 7.0 (8) 23.1 (9) 17.9 (7) 0.0 (0) 5.9 (520) 

2 在来(五以外) 0.7 
(9) 11.3 (12) 0.0 (0) 2.9 (1) 12.5 (5) 1.7 (27) 

プレハブ 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 
小計 4.3 (.制) 14.0 (109) 5.8 (8) 23.1 (9) 11.0 (8) 9.8 (5) 5.2 (547) 
在来(五屋根) 0.9 (2) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.9 (2) 

3以上 在来(五以外) 0.0 
(0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 

プレハブ 0.0 (0) 0.0 (0) 
iJ'Jt 0.4 w 0.0 (ω (0) (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.4 (2) 
総計 4.1 (440) 13.8 (110) 4.4 (8) 24.4 (19) 8.4 (8) 6.7 (7) 5.0 (592) 

※箔孤肉の数字l孟肩頭要諌数を示している
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図-3.17について，木造建物全体の建物種類と層破壊率との関係をみると，農家住宅の層破壊

この要因として， 前掲の表-3.3をみると，農家住宅は建築年が占く，犀恨に瓦を率が最も高い.

次いで層破壊率が高い建物種類は共同住宅で使用する割合が高いことによるものと思われる.

平均築年数は共同住宅の方が新しいが，ある.共同住宅と長屋建住宅を表-3.6より比較すると，

層破壊率は長屋建住宅の 2倍以上となコている.表-3.6の平均建築面積はほぼ等しいが平均延床

層岐壊の発面積および平均面積比(延床面積の建築面積に対する比)は長屋建の方が小さく，
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生に建物規模の影響が考えられる.
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形状の影梓建物)話+IE，(3) 

|ヌ1-3.19にそれぞれω|火1-3.18，共同住宅とKJ長住住宅の建物規模および形状を比較するため噌

多くの場f什共同住宅とRhi.i!!住吉の違いにコいて，ここで司建築面積と面砧比の関係をノドす.

作|ポ|由|が数伽lの部分に|ポ|由Iされ、構造仁共同部分を除き、ー棟の建物が、)モIr:i]住吉とはは.

構共同部分を除き、長陸連住宅とは十束の建物が、それぞれ独¥'，:して作肘に供されるit宅で，

各区闘がそれぞれ独立して{七日に供されるjJj t~. 、水、Fh 向に連続する数個の部分に[~王両され、

Jt [Ji] fi:宅はl師積比が小さいもl当-3.19を比較すると|両者の傾向は異なり.凶-3.18、住吉である.

総 2階建てにjfrい形状をしているものがI面積比 1.6'"2.2の範凶に集Ijlしており、のが少なく，

11梢に対して周ゾ)，長原住住宅は面砧比が小さいもωを多く合んでおり，

十日が小さい 21軒が建てられるといッた形状が多い特徴をイIしている.
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|ヰ3.20に建築面積と肘般壊率の関係および|災1-3.21に面積比と層破壊率との関係をぷす.建築

とくに一戸建住宅および共同住宅にお面積が大きくなると層破壊本も大きくなる傾向があり，

長屋建住宅の全てに共同住宅，ー戸建住宅，l市積比にコいては，いてその傾向は顕持である.

l階の約半分程度の規模の 2階がこれは，1.4'" 1.6で層破壊率が最も尚くなっている.ついて，

つまり， 2階の建設場所によっては建物に偏心が生じたり ，間取設置されるような形状である.

半面的な構造A画の不備が建物の耐震性"i:面的，りによっては通し柱が使えなかったりなど，

層破壊率が高くなっているものと推察その結果として，能に影響を与えているnS能性があり.

こHは2階共同住宅は面積比1.8'"'-'2.2においても層破壊率が高くなソている.また，さ ~ l る.

のボリュームが大きいこと，および共同住宅の場合，各階の各ドに出入り IJや窓を設けるなど，

特に問IJ側の樫量が少なくなることの相乗効果により層破壊率が高くなソた可能性がある.写

写真-3.2に典明的な共同住宅と長屋建て住宅の被告写真を示す.真-3.I. 

共同住宅は建築面積が大きく且つ面積比が1.8'"2.2の範聞において.建物

長岸till住宅よりも全体の屑倣壊さ容が高くなッたものと思われる.
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図-3.20 
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建物ID 66712 
建物種類 共同専用住宅

70.4 
1963 
230 
457 
1.99 

写真一3.1 共同住宅の被害写真(総 2階建て)

建物ID 80462 
建物種類 長屋建専用住宅

PGV [cm!s] 70.4 
建築年 1941 
|建築面積rm'l 150 
|延床面積[m'J 253 
面積比 1.69 

写真一3.2 長屋建住宅の被害写真 (2階が1階より小さい)
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建物属性が層破壊の被害形態に与える影響(4) 

図・3.22(a)'"'-'(c)に」戸建住宅について層破壊建物の詳細な被害形態毎の建築面積と面積比の関

係を示す.1階層破壊型(Gd5+，Gd5一)の建物は建築面積が広く，面積比も大きい傾向がある.
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3. 3. 2 建築年代区分の設定

(1) 層破壊被害と建物属性の関係

汎用的な被害関数を構築するためには，建物の耐震性を適当にグループ化し，耐震性を考慮

した被害関数を作成することが有効である.前節において行った分析から，自治体が保有して

いる建物情報と層破壊被害との関係について，以下の結論を得た.

1)建築年が古いほど層破壊率が高くなる傾向がある.

2)屋根に瓦を使用している方が瓦以外を使用している場合よりも層破壊率が高くなる傾向が

ある.

3) 2階建て建物の方が 1階建てより層破壊率が高くなる傾向がある.

4)建築面積が大きくなると層破壊率が高くなる傾向がある.

5)共同住宅，農家住宅の層破壊率が一戸建住宅，長屋建住宅，商工業施設，その他の住宅(寺

社，付属屋，倉庫など)に比較して高い.

6)建物の形状が層破壊発生要因の一因となっている.

7) 2階建て一戸建住宅について，建物の属性が l階層破壊型， 2階層破壊型，全体破壊型のよ

うに，層破壊の被害状態に影響を与えている.

以上の結果の中で，建築年数は層破壊の発生に顕著に影響を与えており，耐震性を表す総合

的な指標として用いることができると考えられる.以下では被害関数を構築するにあたり，適

当な建築年代区分を設定するため，建築年数と層破壊被害の関係を考察する.

(2) 住宅の変容を考慮した建築年代区分の設定

既に述べたように，建築年と被害の関係について，木造建物の場合，建築法規改正の影響は

少ないことが牧，林 3.20)により指摘されている.したがって，建築年代の区分を行う場合，建築

法規以外も考える必要がある.

鈴木 3.22)は，住宅の変容要因を 1)外からの影響(社会的状況の変化，技術の発達，外来文化と

の接触)， 2)内からの要求(家族形態の変化，住要求・住意識の変化)， 3)計画の力(法的規制

などの人為的な変革)の 3種に分類し，第二次大戦後の住宅変容過程を次の 3期に時代区分し

ている.

1) 戦後復興期(1945"'1955年)

2) 高度成長期(1955'"1973年)

3) 低成長期 (1973年"')

したがって建築年代区分を考える場合，基本的には上記の区分に従い，建築法規の改正は，

耐震性に関する住宅の変容を左右する要因として捉えることにした.図-3.23に建築年と層破壊

率の関係に建築法規の改正年，および鈴木 3.22)による住宅時代区分を重ねて示す.
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※1層破壊率=層破猿建物数/(各カテゴリー内の全建物数ー不明数)

※2 建物様数比最大値である1976年の建物練数を100としそれに対する比をとったもの
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建築法規改正の変遷と木造構造規定に関する主な改正項目

--常詐千二l三官ヂサ靖子I門前)同IfI'i""i
-筋違，仕口の規定 ・必要軸組量の強化 ・基縫の強化 ・必要軸組量の強化 ・中問機査の

-柱の小経の強化 ・継手仕ロのボル ・基礎の強化 導入

ト座金の使用規定

住宅の時代区分と主な社会動向(鈴木3，22)によるものに加筆)

戦前・戦中期
(-1945) 

ー地峡社会ー身分・階層

に応じた住宅
-洋風住宅の伝箔

第2次大戦 『もはや戦後皇太子機東京 大阪万1専 ハウス55プロジェクト
終結 ではない」 ご成婚オリンピック オイルショック

マ ママママママ
戦後復興期 E 高度成長期 低成長期
(1945-55) I (1955-73) u (1973-) 

-都市住居の大量滅失

.公共住宅の発足

・小住宅の建設

ーアメリカの影響

-人口の都市集中

・消費の徳大

・住宅の大量供給

ー大団地・ニューヲウンの建設
.画一化・定型化

-個別性の尊重

・伝統性・地岐性・個別性への指向

多機化

低層集合住宅への関心

・新しい住まいづくりの侵案

図-3.23 住宅変容過程と層破壊率の関係

ここで.建築イl:f\l~分は基本的には細かい )jが良いが，細かすぎると使 JIJ I(IIで煩雑となる.

主た.被宍|刻数を統計的に構築する11J什， 卜分な建物株数が必要となるため.細分化は.fJl'kで

はな~ l. -}j、|メ;分解像度が最も必法な時期として， 1955 "j>....1973年の111';j}主成長期がある.こ

υ)時期はヤ前ω住I没ブームにあたり， 住宅の質も分散が大きく，その結果として住宅の不良ス

トックが多い.そこで.このP.'t期の代ぷ的な社会変動を)!j'I，益して.以卜のような制区分を本側
究では提案する.

1) 1印度成長期IIIi問1(1955"'-'1960"1二) : 1959 年の tAよ f ご IJ~姉により，テレビが爆発的に汗及

いそれまでのマスメディアの役;刊を大きく変件'させた.テレビω汗此によッて全|り的に

l由J -化された 1'if 報提供が促進さ~1. fi:宅に対する，ι識にも大きな影響を lJ-えたと推視11され
る.

2) r\'~ 度成長期1\ 1 問1 (1961 "'-' 1964年同家プロジェク卜としての 1964"j:の東京オリンヒッ

ク開催は司技がII~の都市基盤fi切iiJ を大きく促進させ，住設ラッシュを中んだ.

3)尚度成長期後期1(1965"'-' 1971 {I二オイルショ ック によッて低成長則へと移行するまでの

R¥l，関l珂凶での 1970作の大阪)j11i.1博覧会の開催.をはじめ司経済成長の;iE枠が全凶に拡大し

ていソたとJ5・える.
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2) r\'~ 度成長期1\ 1 問1 (1961 "'-' 1964年同家プロジェク卜としての 1964"j:の東京オリンヒッ
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以上のような高度成長期の細区分を含め，最終的には表・3.9のように建築年代を 7区分に設定

した.

表-3.9 建築年代区分の設定
建築年代

設定に考慮した事項
区分
-1945 戦前・戦中期

1946-1955 
戦後復興期.1950年に建築基準法が公布されているが.この時期の建物棟数が少ないため区分することができな
い.

高度成長期前期.社会的には1959年の皇太子様ご成婚により，テレビが爆発的に普及しそれまでのマスメディア
1956-1960 の役割を大きく変容させた.テレビの普及によって全国的に画一化された情報提供が促進され，住宅に対する意識

にも大きな影響を与えたと推測される.また.1959年注Jの建築基準法改正も考慮した.

1961-1964 
品度成長期中期.社会的には国家プロジェクトとしての1964年の東京オリンピック開催は，我が国の都市基盤整備
を大きく促進させ.建設ラッシュを生んだ.

高度成長期後期.社会的にはオイルショックによって低成長期へと移行するまでの間，関西国での1970年の大阪万
1965-1971 国博覧会の開催をはじめ，経済成長の影響が全国に拡大していったと考える.また.区分には1971年の建築基準

法施行例改正も考慮した.

低成長期前期.1981年の建築基準法施行例改正を考慮した.また，社会的には.1980年から，当時の建設省と通
1972-1981 産省が推進した国家的事業として，高品質の住宅を低廉な価格で供給することを目的とした「ハウス55プロジェクト」

がスタートしたことも考慮した.

1982-1994 低成長期後期.

注) 1959年の改正は12月23日から施行されており.1960年はその移行期となるため.1960年を区分境界に設定した.

3. 3. 3 数量化 H類を用いた影響度評価

上述の自治体保有情報に基づく建物属性に加えて， 3.2節において検討した層破壊発生要因の

一つである地震動強さを加えて，それぞれがどの程度層破壊の発生に寄与していたのかを明ら

かにするために数量化E類による検討を行った.外的基準とアイテム・カテゴリーを図・3.24に

示す.外的基準は層破壊を発生していたか否かで，アイテム・カテゴリーは 1)地震動強さ， 2)建

物種類， 3)建築年代， 4)建築面積， 5)面積比(延床面積を建築面積で除したもの)， 6)階数，

7)屋根種類である.サンプルデータは，データセットを構築した図・3.12の対象地域において地

震動データ，建物属性データ，写真データの全て情報が備わっている木造建物 11，908棟のうち，

層破壊の発生が少なかったプレハブ造および3階建て以上の建物を除いた 11，263棟とした.

図-3.24に分析結果を併せて示す.偏相関係数を見ると，建築年代，地震動強さ，建築面積，

建物種類の順に大きい.また，面積比，屋根種類，階数の順に低い値を示した.範囲をみても

建築年代が最も大きく，これより，層破壊発生の最大要因は建築年と位置づけられる.次にカ

テゴリースコアについて，白黒反転したカテゴリーは+側に大きな値を示した上位 10項目を，

灰色セルは一側に大きな値を示した 10項目を示している.+側には， 1960年以前の建築年代，

70cmls以上の地震動強さ， 120m2以上の建築面積，共同住宅，農家住宅が挙げられた.一側に

は，1972年以降の建築年代，70cmls未満の地震動強さ， 30m
2以上 60m2未満の建築面積，長屋

住宅，1.2以上1.4未満の面積比， 1階建，瓦屋根以外の屋根種類となっている.これより，カ

テゴリースコアは被害の程度の大きさを意味していると考えられ+側ほど大きな被害を受け

る可能性が高いと判断できる.ここで，階数と屋根種類について，両者ともに偏相関係数は低
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いもωυ).カテゴリースコアでは司 l階建建物および、瓦陪恨以外の出:恨桶煩が-{l!IJに大きな11内を

ぶしている. したがソて， これらは層破壊の先生ヰiを小さくする望閃と考えられるが，反対に 2

階建て建物やJi尾根であッても肘破壊を免れた建物が多数あり， 然るべき対策を講じておけば

""'1破壊は|坊 11:できるものと与える.

外的基準は「層破壊被害

アイテム

地震動強さ
(最大地動速度)
V 
[cm/sl 

建物種類

建築年代

[年]

建築面積
A 
[cm21 

面積比
(延床面積/建築面積)

R 
[比率]

階数

屋根種類

「層破壊以外の被害:10673棟」

1 : Rく12
2 : 1. 2孟Rく1.4
3 : 1 4 ~玉 R<l 6
4 : 1. 6~玉 Rく18
5 : 1 8 ~玉 R< 2 0 
6 : 2. O ~ Rく 2 . 2 

カテゴリー
スコア

o 172 
-0. 311 
-0. 014 

範囲

1. 502 

o. 0021 O. 528 
O. 031 
O. 216 

O. 889 

O. 331 

偏相関
係数 20 10 00 1.0 '0 

O. 155 

o. 080 

O. 216 

O. 090 

o. 037 

O. 074 

O. 040 

Eコ
E二コ
Eコ
Eコ
ロ
ロ
c:::二コ

ロ
ロ

|て|
1J | 

図-3.24 数量化 11類による影響度評価におけるアイテム・カテゴリーデータと分析結果

建築ri日航にソいては司村 1--ら5.19)は 1I梢床rtiI積と強申[s)jril]司判軸}j向の補lEIJ，再本との険討をfJ: 

っており司 それによると建築l而積の大きな建物は強軸)j向の附ギが小さくなる傾向があり，
でア

ーに

ωため今 [IIJ の分析において、!詞 iíf~壊の発中に寄与したものと忠わ~l る.また唱建物種類の1[ 1 で唱

共同住宅と出家fi:宅のカテゴリースコアが+側に大きく唱 l~J~建住吉は一側に大きくなッてい

る. この要閃として， 3.3.1節で述べたように， 農家住宅は建築r(tI積が大きく ， I~ い建物が多い

ため同破壊の先生半が而くなり， 共同住吉は総 2附に近い建物が多く， また各階の各いに11¥人

りIJや窓を設けるなど，特に間Ll側の壁量が少なくなることにより 十側に働いた恥のと考える.

ー方. 長尾建住宅は、|λ屋建てや、l階に比較して21措が小さい形状が多く， その影響と考える.
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3.4 木造建物の損傷度を反映する被害関数の構築

本節では， 1 )建物の属性を考慮した層破壊被害関数を構築し，また，2)層厳壊以外の被告に

ソいても，建物の出傷度を反映した慎傷度別被書関数を構築する.さらに他の被害調子主結果に

基づいて作成された被害関数と比較することにより ，3)構築された被書関数の妥当性の検証を

ffつ.

3. 4. 1 層破壊被害関数の構築

(1) 構築方法

被害関数は，ある地震動強さに対して被害率 R以 kが発生する確率は，標準正規分布の思

精確率分布関数を用いて，対数正規分布で表せると仮定し，式 0.1)を用いて構築した.

pAx} =φ{(ln(x)λ)/心 (3.]) 

ここで， λ ，cはの平均柄および標準偏差であり，確率紙を用いた最小二乗法により求め

た.また， 地震動強さは、3.2節において凶破壊の先生窄と PGA，PGV，および SIとのfl1聞を

比較した結果，相関がI白く， SIに比較して簡便に求めることができる指標として PGVを採刑し

た.被害関数を構築するにあたり，まず.最大地表速度の大きさに応じて建物を枚べ替え.

定の単位に統合した.また，符階級に合まれる建物棟数は原日IJとして等し くなるようにした.

各階級を代表する PGVの航は，階級に合まれる建物の平均航である.層破壊率は再陪級に!訴す

る同被壊建物数を建物総数で除して算定している.凶-3.25にλ，cの算定例として.木造建物

全体について PGVと層破壊率の関係から得られた同l帰式をボす.ここで， 3.3節の表-3.8をみる

とプレハブ造の建物には層破壊の発生が雌認されていない.そのため，以降では被芹関数を構

築するにあたり，木造建物とはプレハブ造を除いた建物を対象とすることにする.

3.00 

2.00 Ily二 1附 9831
R
2 = 0.815 

λ|526| 
三 0.535

審 1.00 
(f) 

後十 0.00 
制E
題 一1.00

-2.00 

-3.00 

3.80 4.00 4.20 4.40 4.60 4.80 

In(PGV) 

図-3.25 PGVと層破壊被害率の関係(確率紙表示)
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(2) 建築年代別層破壊被害関数

3.3節における数量化E類による層破壊発生要因の影響度に関する検討の結果，建築年代が最

も層破壊の発生に寄与していた.そこで，建築年代は建物の老朽化による性能低下や，時代の

変遷に伴う新構法や新材料の開発・普及，建築基準や法規などの法制度の改正，あるいは住ま

い方に対するニーズの変化など，耐震性能に直接あるいは間接的に影響を与えるものであり，

耐震性を表す総合的な指標として用いることができると考え，木造建物の建築年代別の層破壊

被害関数を構築した.

建築年代の設定は 3.3節における検討結果をもとに，先に示した表-3.9の通り 7区分とした.

表-3.10に各年代の回帰係数の一覧を示す. 1965年以降の比較的新しい年代における決定係数

R2が低くなっているがこれは新しい建物の層破壊の発生が少なかったことによるものである.

表-3.10 建物の属性を考慮した層破壊被害関数の回帰係数

構造 用途 階数 匡根種 建築年代 データ数
PGV (cm/s) 

λ と R2 

全体 11866 5.26 0.535 0.815 
一1945 1306 4.72 0.380 0.879 
1946-1955 604 4.97 0.420 0.668 

全体
1956-1960 913 4.94 0.402 0.747 
1961-1964 1167 5.07 0.454 0.681 
1965-1971 2233 5.31 0.551 0.607 
1972-1981 3623 5.97 0.735 0.618 

全体
1982-1994 2020 7.36 1.135 0.634 
全体 9782 5.21 0.527 0.829 

全体
-1945 1259 4.69 0.392 0.880 

木造
1946-1955 545 4.83 0.374 0.785 

五
1956-1960 859 4.93 0.408 0.743 
1961-1964 990 5.03 0.451 0.678 
1965-1971 1776 5.24 0.537 0.620 
1972-1981 3228 5.62 0.545 0.673 
1982-1994 1125 6.52 0.814 0.797 

2階建 全体 全体 10325 5.23 0.520 0.784 
E 全体 8744 5.18 0.511 0.802 

一戸建住宅 全体 全体 全体 10455 5.30 0.533 0.790 
共同住宅 全体 全体 全体 789 4.91 0.508 0.745 

非木造 全体 3608 6.12 0.685 0.580 

図・3.26に構築した建築年代区分毎の被害関数を示す.図をみると，ほぼ建築年が古くなるに

従い，層破壊の発生率が高くなる傾向が見られるが，戦後復興期と高度成長期前期の関係が逆

転している.これは， 3.3節で指摘したように，建物属性の影響により戦後復興期の建物は見か

け上の耐震性が向上したためと考える.各被害曲線の立ち上がりを見ると，層破壊発生時の PGV

の大きさは，戦前・戦中期の建物は約 40cm/s，戦後復興期から高度成長期に建設された建物は

約50cm/s，低成長期の建物は， 60cm/s程度である.

また，参考として，同じ対象地域において，同様の手法により構築した非木造建物の回帰係

数と被害曲線をそれぞれ表-3.10および図・3.26に併せて示す.ただし，対象地域内の非木造建物

の層破壊は，被害写真により 28棟が確認できただけであり，その少ないデータを用いて作成し
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ている点に留意が必要である.木造建物全体と比較すると発生率は小さいが 1982年'"'-'1994

年の木造建物よりも発生率が高くなっている.
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図-3.26 建築年代別層破壊被害関数

(3) 階数，屋根穂別層破壊被害関数

図-3.26に示したように，戦後復興期と高度成長期前期の関係が逆転していたが，この要因と

して考えられる建物階数および屋根の種類を考慮した被害関数を構築した.図-3.27に階数，屋

根種類別の被害関数を，前掲の表・3.11に回帰係数の一覧を併せて示す.ただし. 1階建て建物

および瓦屋担以外の建物は層破壊発生棟数が少ないため，被害関数を構築することができなか

った.木造全体と瓦尾根建物を比較すると瓦屋担建物の方が層破壊発生本が高くなっている.

また，木造全体と 2階建て建物を比較すると. 2階建て建物の層岐壊発生率が高い.

0.5 
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図-3.27 階数，屋根種類別層破壊被害関数
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ト分なデータが得られた瓦陪根の住宅にソいて、建築年代別の被芹関数を[えJ-3.28に、 IIrl1hll係

数の牟監をfIIi掲の表-3.11にノIミす.[χJ-3.26と比較すると司どの建築年代においても瓦斥根の}jが

全同担陪知を!日いて構築した被告関数よりも被芹充ft:率がI口iくなソている.また，戦後悔興期

と白度成長期前期の関係は年代)Ij(jになソており‘これより戦後任i興期の上L屋根使用率の減少が

この時期全体の層破壊先生率の低ドに寄与したものとみることができる.
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図-3.28 建築年代別層破壊被害関数(瓦屋根)

わが|五|ω典明的な住吉は司 l附にパブリックスペースを配し， 2階にプライベートスペース

を，n-lrllIした 2階建ての建物が多い.そのように計l同すると l階に比較的大きな空間が必要なた

め.I(ufi;'i的に卜分な喧註を確保することが難しくなると思われる. ーJj，2 階は小 rtl~屈が多くな

るため， 1階とIriJWI主ω時世司もしくは l階よりも時吊が多くなるiJJ什がある.そω結果、 2附

ωlì~IJ '~'tが IfJi くなり司 l 階に変形が集中する会ソω要|え!となソていると推察する.また， 2階の'F

;itやli#Uf(4tは， 11持へ入力される1P3せん断力の大きさに関係するため、耐長↑'l:の観点からはrp;

:~tが粁~ l }j-j)¥望ましいが， 2階建て瓦h}#!0)住宅であソても.大地震動に|耐えた建物は多く {f{f

していることも事実であり，今後. 層破壊先生機構を解明する Lで、同被壊に至11らなかッた佳

物に関する検討が必要と考える.
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(4) 建物用途別層破壊被害関数

建物の用途が層般壊発生に及ぼす影響を検討するため，図-3.29に示すように用途別の被害関

数を構築した.ただし 一戸建住宅 共同住宅以外の建物は被害関数の構築に足る十分な資料

が得られなかったため作成できなかった.前掲の表-3.11に回帰係数の一覧を示す.一戸建住宅

と木造共同住宅を比較すると共同住宅のえiが層破壊発生率が高いことが分かる.既に 3.3節で述

べたように共同住宅の特徴として，総2階に近い建物形状が多く， 2階のボリュームが大きいこ

とが挙げられる.また 共同住宅の場合，各階の各戸に出入り 口や窓を設けるなど，特に間口

側の墜量が少なくなると考えられ，これらの相乗効果により層破壊の発生が高くなったものと

推察される.構築した被書関数は，このような耐震性に直接寄与する壁量の影響などは考慮さ

れていないが，より精度の高い評価を行う場合には，検討が必須な項円であると考える.
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3. 4. 2 損傷度別被害関数の構築

!丙般壊以外の拡H易度別被湾問数を作成するため，肘破壊以外の俄壊状態と判定された建物に

ソいて.被告写真と被'占パターンチャートを片1いて司被'市パターン分額を行い，その結果をダ

メージグレード 00----06に整聞した.関-3.30に分額結果をノFす.その結果を片1いて，同破壊被

存関数を構築するときと/riJ様の手法により被存関数を求めた.表-3.12に損傷度別の被存関数の

/ItJ I同係数字覧を.関-3.31に構築した被宵関数をノJ，す. /><1-3.31 ω各1111線のιち 1:がりをみると‘
被告本 1%を超える PGVのおおよその値は， 06で 70cm/s， 05で 55cm/s， 04で 45cm/s司03
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表-3.12 木造建物の損傷度を反映した被害関数の回帰係数
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層破壊
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01以上 4.25 L_Q.381 0.857 
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木造建物の損傷度別被害関数図-3.31 

建物の属性を考慮した損傷度別被害関数の回帰係数(層破壊以外)

PGV Ccm/s) 

精進 用途 階数 屋椴種 建築年代 04以上 03以上 02以上 01以上

A と R' λ と R' λ と R' λ と R' 
全体 4.77 0.42 0.805 4.65 0.44 0.764 4.58 0.47 0.772 4.25 0.38 0.857 
1945 4.36 0.30 0.906 4.23 0.31 0.903 4.10 0.35 0.901 3.88 0.31 0.901 
1946・1955 4.59 0.35 0.708 4.47 0.31 0.759 4.38 0.29 0.877 4.10 0.35 0.936 

全体
1956-1960 4.52 0.38 0.814 4.40 0.36 0.809 4.35 0.34 0.807 4.09 0.30 0.901 
1961-1964 4.63 0.37 0.723 4.42 0.32 0.786 4.36 0.33 0.755 4.11 0.29 0.844 
1965-1971 4.72 0.35 0.693 4.58 0.37 0.641 4.51 0.38 0.663 4.18 0.31 0.852 
1972-1981 4.98 0.41 0.712 4.85 0.41 0.794 4.71 0.35 0.834 4.35 0.28 0.861 

全体
1982-1994 6.23 0.90 0.875 5.96 0.88 0.608 5.23 0.54 0.804 4.63 0.37 0.811 
全体 4.72 0.41 0.820 4.59 0.42 0.772 4.52 0.45 0.771 4.19 0.35 0.863 

全体
ー1945 4.35 0.30 0.902 4.23 0.31 0.903 4.09 0.35 0.892 3.86 0.32 0.833 

木造
1946-1955 4.58 0.35 0.682 4.39 0.31 0.788 4.24 0.29 0.811 4.08 0.23 0.878 

瓦
1956-1960 4.52 0.37 0.785 4.40 0.33 0.795 4.34 0.35 0.771 4.06 0.31 0.865 
1961・1964 4.64 0.37 0.787 4.44 0.31 0.779 4.37 0.32 0.771 409 0.27 0.845 
1965-1971 4.69 0.34 0.722 4.54 0.33 0.662 4.47 0.35 0.678 4.13 0.24 0.902 
1972-1981 5.03 0.45 0.663 4.85 0.42 0.772 4.70 0.36 0.813 4.33 0.28 0.844 
1982-1994 5.73 0.67 0.882 5.52 0.65 0.590 5.30 0.63 0.703 4.50 0.32 0.916 

2階建
全体 全体 4.77 0.43 0.794 4.65 0.45 0.739 4.57 0.47 0.740 4.25 0.37 0.837 
瓦 全体 4.73 0.43 0.801 4.60 0.44 0.750 4.52 0.46 0.746 4.20 0.34 0.855 

戸建住宅 全体 全体 全体 4.80 0.43 0.787 4.68 0.44 0.742 4.61 0.47 0.752 4.27 0.36 0.856 
些用住宅 全体 全体 会主主 4.50 0.31 0.764 4.36 0.32 0.769 4.29 0.33 0.801 4.07 0.32 0.859 

表-3.13 

既存の被害関数との比較3. 4. 3 

ダメージグレード別被害関数との比較、.，FI
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その構築手法が妥構築した被害関数は被害写真から損傷度を同定して作成したものであり.

他の被害調査結果に基づいて作成された被害関数そこで，当かどうかを確認する必要がある.

東京都防災会議の震度階解説表をもとに木向井 37)は，|同Ul，と比較することで検証を行った.

高井によ表・3.14に比較に用いた|両国，造建物のダメージグレード別被害関数を構築している.

損傷度の

高井による被害関数の方が本研究より被需率が低く，反対にt負傷度の低
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|苅-3.32に不す比較凶をみると，るダメージグレード別の被害関数の|司帰係数を示す.
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|苅-3.32に不す比較凶をみると，るダメージグレード別の被害関数の|司帰係数を示す.

高い 04以上は，岡田，



いD2以下は|吋111， r'，':i J 1二による被害関数の)fが尚くなソている.このような主がみられた理由と

して司構築に使川した被芹データや地震動データ，および構築対象建物の構造特性の相違を挙

げることができる.14体的には， 1吋111， rWiJI二が使用した被宍データは，東京都防災会議の震度

|惜解説1<0)被害記載内容から震度一と被吉本の関係を読みとり，気象庁震度階が 6以上にソいて

は兵時県南古15地長の建物被吉調査資料により補正したものであり司実被芹データのみをf甘いた

私のではない.また，地温動データはアンケート長度を基にし，気象庁震度を Muramatu
323
)に

よる提案式を附いて最大地表速度に換算したものを使用している.構造特性にコいては司使JtJ

データω'11に淡路品北淡町の建物データが含まれており，本研究のl川宮diとは異なるυJ能性が

ある. したがソて，構築した被害関数の妥1性を検証するためには，被害関数の構築条件が考

慮される必宏ーがある.

表-3.14 比較検証用の被害関数の回帰係数

比較に用いた被害関数 被害レベル
PGV (cm/s) 

λ と R2 

05 5.07 0.582 
ダメージグレード別 04以上 4.55 0.565 
被害関数 03以上 4.12 0.600 
(岡田高井による) 02以よ 3.66 0.621 

01以上 2.74 0.574 

西宮市による擢災調査に 全壊 4.60 0.538 0.984 
基づく被害関数
(山口，山崎による) 半壊以上 4.22 0.546 0.985 

西宮市における二学会合
大破または全壊 4.72 0.344 0.754 

同調査に基づく被害関数 中程度の損傷以上 4.54 0.350 0.826 
(西宮BEDBを用いて構築)

軽微な損傷以上 4.23 0.304 0.895 

1.0 
実線・本研究， 日 ・口 口

王室 0.8 
波線岡田らによる 1
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ーー-01以上
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、-ノ →← 05以上 (層破壊~x
時 0.4 4・-06 層破様)

制日 回、 回決
× 

援 0.2
，巴

0.0 
」ー x 
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図-3.32 ダメージグレード別被害関数との比較
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(2) 西宮市における調査結果に基づく被害関数との比較

被害関数の構築条件を揃えるため，兵庫県南部地震において，西宮市の建物を対象として実

際に行われた被害調査結果に基づいて構築された被害関数との比較を行った.比較に用いた被

害関数は， a)自治体による擢災調査結果に基づく被害関数，および， b)学術的な目的で行われた

調査結果に基づく被害関数である.しかし，これらの被害調査は層破壊に着目して行われてい

ないため，ダメージグレード Dlから D4について比較を行った.

自治体の調査結果に基づく被害関数は，西宮市が躍災証明書を発行するための調査結果をも

とに，山口，山崎 3.21)により構築されたものである.前掲の表-3.14に山口，山崎による被害関

数の回帰係数を，図画3.33に比較図を示す.図より，西宮市による全壊は，立ち上がり部分はほ

ぼD2に等しく， PGVが増大すると D3に対応している.また，西宮市の全半壊はおおよそDl

に対応していると読みとることができる.

一方，学術的な調査との対応について，日本都市計画学会関西支部と日本建築学会近畿支部

による調査 3.2) (以下，二学会合同調査)は，被害を外観目視で評価した結果であり，その結果

と構築した被害関数との比較を行った.ここで，西宮 BEDBには二学会合同による調査結果が

備わっており，このデータを用いて，西宮市の本研究対象地域における被害関数を新たに構築

した.その被害関数は西宮 BEDBにより木造建物を抽出し，その建物に二学会合同の調査結果

をリンクさせることにより作成している.表-3.14に被害関数の回帰係数を併せて示す.図・3.34

の比較図より，各曲線の立ち上がり部分については，二学会合同調査の「大破または全壊」が

D4に，中程度の損傷以上がD3に r軽微な損傷」がDlに対応している.

以上の結果は，ダメージグレードと兵庫県南部地震で実施された被害調査結果との対応に関

する分析 3.24)の中で，西宮市の全壊には D2レベルのものが含まれていることを指摘しており，

また，二学会合同調査との関係についても，その分析結果と整合している.したがって，他の

被害調査に基づ、いて作成された被害関数と比較を行った結果，被害写真に基づいて構築された

損傷度別被害関数は妥当なものであり，同様の手法を用いて構築した層破壊被害関数も問題な

く構築されていると考える.
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3.5 まとめ

本章では兵庫県西宮市を対象として，兵庫県南部地震時の被害写真に撮影された建物につい

て，被害パターンチャートを用いて被害パターン分類，航空写真による判定，および、住民への

聞き取り調査を行い，層破壊建物を同定した.その結果として得られた 層破壊建物データを

用いて，表層地盤震動特性との関係について検討を行った.また，層破壊がどのような条件下

で発生したのかを明らかにするために，自治体が保有する建物属性情報と層破壊の関係を検討

し，層破壊の発生に寄与した建物属性と地震動強さの影響度について分析を行った.以上の結

果から，木造建物の損傷度を反映する被害関数を構築した.本章において得られた知見を以下

に示す.

1) 西宮市の層破壊被害パターンは，2階建ての 1階が層破壊するパターン(Gd5)が最も多く，

次に全層の層破壊パターン(Cd6)が多いことが明らかになった.

2) 二学会合同調査による建物の全壊率が高い地域に層破壊建物が多く分布する傾向がみら

れた.

3) 層破壊建物は，木造建物の方が非木造建物より広範囲に分布していたことが明らかとなっ

た.

4)代表的な地震動強さ指標である PGA，PGV， SIと層破壊被害の発生率の関係について検討

した結果， PGVおよびSIとの相関が比較的高いことが示された.

5) 層破壊率と周期帯を考慮したスペクトル強度との検討から，周期帯 1.0，..，....2.5秒との相関が

高くなる結果が得られた.

6) 建築年が古いほど層破壊率が高くなる傾向がみられた.

7) 屋根に瓦を使用している方が瓦以外を使用している場合よりも層破壊率が高くなる傾向

がみられた.

8) 2階建て建物の方が 1階建てより層破壊率が高くなる傾向がみられた.

9) 建築面積が大きくなると層破壊率が高くなる傾向がみられた.

10)共同住宅，農家住宅の層破壊率が一戸建住宅，長屋建住宅，商工業施設，その他の住宅(寺

社，付属屋，倉庫など)に比較して高いことが明らかとなった.

11 )建物の形状が層破壊発生の一因となっていることを明らかにした.

12) 2階建て一戸建住宅について，建物の規模と形状が 1階層破壊型， 2階層破壊型，全体破

壊型のように，層破壊の被害形態に影響を与えている.

13)住宅の変容と社会動向を考慮して，被害関数構築のための建築年代区分を提案した.

14)木造建物の層破壊発生要因の影響度について，数量化E類を用いて検討した結果，建築年

代が最も寄与しており，次いで地震動強さの大きさであることが明らかとなった.

15)住宅の変容と社会変動を考慮して設定した建築年代区分に対応した木造建物の建築年代

別層破壊被害関数を構築した.
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16)建物階数，屋根種類，住宅用途を考慮した層破壊被害関数を構築した.

17)被害パターンチャートを用いて層破壊以外の木造建物の損傷度の評価を行い，その損傷度

を反映した被害関数を構築した.

18)兵庫県南部地震で実施された被害調査結果に基づいて作成された他の被害関数と比較し

た結果，被害写真を用いて構築した被害関数は他の結果と整合しており，作成した被害関

数は妥当なものであることを確認した.

次章では構築した被害関数の適用性について検討を行う.
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第4章 被害関数を用いた地震被災危険度評価手法の適用性に

関する考察

前章における数量化E類による層破壊発生要因の影響度に関する検討結果では，建築年代が

最も層破壊の発生に寄与していた.そこで，本章では，前章で構築した建築年代を考慮した被

害関数を用いて，兵庫県南部地震による層破壊建物の面的な空間分布および建物 1棟単位の発

生分布の推定を行う.この推定結果と実際の層破壊発生状況と比較することにより，構築した

被害関数の適用性を検討する.

4. 1 兵庫県西宮市への適用

まず，被害関数を構築した西宮市に適用し，被害関数の妥当性の確認を行う.対象エリアは

被害関数を構築したエリアと同じであり，前章の図・3.12に示すエリアである.対象建物は建物

属性および地震動データがリンクされた木造建物 32，825棟のうち，プレハブ造を除いた 32，266

棟である.

4. 1. 1 層破壊建物の推定方法

推定は表・4.1に示す手順により行った.手順 1から手順2により，面的な空間分布として町丁

目単位での層破壊発生率が求められる.また，手JI[員3から手JI慎5は建物 1棟単位での層破壊発

生の有無を推定するものである.
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手順 内幸子

表 4.1 被害関数を用いた層破壊建物の推定手順
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4. 1. 2 層破壊発生率の面的な空間分布

|ヰ4.1(こ被存写貞ーなどから実際に同破壊の発中を同定した建物分布を不す.また，閃-4.2に算

定したm[ff1lii.{止の木造建物の層破壊1e'lソ宇の分布をノlミす.使用した被吉関数は司建築""jeのみ
をJ5-慮した[).(I・3.26の建築年代別屑破壊被告関数である. [:x卜4.1と[)<]-4.2を比較すると町rI J 111. 
作ω1¥'1被壊先'1シ宇が尚い地域に多くの肘岐壊が実際に発生している.また，層破壊の雫間的な

拡がりにソいて，実際の同被壊完ノ1:範聞を粘度良く推定している.

w-<r' 

-実際の層破壊建物
(被害写真などにより

同定されたもの)

2 0 
・圃圃圃"--'

2 4 6 8 10 km 

図-4.1 実際の層破壊建物の分布(西宮市)

w-<r' 
被害関数を用いて
算定された
層破壊率の分布
(町丁目単位)

仁コ o. 0 - 1. 0% 
仁コ 1. 0 - 2. 5% 
仁コ 2 5 - 5. 0% 
仁コ 5. 0 -10. 0% 
_ 10. 0 -15. 0% 
_ 15. 0 -20. 0% 
_ 20. 0 -25. 0% 
_ 25. 0 -30. 0% 

・・・~
4 6 

新幹線

阪急

-ーJR 

8 10 km 

図-4.2 被害関数を用いた層破壊発生率の分布の推定(西宮市，町丁目単位)
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4. 1. 3 層破壊発生棟数の推定

次に西宮市南部地域における層破壊発生棟数の推定を行った.ここで，データベースの建物

全てについて構造種別に関する情報が備わっているわけではないため 木造建物総数をまず求

める必要がある.西宮市南部地域における建物総数は， GISのポリゴン数(家枠)によると 83，258

棟である.また，建物情報が備わっている建物について木造建物の構成比を求めると，西宮市

南部地域では， 79.1%が木造建物である.この関係を用いて，町丁目毎に木造建物棟数を推定し，

その棟数に層破壊発生率を乗じて，建物情報が備わっていない建物を含めて西宮市南部地域で

の層破壊発生棟数を算定した.その結果，総層破壊棟数は2，748棟と推定された.

この結果の妥当性を検証するために，西宮市南部地域において，兵庫県南部地震時に日本都

市計画学会と日本建築学会が合同で実施した調査 4.1) (以下，二学会合同調査)に基づく町丁目

単位の全壊率と被害パターン分類によって同定した結果を用いた層破壊率との関係から， この

地域における層破壊棟数の推定を行った.なお，推定に際して，二学会合同調査の低層建物が

木造建物に対応するものとした.図-4.3に推定の流れを示す.まず，西宮 BEDBを用いて被害

写真データと二学会合同調査を GIS化した建築研究所データ 4.2)の木造建物データのリンクを行

い， 18，554棟のデータにより町丁目単位の全壊率と層破壊率を算定した.

図-4.3 

建築研究所4.2)データ:

西宮市南部
木造建物(低層建物)
78. 795t東

層破壊棟数の推定方法
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い<1-4.4に全壊ギと層破壊本の関係をボす.ただ、し，町 J'n内の建物棟数が 10未満のデータは

除いている.相関係数は 0.83で， 1%水準で有意な関係にあソた. [ヌト4.4に品小2乗法により求

めた同1M，内線を併せてノlミす.凶l帰|在線の傾きは 0.40であり，阿官lli宇ではソ手会fT向調査の全壊

の約 4割が同被壊していたと推察できる.ただし，全体的に全壊率の高い範囲で卜分なデータ

が件られていないため，この範凶での推定精度は低いと忠わオlる.全壊率と層破壊率の関係は司

令壊率が大きくなると層破壊ギの用分が大きくなる傾向が見られることを4考慮して，2次，"，線に

よるili似式を求めた.[刈-4.4に重ねて不す.これらの関係式をmいて建築研究所データによる木
造建物全壊本を層破壊本に変換して層破壊棟数を推定した.その結果，阿宮市市部地域の木造

建物ω同岐壊棟数は白;線回l同式では 2司932棟 2次曲線式で、は 2，635棟となソた.また、名目J

J"flで、両式により求められた!同被壊棟数の品大値を累計すると 3.018棟となソた.以".より，
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4. 1. 4 1棟単位の層破壊建物分布の推定

被害関数を用いた面的な空間分布および総被害量としての層破壊建物棟数の推定は以上の検

討結果から妥当であることを確認した.ここでは，建物 l棟単位での推定精度について検討す

る.図・4.5に推定結果を示す.図-4.1と比較すると，実際に多くの層破壊が確認された地域にお

いて，推定結果も多く分布しており，また，地震動が比較的小さい地域においても層破壊の発

生を精度良く推定している. しかし，詳細にみると，建物 l棟 l棟の発生位置が異なる場合が

ある.この要因として，用いた層破壊被害関数は建築年代のみを考慮したものであり，実際に

は建築年が古くても十分な耐震性能を保有し被害が発生していない建物が多く存在していたこ

とによるものである.

wくrE

•• •• - 推定層破壊建物
(被害関数を用いて
推定されたもの)

f 

2 0 2 4 6 B 10 km 
圃圃圃"-'

図-4.5 被害関数を用いた層破壊発生建物の推定(西富市，建物 1棟単位)
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4. 2 兵庫県神戸市東灘区への適用

前節では，西宮市で構築した層破壊被害関数を西宮市に適用し，その妥当性の確認を行った

が，他地域においても適用可能かどうか検討する必要がある.そこで，この被害関数を用いて

神戸市街地における木造建物の層破壊被害の推定を試みた.まず，その推定にあたり，構築し

た被害関数が神戸市において適用可能かどうか検討を行った.ここで，冒頭で述べたように層

破壊に着目した被害調査は少ないが，村上ら 4.3)は図・4.6に示す神戸市東灘区西部地区を対象と

して倒壊建物の被害調査を実施しており このエリアを検討対象地域とした.

村上らによる倒壊建物の定義は f1階部分の層崩壊， 2階部分の層崩壊，全階層崩壊(瓦醗状

態)Jとしている.この村上らによる「倒壊」と本研究で定義する「層破壊」との対応につい

て，検討対象地域で撮影された被害写真を元に確認した.被害写真は東灘区全域で撮影され，

西宮BEDBの構築と同様の方法により GISデータベース化された 5.530枚の写真を用いた.こ

れらの写真と村上らよる調査結果の集計図から判読した木造倒壊建物1，187棟をGIS上で重ね合

わせたところ，損傷度を確認することができた 240棟の内， 183棟 (76.3%)はダメージグレー

ドD5レベル以上であったが，他は大きな傾斜を生じているものの完全には潰れていなかったた

め， D4レベルと判定した.これより，本研究では村上らによる倒壊数に 0.763を乗じた 906棟

を検討地域の総層破壊数とみなした.

被害関数を用いて被害推定を行うためには，建物情報と地震動(PGV)が必要となる.建物情報

は神戸市の保有データを用いた.このデータは， 2003年 12月に神戸市から提供されたデータで

あり，擢災証明書発行のための調査結果に基づくものである.神戸市北区，西区を除いた 7区

について，全 153，171件(木造 119，452件)のデータが備わっており，建物 l棟単位で建築年，用

途，合計床面積，被災度に関する情報が付属している.

地震動は次の 3種類の推定手法により求められた結果を使用した.

a)林ら 4.4)による推定:地盤モデルに基づく FEM解析による地震動シミュレーションを行つ

て，最大速度と建物被害との関係を導き，建物被害から逆算して被災地の広域な最大地動

速度分布の推定を行ったもの.

b)阪神・淡路大震災記念協会 4.5)による推定:断層の破壊過程を想定して基盤地震動を求め，

それを工学的基盤面および地表面まで 1次元増幅により地表面の地震動を求めたもの.

c)沖村ら 4.6)による推定:松島，川瀬 4.7)が震源モデルおよび三次元盆地構造モデルを組み合

わせて計算した大阪層群上面における地震動を，浅層地盤の増幅特性を考慮するため，地

盤情報データベース「神戸 JIBANKUNJ4.8)に収録されているボーリングデータをもとに作

成した浅層モデルに入力して次元等価線形解析により地表面の地震動を求めたもの.

図-4.6に沖村らにより計算されたPGVの分布図を併せて示す.
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図ー4，6 神戸市東灘区における検討対象地域と沖村ら 4.6)による地震動分布解析結果

以上のデータを肘いて.前市の1>;<1-3.26の建築'.fのみを考慮した層椴壊被害関数により，対象

地域の!函般壊数を推定した.閃-4.7(a)"'-(c)に各地長動推定手法により計算された町 Ji-4単位の推

定同破壊数と実際の被害数との比較を示す.

|ヰ4.7(a)の林らによる地震動を附いた場合， J函俄壊被吉数は 885 棟と計算され，精度良い材L~

が件られた.町 l円単位での対応にコいても，被害数が多くなるとばらソく傾向がみられるが‘

相関係数は 0.92であり，比較的良く推定できているものと考える.ここで、林らによる地長自j

推定は建物被芹に基づくものであり.将来の地震被害予測を行う場合には， 地露動シミュレー

ション結果に基づく被害推定を行う必要がある.シ ミュレーションによ り推定された阪神・ 淡

路大長災記念協会による結果を用いた悶-4.7(b)を見ると，推定層破壊被害数は 234棟と少なく 、

相関も低い結果となった.この要!大!として，地震動を推定する際に地盤構造を水平成!再と似定

しているため，深部地盤の不整形構造は考慮されておらず，それが対象地域における地震動ω

推定結果に影響を 与えていた nJ能性が挙げられる ー方，ド1-4.7(c)にボすように沖村らによる抑

定地震動を用いた場合の被害推定数は 846悼となり司震源過程と地盤構造の複合作川および地

権増幅特性を考慮した理論的地震動シミュレーション結果を用いて良好な推定結果を得ること

ができたことを確認、した. 1火1-4 .8 に沖村らによる推定地震動を肘いた場合にコいて.前車と r~ïJ様

の手法により l 棟単{~i:で推定した !函岐壊建物の分布を示す.
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4.3 神戸市街地における木造建物の層破壊被害分布の推定

被害関数を用いて，兵庫県出部地震による神戸市街地の木造建物の層般壊被害を推定した.

地震動は神戸市街地の広域に渡って推定が行われている林ら 4.4)による最大地動速度を用いた.

ここで，林らによる推定 PGVは，建物用途は考慮されているが，建築年は考慮されておらず.

建築年の構成が著しく異なるよ うな地域へ適用には情意が必要であるが司神H市全域に渡り広

域な PGV分布が求められおり，本研究では層破壊分布の全体像を担保する円的で推定をfiソた.

図-4.9に推定結果を示す.推定総層破壊被書数は 20.602棟となった.河旧 49)は，兵庫県fY1部地

震における全倒壊数は全壊家賠の 30%に相1するとして.約 3}j棟と推定している.このMIt1

による推定/引去を神戸市に適用すると.神}.Jr打 4.11))の全壊家用数 67.421棟の 3'，+iIJに相当する

20，226棟が倒壊したと求められ，これは木造以外の建物を合めた概算1111ではあるが.今(口|の推

定結果と良く一致していると考える.凶・4.10の空間分布をみると，東灘Iえ 灘lえ兵!京|え i交

[l:H夫、須磨区で特に多くの層破壊が帯状に発牛していたと推定された.
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図-4.10 木造建物の推定層破壊建物分布(林ら 4.4) による地震動推定結果を用いた場合)
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4.4 まとめ

本章では，木造建物を対象として構築した建築年代別層破壊被害関数を，兵庫県西宮市およ

び神戸市東灘区へ適用し，その妥当性について検討を行った.得られた知見を以下に示す.

1) 被害関数を構築した西宮市に適用した結果，町丁目単位での面的な空間分布の推定，およ

び総被害量の算定は，実被害と精度良く対応していることを確認した.

2) 木造建物について，町丁目単位の層破壊率と日本都市計画学会と日本建築学会による調査

結果に基づく全壊率の関係から西宮市南部の層破壊被害棟数を推定した.

3) 西宮市南部地域における木造建物の層破壊被害総数は，建築年代別層破壊害関数を用いた

場合， 2，748棟と推定された.

4) 西宮市における 1棟単位の層破壊建物の推定に関して，発生地域や密集度はよく表現して

おり，良好な結果が得られた.

5) しかし，厳密な 1棟単位での層破壊発生建物位置の推定を行うためには，構築した被害関

数には限界があり，建物の耐力や変形特性などの耐震性能を直接的に評価可能な手法の開

発やより詳細な情報が必要となる.

6) 被害関数を構築した地域とは異なる神戸市東灘区へ適用し，実被害を精度良く推定した.

ただし，層破壊の推定精度は地震動評価結果に依存することを併せて確認した.

7) 震源過程と地盤構造の複合作用および地盤増幅特性を考慮した理論的地震動シミュレー

ション結果を用いて良好な推定結果を得ることができることを確認した.

8) 被害関数を用いて，兵庫県南部地震による神戸市街地の木造建物の層破壊被害分布を再現

した.その結果，推定層破壊被害数は20，602棟となった.

上記のように今回の検討範囲では被害関数の適用性に関して良好な結果が得られることを確

認したが，課題として，この被害関数は兵庫県南部地震における西宮市の被害状況を元に統計

的手法を用いて構築したものであるため，例えば長周期で継続時間が長いような地震動の場合

における適用や，多雪地域の建物などへの適用については，さらに地震特性や建物の耐震性の

地域性を考慮していく必要がある.そこで，次章以降では，これまでの検討結果を踏まえて，

力学モデルに基づいた被災危険度評価手法構築に向けた検討を行う.
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第5章 耐震診断と常時微動に基づく木造建物の耐震性能評価

本章では，阪神地域における木造建物の耐震性能を把握するために，兵庫県神戸市域を中心

として，耐震診断を受診した戸建木造住宅を対象とした常時微動計測を行い，住宅の振動特性

に関する分析を行う.

5. 1 神戸市域を対象とした木造住宅の常時微動計測体制

常時微動の計測は神戸市および社団法人兵庫県建築士事務所協会神戸支部耐震診断委員会

(以下，兵庫県建築士事務所協会)の協力を得て実施している.計測体制を図・5.1に示す.神戸

市 5.1)では，耐震診断，耐震改修の普及を図るために， r神戸市耐震簡易診断事業Jを推進して

いる.この事業では戸建住宅，共同住宅，長屋住宅を対象として， 一定の条件を満たしていれ

ば神戸市より診断費用の助成を受けることができる.

診断の流れについて，まず受診希望者は受付窓口である「すまいるネット(神戸市すまいの

安心支援センター)Jに申し込みを行う.その後，神戸市より診断業務を委託された兵庫県建

築士事務所協会が，すまいるネットからの連絡を受けて，同協会に認定された診断員を派遣し

耐震簡易診断を実施する.すまいるネット 5.2)の報告によると，戸建木造住宅について，平成

16年度は 213戸の診断を実施している.常時微動の計測は神戸市の協力を得て，原則としてこ

れらの耐震診断を受けた住宅やこれから診断を予定している住宅を対象として実施している.

常時微動の測定は，耐震簡易診断の希望者がすまいるネットへ申し込む際に常時微動の測定希

望が伝えられると，すまいるネットから神戸大学へ連絡が入り，測定希望者と日程を調整して

実施する.計測結果は「神戸の地盤研究会 5.3)Jを引き継いで平成 16年度に発足した「神戸の地

盤・減災研究会(事務局:神戸大学)Jにおいて，民間研究機関や耐震補強業務に関わる実務

者と連携した研究活動を行っている.
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5. 2 計測概要

5. 2. 1 計測方法

常時微動計課1/は悶・5.2に示すような計調1/装置を用いて実施した.計測は動コイル式で測定阿波

数が 0.5"-'18Hzの3成分(水平hrrl]2成分， /:ド方向 l成分)の速度センサーを片iい， [><1-5.3に

ぷすように，地盤に l台， 1階床上に l台.2階床上に 2台を設置して，計 4筒所を同時に測定

した.各センサーの設置にあたり.原則として以 Fの点、に留，意した.

1 )地盤:住宅本体の振動による相互作用の影響を考慮し.住宅から約 2m程度の距離をおい

て設置した.

2) 1階床:半面凶や現地で住宅の間取りを確認して|削心を推定し.畳や紙陸上を避けて，そ

の岡リ心に近倍する板床上に設置した.この時に床振動が含まれないように，床端部の杭や

耐}j壁に近い位置でι十iJtl/を行ッた.また，冷l蒔庫なと、の振動源から離して設置した.
3) 2階床:1 r軒床 1:に設定したセンサーのほぼ真 ヒに l台を設置し.振動のねじれモードを

検出するため住宅端部に妓りの l台を設惜した.その他は l階床と同様の配慮をした.

計測はサンプリング周波数 200HzでがJIO分間 (131，072点)連続して行い，データは 50Hz

の口一パスフィルタをかけ，分解能 24bitで AD変換し記録した 計測qJは，住民にfi:宅|人jから

退出してもらい，住宅の状況確認のために，1)建築年，2)凶I而の有無， 3)用築の有無，4)蟻芹・

腐桁の有無， 5)水漏れなどの不具合の有無， 6)修繕!覆!恰 7)兵庫県南部地震の被芹状況. 8)補修

}jit.， 9)その他の災害での被災状況， 10)地震保険なと、への)JU人状況， 11 )診断巾し込みの動機.

12)今後の修繕予定にコいてヒアリングを行ソた.計測に要した時間は，準備および撤収時間を

合めると 1(I-lJの計測あたり約 1U寺問料度であッた.

、

込 • ー一戸ーーー一ー一

図-5.2 計測装置 図-5.3 計測位置
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5. 2. 2 計測事例と波形処理方法

(1 ) 住宅概要

北側対象とした建物はt1jJJ i市東灘lベ魚崎西町に牝慣する 2階建てω木造住宅 (JSH邸)であ

る.ri 1羽IJは平成 16年 9fi 29 11に実施した. ISH邸の外観を写真-5.1にノlミす.以 |斗こ住宅の i-:な

11:様を司す.

建築年:1977 r，r 

fd根 :]i，外時:モルタル壁.内暗:ボード峨.品目是:無筋コンクリ ー ト布足礎

只庫県I半j部地震によりI走行是と壁に無数のクラックが1t't.日本部ItJ計l由I学会と1J 本建築学会

の0H調台結果 54)ではー自IS崩壊.

補修は凶イi:青山身がほとんど行い，畦はモルタルを注入.基礎は業者に依頼し， *IJ端部分を

鉄筋で補強後司コ ンク リー トを打ち込む.

両、12主簡砧診断結果は 0.76で 「やや危険j と判A・-

}rl}住吉は耐震性に不安を抱き，建物外同部にチェーンを巻き付けて補強しようとしたが、

人では凶難だ、ソたため，通常の補強を実施している.補強は基本的には l階部分に壁を噌設し，

併せて尾根，曜の軽量化を行ッた.

写真ー5.1 1 SH邸の外観(兵庫県南部地震時に壁画に発生したクラック跡が確認できる)

5-3 

5. 2. 2 計測事例と波形処理方法

(1 ) 住宅概要

北側対象とした建物はt1jJJ i市東灘lベ魚崎西町に牝慣する 2階建てω木造住宅 (JSH邸)であ

る.ri 1羽IJは平成 16年 9fi 29 11に実施した. ISH邸の外観を写真-5.1にノlミす.以 |斗こ住宅の i-:な

11:様を司す.

建築年:1977 r，r 

fd根 :]i，外時:モルタル壁.内暗:ボード峨.品目是:無筋コンクリ ー ト布足礎

只庫県I半j部地震によりI走行是と壁に無数のクラックが1t't.日本部ItJ計l由I学会と1J 本建築学会

の0H調台結果 54)ではー自IS崩壊.

補修は凶イi:青山身がほとんど行い，畦はモルタルを注入.基礎は業者に依頼し， *IJ端部分を

鉄筋で補強後司コ ンク リー トを打ち込む.

両、12主簡砧診断結果は 0.76で 「やや危険j と判A・-

}rl}住吉は耐震性に不安を抱き，建物外同部にチェーンを巻き付けて補強しようとしたが、

人では凶難だ、ソたため，通常の補強を実施している.補強は基本的には l階部分に壁を噌設し，

併せて尾根，曜の軽量化を行ッた.

写真ー5.1 1 SH邸の外観(兵庫県南部地震時に壁画に発生したクラック跡が確認できる)

5-3 



(2) 測定箇所

図-5.4に lSH邸のセンサ一設置位置 (4台)と測定状況を不す.センサーは水平方向成分の

うち X軸がほぼ北向きにIEJJ向となるように統 一して設置した.

(3) 波形処理方法

EW (張間)

INS I桁行

① 

|測定状況写真 |

[ 、，

，ry 

，I? 

[. ~ @ 2F-B 

直~iW jgII 

図-5.4 ISH邸の常時微動測定位置と測定状況

~I ・5.5 に波形処理プロセスを示す.波形処理はまず，常時微動計調IJ結果から得られた約 10 分

間 (131，072点) の連続波形データから安定している 10.24秒間 (2，048u)の波形データを 10

区間切り出してゼ口基線補正を行った.その切り出した 10波の各波形ごとにフーリエ速度振削

スペクトルを計算し， Blackman Windowにより、11.滑化処理を施した後に 10ì皮を、I~均化した.

EW方向の平均化したフーリ工速度振幅スペクトルを図司5.6に示す.

住宅の固有周期は平均化したフーリエ速度振幅スペクトルについて地盤に対する 2階床のス

ベクトル比を計算し，最も卓越する周期を間有周期と定義した.また，この時の最大振幅比を

地盤に対する 2階の増幅率(伝達関数)とした.1苅-5.7に住宅のほぼ中央においたセンサー(2F-A)

位置における EW方向の 2階床と地盤とのスペクトル比から求めた岡有同期および増幅率を不

す.また，減衰定数は地盤に対する 2階床のスペクトル比からハーフパワー法(1/..'2法)によ

り算定をおこなった.凶・5.8にハーフパワー法による減表定数の求め方を示す.

地盤の卓越周期は 3成分それぞれの、F均フーリエ振幅速度スベクトルから， X)j向(NS)と Y

}j向(EW)の水平成分の 2乗和平}j(H)と， Z)j向(UD)の鉛直成分 (V)から HIVスベクトル比

を計算し，民も振幅比が大きい問期を地盤の卓越周期と定義した.
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5. 3 常時微動計測結果

5. 3. 1 常時微動計測の実施住宅の概要

これまでに計測を実施した 36棟の住宅の分布を|斗-5.9に示す.また，測定地域の内訳を|ヰ5.10

にぷすように，測定は神戸市内 33棟， I打外3棟を対象に実施した.神戸市内の測定地域は灘区，
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5. 3. 2 木造住宅の振動特性

固有周期(1) 

常時微動測定結果から算定した固有周期を図-5.13に示す. なお，長い固有周期が測定された

方向を弱軸方向，短い方向を強軸方向と設定した.固有周期の範囲は弱軸方向で， 0.14........，0.36秒

で，強軸方向は 0.10........，0.33秒であった.また，固有周期は 2階床上に設置した 2台のセンサー

からそれぞれ求めることができ，図・5.13には原則として住宅のほぼ中央に設置したA点と，住

宅端部に設置したB点から算定した結果の比較を併せて示している.A点とB点を比較すると，

決定係数 R2は弱軸方向で 0.99，強軸方向は 0.98であるように，両点の差異は小さい.これより，

固有周期は測定位置による影響をほとんど受けないことが明らかとなった.
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(2) 減衰定数

図・5.14に常時微動計測結果から得られた減衰定数を示す.減衰定数の範囲は，弱軸方向は

0.015""-'0.114で，平均は0.039であった.強軸方向の範囲は0.094""-'0.119で平均は0.035で、あっ

た.また，図-5.14において， 2階床上のA点と B点のそれぞれのセンサーから求めた減衰定数

を比較すると，弱軸方向は両点ともにほぼ同様な値が算定されている.これより，弱軸方向は

測定位置による影響は小さいが，強軸方向については大きくばらついており，測定位置により

異なる値となった.
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(3) 増幅率

図・5.15に2階床上のA点と B点のセンサ一位置における増幅率を示す.増幅率の範囲は，弱

軸方向は5.56"'""'32.6倍で，強軸方向は4.78"'""'31.2倍であった.また.A点と B点位置における

増幅率を比較すると，弱軸および強軸方向ともにばらつきが大きく，測定位置による影響が大

きいことが明らかとなった.固有周期に比較して減衰定数や増幅率が測定位置による影響を受

けた要因として，減衰定数や増幅率を求める場合，波形処理過程において求められたスペクト

ル比の形状への依存性が高く.1)周波数領域における算定方法では，スペクトルの分解能や平滑

化手法によりスベクトル形状が影響を受ける可能性があること.2)波形の切り出し処理を行って

いるため，切り出し方によってスペクトル形状が影響を受けたこと. 3)振動時の挙動について，

並進モードだけではなく回転モードが発生しており，測定位置によりその影響を受けたことな

どが考えられる.
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5.4 木造住宅の固有周期と耐震性能の関係

前節では住宅の固有周期は測定位置によらず安定して求めることができることが明らかとな

った.そこで，その固有周期に着目して住宅の耐震性能の観点から建築年や耐震簡易診断結果

との関係について検討を行った.

5. 4. 1 固有周期と建築年の関係

第 3章において検討したように，建築年は建物の老朽化による性能低下や，時代の変選に伴

う新構法や新材料の開発・普及，建築基準や法規などの法制度の改正など，耐震性能に直接あ

るいは間接的に影響を与えるものであり，耐震性を表す総合的な指標のーっと捉えることがで

きる.そこで常時微動から求められた固有周期が耐震性能とどのような関係にあるのかを検討

するために，まず建築年との比較を行った.図・5.16に建築年と固有周期の関係を示す.図・5.16

より建築年が古いほど固有周期が長くなる傾向がみられ，とくに弱軸方向はその傾向が顕著と

なった.固有周期は住宅重量と剛性の関係を反映したものであり，住宅重量が重いほど，また

は剛性が小さくなるほど固有周期は長くなることから，固有周期が長いほど耐震性は低くなる

と考えられる.
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5.4. 2 固有周期と耐震簡易診断結果の関係

図・5.17に耐震簡易診断 5.6)による総合評価結果と弱軸方向の固有周期の関係を示す.同図か

ら固有周期が長いほど診断値が小さくなる傾向がみられる.とくに固有周期が 0.27秒以上の住

宅の診断値は全て 0.7以下であり r倒壊または大破壊の危険がある」と判定されていた.これ

より，建築年との比較・検討結果と同様に固有周期は耐震性を表す重要な指標として捉えるこ

とができると考える.一方，図・5.17の関係はばらつきが大きく，固有周期のみから精度良く簡

易診断による総合評点を評価することは難しいと判断される.
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このばらつきが大きい要因を究明するために，固有周期と耐震簡易診断における 6評点との

相関分析を行った.図・5.18""'"'図・5.21は， A評点(地盤・基礎の評価)， BXC評点(偏心の評

価)， D>くE評点(水平抵抗力の評価)， F評点(老朽度の評価)と固有周期の関係を示してい

る.これより， D>くE評点と固有周期の相関が他の評点に比較してやや高いことがわかる.
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図-5.18 A評点と固有周期の関係 図ー5.19 BXC評点と固有周期の関係
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しかし，ここで E評点は総合評点の算定を容易にするため，単位面積あたりの壁の長さを必

要壁長さで除して求めた壁の割合を，最終的に取り扱い易い値となるように換算を行っており，

実際の水平抵抗力を評価する場合には不具合が発生する.そこで，より厳密な評価を行うため

に，換算前の壁の割合を求めた.この場合に筋かいが確認できた際にはD評点を反映するため，

壁の割合を1.5倍とした.算定した壁の割合と固有周期の関係について，図・5.22に弱軸方向と

強軸方向を併せて示す.最も適合する累乗式で近似した場合の決定係数R2は0.523である.ま

た壁の割合は，剛性に比例する壁長さおよび建物重量が考慮された必要壁長さから算定される

ことから，固有振動数 fの2乗と相関があると考えられる.そこで，図・5.23に常時微動から求

められた fの2乗と壁の割合を示すが， R2は0.483であり，理論的な関係、と矛盾しない結果が確

認された.これよりばらつきは見られるが，簡便性を求めるのであれば，今回の検討範囲では
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耐震簡易診断における DXE評点は常時微動に基づく固有周期から算定可能と考える.ただし，

今回検討に用いた壁の割合は略算式から求められたものであり，壁の実長は評価されているが，

壁の仕様による剛性や強度の相違は考慮されていないため より精密な耐震診断における検討

が必要となる.
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5. 4. 3 耐震一般診断結果との比較

(1)一般診断法の概要

前項では，耐震簡易診断に基づく壁の割合と固有周期の関係を検討した.ここではでは，よ

り信頼性が高い評価法である一般診断 5.7)と比較を行う.なお，神戸市では， 2005年9月より耐

震診断法が簡易診断法から一般診断法に切り替わっている.ここでは，まず，一般診断法の概

要を説明する.一般診断法では， a)地盤・基礎およびb)上部構造について評価を行う.

a)地盤・基礎の評価では診断対象住宅の立地条件として地盤と地形の調査と基礎形式の調査を

行う.評価の結果は注意事項が記述されるが，評点では与えられない.ただし，地盤が著しく

軟弱と思われる地域にある建物については，後述する必要耐力の割り増しを行う.

b)上部構造の評価について，診断はその住宅が保有すべき必要耐力 Qrと実際に保有している

耐力目を比較することにより上部構造評点(Pd/Qr)を求める.まず，必要耐力Qrは各階ごとに建

物階数と屋根仕様から決定される床面積あたりの必要耐力Qと各階の床面積Aから下式を用い

て算定する.

Qr =Q.A 
(5.1) 

Qrを求める際には，算定条件により軟弱地盤割り増し係数や形状割り増し係数，積雪荷重に

よる追加必要耐力の加算，異種構造混合時の耐力の割り増しが考慮される.

次に保有する耐力 Pdは強さ Pと耐力要素の配置などによる低減係数 E，および劣化度による

低減係数Dから次式により算定する.

九=p・D.E
(5.2) 

強さ Pは壁の耐力 Pwとその他の耐震要素の耐力 Peに基づいて，次式を用いて X方向， Y方

向のそれぞれについて求める.

p=pw+~ (5.3) 

Rv=玄(C.f.f) (5.4) 

fう=0.25・Qr (5.5) 

ここに， cは壁強さ倍率， 1は壁長さ，および fは柱接合部による低減係数である.fは壁強

さ倍率Cと基礎仕様および接合部仕様に応じて決定する.

耐力要素の配置などによる低減係数 Eは，建物の両端 114内における壁量充足率と床仕様に

よって求める.また，劣化度による低減係数 Dは，建物の劣化状況を調査し，劣化事象が認め

られた場合は，劣化事象に応じて定められている劣化点数を求め，建物に存在する部位から得

られる存在点数との比から算出する.
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(2)一般診断結果

一般診断は前節 5.3において常時微動計測を行った 36棟の建物のうち， 1972年""81年に建設

された神戸市内の木造在来軸組構法による住宅 18棟を対象に実施した.表-5.1に診断対象建物

の概要と診断結果の一覧を示す.表・5.1には簡易診断結果および常時微動計測に基づく固有周期

を併せて示している.

表ー5.1 一般診断の対象建物の概要と診断結果一覧

住宅重量
耐震診断結果 常時微動計測結果に

W(kN) 一般 一般診断に基づく強さ 基づく固有周期
No. 建築年 簡易 診断値

P(kN) T(秒)

1階 2階
診断値 ※1 弱割 方向 強制方向

方弱軸向 方強軸向
1階 2階 1階 2階

1976 163.5 81.2 0.76 0.83 58.4 43.1 92.2 44.6 0.224 0.142 
2 1974 92.2 62.5 0.33 0.74 30.8 22.5 44.2 34.3 0.247 0.144 
3 1972 119.3 79.5 0.95 0.76 40.3 32.0 55.8 40.2 0.209 0.132 
4 1975 123.0 86.1 0.32 0.58 32.5 34.5 69.2 42.1 0.242 0.141 
5 1979 123.7 87.8 0.76 0.65 61.0 44.1 78.7 75.3 0.217 0.119 
6 1979 120.6 84.5 0.66 0.80 65.9 40.7 78.8 73.0 0.210 0.104 
7 1975 120.3 89.4 0.95 1.11 47.0 31.9 60.0 43.8 0.206 0.126 
8 1977 161.2 53.0 0.95 1.54 64.0 35.6 83.5 30.8 0.155 0.137 
9 1981 202.7 145.7 0.57 0.79 67.2 72.3 101.7 73.4 0.209 0.160 
10 1975 123.6 72.6 0.95 1.19 49.5 41.9 70.2 34.0 0.186 0.162 
11 1977 176.4 58.0 0.95 1.33 66.3 25.7 87.0 41.0 0.164 0.129 
12 1979 186.2 101.0 0.95 1.35 77.3 57.5 78.6 43.6 0.170 0.169 
13 1977 181.1 66.2 0.76 0.63 61.7 26.9 62.0 42.9 0.263 0.217 
14 1978 172.7 66.2 0.66 1.30 78.7 36.1 84.0 36.1 0.171 0.155 
15 1977 166.9 45.5 0.70 1.57 65.1 28.6 85.8 30.1 0.140 0.128 
16 1977 265.2 102.2 0.38 0.50 112.8 32.1 125.1 34.4 0.211 0.191 
17 1977 167.6 53.0 1.05 1.53 66.2 35.4 79.8 27.5 0.209 0.181 
18 1979 109.1 79.0 0.45 0.68 34.4 31.7 65.9 47.0 0.204 0.121 

※1) 一般診断結果からは各階のそれぞれの方向の上部構造評点が求められるが，表中には簡易診断値と比較するた
めIこ1階において評点が低い方向の値を載せている.

簡易診断結果と一般診断結果に基づく評点の比較を図-5.24に示す.全般的に簡易診断値と一

般診断値には相関があるが，決定係数 R2は0.431であり，両者にばらつきが見られる.また一

般診断に基づく評点が簡易診断より大きくなる傾向がある.
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(3)一般診断結果と固有周期の関係

次に一般診断結果と常時微動に基づく固有周期との関係について比較を行った.一般診断に

よる上部構造評点は前述したように，保有すべき必要耐力 Qrと実際に保有している耐力 Pdの比

として求められる.したがって，前項の耐震簡易診断結果との比較結果と同様に固有振動数 f

の2乗に関係すると考えられる.図・5.25に一般診断結果と子との関係を示す.決定係数 R2は

0.648であり，耐震簡易診断結果に比較して高い相関が得られた.これは 一般診断の上部構造

評点には，固有周期と相関が低かった簡易診断の A評点(地盤・基礎の評価)に相当する評価

項目には評点が与えられていないため，相対的に壁量に基づく評点の影響度が診断値に大きく

反映された結果と捉えることができる.また，図-5.25には予測誤差が正規分布に従うと仮定し

た場合の標準偏差 Gを併せて示している.同図より，上部構造評点が1.0以上となる振動数fを

求めると，平均では 5.2Hz以上となり，-30のばらつきを考慮すると 7.0Hz以上となる.した

がって今回の検討範囲では，常時微動測定の結果， 0.14秒以下の固有周期が得られた場合には，

一般診断における「一応倒壊しないレベル」に相当すると判断できるように，常時微動に基づ

く固有周期は簡易に耐震安全性を評価する指標になり得ると考える.
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(4)常時微動に基づく固有周期と層せん断力係数の関係

一般診断結果と常時微動に基づく固有周期の関係には比較的高い相関が見られたが，ここで

は重要な耐震性能評価指標であり，固有周期との関係性がより高いと考えられる層せん断力係

数との比較を行った.層せん断力係数は木造住宅の荷重一変形関係における復元力特性が層間

変形角 R=1I120radで降伏すると仮定して，一般診断結果に基づく木造住宅の i層における降伏

時の層せん断力係数oCyiを次式により算定した.

F 4(R=l/印刷)

D"yi 
Mjg 

(5.6) 

ここで， Pyiはi層の降伏時耐力，Miはi層が支持する質量，gは重力加速度である.降伏時の
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耐力 Pyiは， 一般診断による強さ Pが R=1/120rad時の耐力に相当することから，強さ Pを用い

た.なお，耐力要素の配置などによる低減係数 Eおよび劣化度による低減係数 Dは考慮してい

ない. (5.6)式に示したように耐力と重量の比で表される層せん断力係数 oCyは常時微動計測に

よる固有振動数 fの2乗に比例すると考えられる.図-5.26に一般診断結果から求められた l階

の降伏時の層せん断力(ベースシア)係数oCy1と「の関係を示す.
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図-5.26 一般診断に基づく 1階の降伏ベースシア係数日Cyと振動数の関係
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図・5.26において両者を比較した結果，決定係数 R
2は0.461であり，必ずしも高い相関は得ら

れなかった.この要因として， 一般診断結果から求められた oCy1は階の壁長さと壁倍率に

基づ、いて降伏時の耐力から算定されるが• 2階建て木造住宅の場合，固有振動数fは 1階と 2階

における質量比や剛性比の影響を受けるため階の耐力や剛性が同じ建物であっても.2階の

剛性が異なると振動数は変化する.そこで.1階と 2階における質量比や剛性比の影響を考慮す

るため.2層の建物モデルを設定して，常時微動に基づく固有周期から降伏時の層せん断力係数

を求める関係式の定式化を行う.

まず，図・5.27に示すような 2層モデルを設定する.
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図-5.27 木造住宅の2層モデル
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各層の階高を hi，各層の質量を IDj，各層の剛性を kjとする.ここで，この 2層モデルの固有

円振動数をωとすると，減衰の影響は非常に小さいとして無視した場合の振動数方程式は次式

で表される.

(k1 +k2-ω2m1)(k2一ω2mJ-k/=0 (5.7) 

各層の質量 IDjは，一般診断法のように各層の床面積から略算することができる.また，固有

円振動数ωは常時微動計測結果から求められた固有周期 Tを用いる.ここで，常時微動に基づ

く固有周期について， 1次周期， 2次周期を同定できると，各層の剛性kjを (5.7)式より逆算す

ることが可能であるが，本研究で用いた常時微動波形の処理手法では 2次の固有周期を明確に

求めることはできなかった.したがって，一般診断結果から得られる各層の強さ Pの比から 1

階と 2階の剛性比αを求めることにより，各層の剛性kjを推定した.剛性比αは一般診断による

1階の強さを Pl> 2階の強さを P2とおくと次式より求められる.

丸 h，.P， 
α=~ 一二一一ι

k1 h2・ξ
(5.8) 

(5.8)式を(5.7)式に代入すると各層の剛性 kiを求めることができる.次に常時微動に基づく降

伏時の層せん断力係数MCyを求める.図-5.28に初期剛性と降伏時の層せん断力係数 Cyによって

決定される弾完全塑性型に近似した復元力特性を示す.

Cy 

A 

R。 Ry=1/120rad 

層間変形角

図-5.28 完全弾塑性型復元力特性

' R(rad) 

図-5.28より，ある層における層間変形角Rと等価剛性Kの関係は層の高さを H，ある層が支

持する質量を M とおくと次式で与えられる.

C...Mf! 
K=ー」ーニ
H.R 

(5.9) 

したがって，常時微動計測に基づく i層の降伏時の層せん断力係数 MCyjは，折れ点の層間変

形角をLとおくと，次式で表される.

k-主主笠jg ， (i=1，2) 
ー hi.Ra
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k，.h.R 
C\，j ムム~ ， (i = 1，2) 
Mjg 

(5.11 ) 

降伏時の層間変形角 R。について，林ら 5.8)は伝統軸組構法による木造住宅を l質点系置換した

時の等価高さ Heと等価質量を Meとし，最大応答変形角 Rに対する等価固有振動数 fと降伏時

ベースシア係数 Cyの関係を定式化して，常時微動から計測された固有振動数品を用いて Cyの

算定を行っている.この時に降伏時の層間変形角 Roを 1/1，OOOradに設定し，限界耐力計算に基

づく Cyと比較した結果，良い対応が得られたことを示している.そこで，本研究では降伏時の

層間変形角 R。は 111，OOOradに設定した.

以上の(5.7)，(5.8)， (5.11)式により，常時微動に基づく固有周期 Tから降伏時の層せん断力係

数 MCyを算定することができる.ただし，算定にあたり l階と 2階の高さをそれぞれ標準的な

高さとして h，=3mとh2=2.7mに設定した.図・5.29に各階について，常時微動に基づく降伏時の
層せん断力係数 MCyと一般診断に基づく層せん断力係数 DCyの関係を示す.1階， 2階ともに常

時微動結果から求めた MCyの方が大きく ，MCyの増大量に比較して DCyの増大量は小さい.
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そこで次に，MCyのoCyに対する倍率に着目した検討を行った.図・5.30(a)"'(c)にMCyとMCyfDCy

の関係を示す.図・5.30(a)は一般診断において通常に求められる強さ Pを基に DCyを算定してい

る.図・5.30(a)をみると MCyが大きくなると MCy/OCyが大きくなっている.oCyは一般診断におけ

る壁長さと壁倍率から強さ Pを求めたものであり，壁倍率は 1I120rad変形時の耐力に基づいて

いる.しかし，既往の実験などによると， 1I120rad時の耐力は壁倍率から求められる耐力よりも

大きいとされている.鈴木ら 5.9)は在来構法木造住宅を対象とした静的水平力載荷実験を実施し，

1I120rad時の耐力を非耐力壁である小壁や腰壁の存在を考慮した壁倍率から算定し，実験結果と

比較を行った結果，壁率から算定した耐力よりも実験結果の耐力の方が2"'3倍大きくなるとし

ている.綿引ら 5.10)は木造住宅の実大実験の結果から層間変形角1I120rad時の耐力が雑壁などの

効果により，建築基準法に基づき壁量から計算される耐力に対し 200%の余力を持っているとし

ている.地震動応答解析による評価では，山田 5.11)は木造住宅の雑壁量と固有周期，地震時最大

層間変位を比較検討し，雑壁量が固有周期や応答変位に影響を与えていることを示している.

したがって，全体の剛性評価，耐力評価を行う上で耐力壁以外の雑壁などの住宅構成要素の影

響が考慮される必要があると考える.常時微動計測に基づく固有周期には，このような雑壁な

どの耐力壁以外の剛性，耐力が含まれていると考えられ，その結果，降伏時層せん断力係数が

壁倍率から求められた場合に比べて大きく評価されたと推察できる.MCyのoCyに対する倍率は，

MCyが 1.0程度までは 1.0"'2.5倍程度であり， MCyが 1.0を超えた範囲では 2.5倍"'3.5倍程度で

ある.MCyとMCyfOCyとの相関は非常に高く，決定係数 R
2
は l階は 0.825，2階は 0.782であっ

た.この関係を利用して，常時微動に基づく MCyから一般診断における DCyを簡易に推定した

り，一般診断で求めた強さ Pが妥当かどうかを客観的に確認したりするような常時微動の利用

可能性を挙げることができる.

図-5.30(b)はさらに耐力要素の配置などによる低減係数Eを考慮して求めた強さ P'から DCy'を

算定して比較した結果を示している.また，図-5.30(c)は低減係数Eと劣化度による低減係数D

を考慮した強さ P"から DCy"を算定して比較した結果を示している.低減係数EやDを考慮す

ると相関は低くなっている.これより 壁の剛性や耐力評価を行う上で，常時微動に基づく固

有周期は重要な耐震性能指標となり得るが，前項5.4.2における耐震簡易診断との比較結果と同

様に，耐力要素の配置の影響や劣化度は固有周期に反映されにくい耐震性能の評価要素と考え

る必要がある.
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常時微動による補強効果の測定5. 5 

5.2節の計測事例の中で説明した ISH邸は司既に耐震改修工事を終 fしている.そこで，耐震

耐震補強T事後に常時微動計調IJ補強前後でどωように振動特性が変化したかを肥梶するため司

C!-t，[i均)}j向を実施した.補強は|司づ.31にぷす部分に慨を附設し，特に弱軸である l附の EW

勺ア
f 、ーに峨を附設することにより，剛性および強度を確保し，併せてj長根の軽量化を行っている

NS (南北) }jlnJは1.32EW)j向は 0.83から 1.47に，-M~ ，診断による J-_部構造評点は.の結果、

から 2.10に向トーしている.I米l・5.32に補強前後の EW方向の同有同期の変化を示す. l~il 有同期は

liir節の|地・5.25の関係式を川いて振動数 fの2乗ここで、EW方向ともに開くなッている.NS， 

補強後は1.74となソEW)jII1Jは補強前の 0.81に対して，から ，--部構造評点を簡易推定すると司

た.本研究における分析結果に基づくと、補強後の'，li1有同期 0.14秒は推定の誤足を..15-/蓋しでも

.}IC.;倒壊しないレベルと‘同断できる.

このように常時微動計測にJ.l5づく ，;千和liは補強効果を客観的にぶすことができる利点を有して

耐震補強工このような評価の実施は， {t，ちの耐震化を促進する，:で t主要な要件であり.いる.

事の!日l質確保や工事に対するfi:L(の1，;頼を高めることなどが期待できる.
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5.6 まとめ

本章では，兵庫県神戸市内を中心に静的な耐震性能評価手法である耐震診断が実施された住

宅を対象として，常時微動結果から得られた住宅の振動特性について検討を行い，耐震簡易診

断結果，一般診断結果との比較を行った.その結果，以下の知見が得られた.

1) 常時微動計測結果から住宅の振動特牲として固有周期，減衰定数，増幅率を算定し，デー

タを集積するとともに，それらの算定に察して常時微動の測定位置が与える影響について

分析を行った.その結果，固有周期は測定位置の影響をほとんど受けることなく求めるこ

とができるが，減衰定数と増幅率は測定位置により異なる値をとる場合があることが明ら

かとなった.

2) 建築年と固有周期の関係から，建築年が古いほど固有周期が長くなる傾向が見られた.

3) 耐震簡易診断結果と国有周期の関係から，固有周期が長くなると診断結果の総合評点が小

さくなる傾向が見られた.

4) 耐震簡易診断における 6評点と固有周期の関係を分析した結果， D>くE評点(水平抵抗力

の評価)と固有周期の相関が他の評点に比較して高くなった.

5) 耐震簡易診断において算定される壁の割合と固有周期の相関は高く，固有周期から簡便に

壁の割合を推定することが可能であることを示した.

6) 耐震簡易診断が実施された住宅のうち， 1972年から 1981年に建設された 18棟の住宅を

対象として，より精密な診断手法である一般診断を実施し，耐震簡易診断結果と比較した

結果，両者にはばらつきがみられ，全般的には一般診断値による評価点の方が高くなる傾

向があった.

7) 一般診断による上部構造評点と常時微動に基づく固有振動数 fの2乗との相関は高く，f

から上部構造評点を簡易に推定可能であることを示した.

8) 固有振動数 fの 2乗と地震応答解析の主要なパラメータとなる降伏時の層せん断力係数

について比較検討を行った.その結果， 1階と 2階の質量比や剛性比を考慮して，常時微

動に基づく固有周期から降伏時の層せん断力係数を求める関係式の定式化を行った.

9) 住宅重量の軽量化を図り，耐震壁を増設補強した住宅を対象に補強前後で常時微動計測を

実施した結果，補強後の固有周期が短くなっていることが確認され，常時微動計測は補強

効果を客観的に示すことができる利点を有していることを示した.

本章の検討結果を踏まえて第 7章では常時微動計測により得られる固有周期 Tと地震応答解

析の主要なパラメータとなる降伏時の層せん断力係数 MCyの関係，および耐震診断に基づく住

宅の構造特性を反映した建物の振動モデルを作成し，地震応答解析による被災危険度評価手法

の構築に関する検討を行う.
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6) 耐震簡易診断が実施された住宅のうち， 1972年から 1981年に建設された 18棟の住宅を

対象として，より精密な診断手法である一般診断を実施し，耐震簡易診断結果と比較した

結果，両者にはばらつきがみられ，全般的には一般診断値による評価点の方が高くなる傾

向があった.
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析の主要なパラメータとなる降伏時の層せん断力係数 MCyの関係，および耐震診断に基づく住

宅の構造特性を反映した建物の振動モデルを作成し，地震応答解析による被災危険度評価手法

の構築に関する検討を行う.
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第6章 地盤のサイト特性を考慮した建物への入力地震動評価

6. 1 震源特性および伝播経路特性を考慮した広帯域地震基盤波の作成

地震動による個々の建物の動的な挙動を評価する場合，個々の建物に入力される建設地点近

傍の表層地震動が適切に評価される必要がある.そこで，本節では，地震動の 1)震源特性， 2) 

波動伝播特性， 3)地盤増幅特性と，木造建物の振動周期領域が考慮されたハイブリッド法による

兵庫県南部地震時の強震勤評価を行った.

ハイブリッド法は理論的に長周期の波動場を求めた結果に，主として統計的グリーン関数法

によって求められた短周期成分を付加する方法である.本研究では， 1)工学的基盤面までの地震

動を松島・川瀬 6.1)による 3次元有限差分法によって推定された地震動に，短周期は兵庫県南部

地震の震源パラメータやスペクトル特性を反映させた統計的予測モデル 6.2) (EMPRモデル:

.E.arthquake坦otionfrediction II .Revised ModeOによる推定結果を加え， 2)工学的基盤から地表

までの地震動の増幅については地震応答解析プログラムDYNES6.3)(旦工主amicresponse analysis of 

level ground by .E.ffective .s.tress-nonlinear method)を用いて地震動推定を行った.

6. 1. 1 ハイブリッド合成法による工学的基盤面上の地震動推定手法の概要

これまでに「神戸の地盤研究会“りでは， 4種類の手法を用いて任意の地点における地震動

推定を行い，各手法の特徴の比較を行っている.その結果，工学的基盤上は松島・川瀬による 3

次元有限差分法によって推定された地震動を用い，工学的基盤面から地表までの地震動の増幅

は等価線形化手法を用いた地表面における地震動の推定結果が木造建物被害を良く説明できる

ことを明らかにしている.松島・川瀬 6.1)は，神戸海洋気象台の観測記録の断層直交成分(N33

W)の速度波形からフォワードインバージョンにより周期 1秒の速度パルスを含む観測波を再現

できる 4つのアスペリティからなる震源モデルを推定し，反射法地震探査結果を元に構築した

三次元盆地構造モデルを用いて，有限差分法により大阪層群上面における地震動を算定してい

る.その結果，最大速度分布について， 100cmls以上の大振幅領域は震度 7の分布と良く対応す

ることを示した.三次元盆地構造モデルは， 134.957
0 

E， 34.645
0 

Nを原点として反時計回り

に33
0

傾いており，長さ 42km，幅 18km，深さ 22.8kmである.また，メッシュ間隔は80mで，

X軸は右向き正， Y軸は下向き正の右手系座標系である.このため，応答地震動は格子点間隔

80m毎に算出されている.ここで，有限差分法は解析対象領域内の離散化されたメッシュ交点

毎に独立して物性値を入力できるため，不均質性が強い場の問題を解く場合に適しているが，

適用できる周波数帯はメッシュ間隔から決定される周波数よりも低周波数側に限定される制約

があり，松島・川瀬により推定された大阪層群上面における推定地震動においても周期 1秒以

下の解析精度の信頼性は低くなっている.一方，木造住宅の崩壊機構への影響を考えると，表
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層地幣への入力波は木造住吉の弾性周期市である l秒以下の句同期領域を考慮する必要がある.

ハイブリッド波形合成法は.地盤の不均質性の影響を受けにくく彼自jモデルで説明日I能な長

問期帯域の地震動を県論的に計算し，ヂ均質性の影響を受けやすく聞論的な計算が難しい場の

に短j占j期帯域の地震動を統計的に計算する手法である.そこで.松島 ・川瀬 6.1)による推定地位

動をベースとして，傾向期借域は杉JJら 6.1)強震動の統計的予測モデル (EMPRモデル)を聞い

て波形合成を行コた.この)j法は， L学的基盤での強震動データからマグニチュードと距離の

関数として非定常スペクトルの経験式を作り，断層をマグニチュード()相1の小領域に分割し

た|二で司破壊伝播速度などを考慮、して時間軸上で小領域からの寄与を足しのわせるものである

その結果，実際の波形を用いて小断凶破壊の弔ね合わせuト宇を決辻・することにより .スペク 卜

ル特性まで合めて兵出県南部地震による地袋動を精度良く再現できたとしている.

6. 1. 2 検討位置と波形合成方法

検討対象位置を凶-6.1に示す.神fi di域は‘ 表層地質ω違いや兵庫県市部地震による被存ωw

度から，東部・中部・阿部ω3地[)くに大別することができる.そこで.本研究の検討対象位向

は|斗6.1に示すような 3測線を設定した.東部地Iえおよび中部地lベにおけるiWJ*泉佐inは.只Jt1(

I!;"，によッて実施された反射法地長傑査測線の位置をjじに設定し，同部地|ベにソいては司既11:の

文献れ 5)を参考にした. 各測線と千も)に出測lリl悦走線忠の|川山11側を起点としてそれぞぞ、jれ11 0∞)泊o.口m11向何リ正fに地震動推!辻4主¥d人"イ‘

を『設没l辻Eした.

震度7の分布場

二 二 解析測線位置

。 5km 

図-6.1 解析測線位置
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6.2 表層地盤の増幅特性を考慮、した地震動シミュレーション

前節で得られた工学的基盤上におけるハイブリッド合成波形を入力地震動として，浅層地盤

(沖積層・段丘相当層)を対象に逐次積分法による非線形解析手法により地震応答解析を行った.

解析プログラムは DYNESを用いた.この手法は微小時間ごとに逐次地盤の変形を解析しなが

ら計算する手法であり，一般的には等価線形化手法に比較して大きな歪レベルまで精度良く計

算できる特徴がある.

(1) 解析モデルの概要

浅層地盤モデルは，既往文献 6.6)の地盤モデルを用いた.この地盤モデルは測線下の2次元的

な浅層地盤状況を把握するため，地盤情報データベース「神戸 JIBANKUNJ6.7)に収録されている

ボーリングデータ及び既往の文献 6.8)を参考として作成された浅層地盤断面図から構築されてい

る.浅層地盤の地層は，沖積砂層(As)，沖積磯層(Ag)，沖積粘土層(Ac)，沖積海成粘土(Ma13)，

段丘砂層(Ds)，段丘磯層(Dg)，段丘粘土層(Dc)，段丘海成粘土層(Ma13)，盛土・埋立土(F)，大阪

層群砂層(Os)，大阪層群探層(Og)，大阪層群粘土層(Oc)の 12層に分類されている.なお，既往

文献 6.6)では洪積層としているものを，ここでは段丘相当層として読みかえている.浅層地盤断

面図を図・6.3(a)'-"'"(c)に示す.各測線の特徴は以下のとおりである.

東部測線については，沖積層は地表面地形傾斜の変換点付近(E13)から断面右側(以下，海側

とする)にかけて砂層が厚く堆積する.この砂層は，この地域に特徴的な海浜性の砂層であり，

青木砂層と呼ばれているものである.沖積粘土層は， E2.-.....E14の陸域に薄く分布している.一

方， E23付近から海側には海成の沖積粘土(Ma13)が層厚 10m前後で分布する.沖積層の下位に

は段丘相当層が分布する.上位より段丘磯層，段E砂層が分布し， E8付近より海側においては，

さらに下位に Ma12が分布する.

中部測線については，沖積層はC3より断面左側(以下，山側とする)及びC15より海側では

砂層が分布する.これらの堆積物は生田川によって形成された河川性堆積物と氾濫堆積物であ

ると考えられる.沖積粘土層は Cll付近で地表に現れている以外は，ほとんど確認できない.

段E相当層は，沖積層と同様に C15付近より山側では礎層が， C15付近より海側では砂層が主

。体となっている.Ma12はC15より海側に行くに従い厚く分布する.

西部測線については，山側では断層の影響により大阪層群が隆起しており，急角度に傾斜し

ている.W10付近より山側では沖積層の厚さは 2m程度である.W15付近より海側では，沖積

層が層厚 15'"'-"20mで分布し，海側に行くに従い厚くなる.WlO'-""'W22では砂層が主体であり，

W22より海側では表層 10m付近に磯層が分布する.この磯層は長田磯層と呼ばれ，この地域に

特徴的なものとなっている.Ma13はW33付近より海側に層厚 5.-.....10mで分布する.段丘相当層

については，砂層と磯層が混在して分布する.Ma12は W23付近より海側に行くに従い厚く分

布する.
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(2) 物性値の設定

既往文献 6.6)に基づき工学的基盤を設定した. Ma12が分布する範囲ではMa12工学的基盤は，

Ma12が分布しない範囲ではN値60以上に設定している.の直下に，

地震応答解析プログラム DYNESに必要な主な物性値は，①層種，②層種別の層厚(m)，③単

それぞれの決定方法及び値を記す.位体積重量(kN/m¥④せん断波速度(m/s)である.以下に，

①層種

図・6.3(a)'"'-(c)に示す地質断面図から推定した.

②層種別の層厚(m)

図・6.3(a)'"'-(c)に示す地質断面図から推定した.

③γ 単位体積重量(kN/m3)

既往の研究6.6)を参考に設定した.

④v s :せん断波速度(m/s)

既往の研究6.6)では，各測線を中心とした約2km幅に分布するボーリングデータのN値から，

表・6.1に示す換算式を用いて測点ごとに各層のせん断波速度を求め，地盤モデルを作成している.

本研究ではこの地盤モデルを用いた.参考のために，各地区，各地層の平均N値，平均Vs，単

位体積重量を表-6.2に示す.参考に深度毎に設定した.
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表・6.1に示す換算式を用いて測点ごとに各層のせん断波速度を求め，地盤モデルを作成している.

本研究ではこの地盤モデルを用いた.参考のために，各地区，各地層の平均N値，平均Vs，単

位体積重量を表-6.2に示す.参考に深度毎に設定した.
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表-6.1 各地層の N値とせん断波速度の関係 6.6) 

Vs=AXNB 係数A 係数B
Ac 沖積粘土層 87 O. 372 

As 沖積砂層 106 0.231 
Ag 沖積蝶層 103 0.205 

Dc 段E粘土層 102 0.362 

Ds 段E砂層 175 O. 171 
Dg 段丘蝶層 241 0.099 
Ma13 沖積粘性土層 150 O. 157 
Ma12 段丘粘性土層 183 O. 142 
F 盛土・埋立土層 141 O. 129 

表-6.2 各地層の平均物性値 6.6) 
西部地区 中部地区 東部地区

層種 平均 平均 平均 平均 平均 平均

N値 Vs !m/sl N 値 Vs !m/sl N値 Vs !m/sl 
Ac 沖積粘土層 11 212 g 197 11 212 
As 沖積砂層 25 223 23 219 23 219 
Ag 沖積楳層 39 218 42 222 33 211 

Dc 段丘粘土層 22 312 23 317 23 317 
Ds 段丘砂層 43 333 42 332 45 336 
Dg 段丘楳層 54 358 50 355 52 356 
Ma13 沖積粘土層 10 215 3 178 178 
Ma12 段丘粘土層 18 276 16 271 14 266 
F 盛土・埋立土層 11 192 17 203 11 192 
Oc 大阪層群粘土層 30 349※1) 26 332※1) 41 391※1) 

Os 大阪層群砂層 48 339※1) 51 343※1) 59 351※1) 

Og 大阪層群牒層 52 356※1) 39 346※1) 43 350※1) 

※1 :大阪層群の Vsについては，段丘層の N値から Vsへの換算式を用いた.

※2 :大阪層群のγtについては，段丘層の値を用いた.
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(3) 地震応答解析結果

第 3寧において設定した地震}j指標である最大地動速度(以下.PGVと称す)の分布をl火|・6.4(a)

"-'(c)にノ下す.各測線における PGVのピーク値は，東部課1/線で 152kine. 中部測線で 148kine.州

市I~測線で 11 2kin e である. 東部測線では ri長災の得」に該当する算定点(E・6"-'E-17)で PGVは制

高なピークをボしており，また東部損1/線に比較すると顕著ではないが.中部測線.I列部測線に

おいてヰ)r震災の措」に該当する算定点 (C・6"-'C・14. W-7"-'W・22) の間で PGVは大きな値をボ

す傾向がある.なお，阿部担.1/線付近で観測された地震動の PGVは.JR 鹿取駅で約 I27kine{、91(EW

)JI何)であり.本研究で求めた地表面の PGV分布に近い記録が得られている.
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図・6.4(a)'"'-'(c)に，工学的基盤面における松島・川瀬川による推定PGV分布およびハイブリッ

ド合成波形から得られた PGV分布を併せて示す.

東部測線について，工学的基盤波については，松島・川瀬モデルとハイブリッド合成波形に

大きな差異はみられない.中部測線について，工学的基盤波についてはハイブリッド合成波形

の方が松島・川瀬モデルより少し大きい.西部測線について，工学的基盤波については中部測

線と同様にハイブリッド合成波形の方が松島・川瀬モデルより少し大きい値を示した.
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6.3 最大速度に着目した推定地震動の検証

本節では，解析測線上で推定した最大地動速度 (PGV)に着目して，建物被害，および人的

被害と比較を行うことにより地震動推定の妥当性の検証を行う.

6. 3. 1 被害関数を用いた建物被害推定に基づく最大速度の検証

本項では，第3章， 4章で構築した木造建物の層破壊被害関数を用いて，地震動推定結果から

求められた PGVを入力することにより得られた被害分布について考察する.建物情報は神戸市

保有データを用いた.地震動推定手法は，第 4章で東灘区の実層破壊数を精度良く推定するこ

とができた，林ら 6.10)による建物被害から逆算して求められた PGVと本研究における PGVを用

いた.ここで，被害推定を行うにあたり，次項において死者の発生を推定するため，戸建住宅，

共同住宅，長屋住宅のそれぞれの層破壊数を算定して総計した.使用した被害関数は，戸建住

宅は第 3章 3.4節の図-3.26の建築年代を考慮した層破壊被害関数である.共同住宅はデータ数

が不足しているため，第 3章 3.4節の表-3.10の回帰係数を用いて評価し，建築年代は考慮され

ていない.長屋住宅は西宮市における層破壊発生率が戸建住宅をほぼ等しかったことから戸建

住宅の被害関数を準用した.図-6.5(a)"-'(c)に各測線毎の誤.'l点における推定層破壊数を示す.

図・6.5(a)の東部測線について，本研究による層破壊数がやや少ない傾向があるものの，大きな

相違は見られず，震災の帯域で大きな被害が発生していたことを精度よく推定できている.

図・6.5(b)の中部測線について，東部測線や西部測線に比較すると層破壊被害数は少ない.これ

は，木造建物の存在数が少ない影響によるものである.また，本研究による層破壊数がやや多

い測点が存在している.

図・6.6(c)の西部測線について，本研究による PGV分布には明瞭な震災の帯が確認できなかっ

たが，総合的な耐震性能指標と考えられる建築年を考慮することにより，明瞭な帯域が再現で

きている.ただし，林らによる PGVを入力した場合に比較して層破壊数が少ない傾向が見られ

た.
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6. 3. 2 死者発生数の推定に基づく最大速度の検証

( 1 )建物損傷度と死者発生率の関係

前項において層破壊被害数を推定した結果，西部視1)線において本研究による PGVを用いた場

合，推定数が少ない傾向が得られた.しかし，西部測線では層舷壊被害に関する調査は実施さ

れていないため，実建物被害との比較は難しい.そこでここでは，建物被害から死者数を求め，

実際の死者数との比較を行い， 地震動推定から得られたPGVの妥当性を検証する.

まず，西宮市におけるデータベース 6.11)を用いて，建物損傷度と死者発生窄の関係を分析した.

表-6.2および図・6.6に木造の戸建住宅，長屋建住宅および共同住宅について，分析結果から求め

られたそれぞれの建物損傷度別死者発生率を示す.死者発生率は次式を用いて算定している.

n N" 
E 一

人01)，、r-
N
b 
X Nr x Np 

(6.1 ) 

ここに，(BI.O/)R，は建物穐別および損傷度ごとの損傷率であり ，Btは建物種別， DIは損傷度，Nd 
は損傷度ごとの死者数， Nbは損傷度ごとの建物数， Nfは建物種別毎の世帯数， Np:建物種別毎の

Ilt帯人数である.建物種別は建物数が多い一戸建住宅，共同住宅，長屋建住宅の 3種類を考虚

した.

図-6.5に示すようにどの建物種別においても建物損傷度が大きく なると死者発生率も高くな

る傾向が得られ，特に層岐壊建物における死者発生率が高いことが明らかとなった. したがっ

て層破壊を考慮することにより，どこにどの程度の死者が発生するのか，その予測精度の高度

化が期待できると考える.
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(2)神戸市東灘区における死者発生分布の推定

|二記の検討結果に基づ、いて，第 4章の検討で被害関数の適用性が確認されている神戸市東灘

死者発生の推定精度の確認を行|反において兵庫県南部地長による死者発生分布の推定を行い，

った.東灘医では 1，338人の直接死が報告されているが， 推定結果と比較検証を行うために使用

した死者データは兵庫県による 1.219件の検屍データを GIS上に統合したものを刑いた.推定は

まず， 1)被害関数を用いて建物種類毎の慣傷度別被害建物数を求め， 2)その建物に居住者数を推

定し， 3)死者発生への影響度が高い半壊(D3)以ヒについて， 建物損傷度別の死者発生率を居住者

居住者数は地震発生時刻が早朝だ、ったことなお，数に乗じてIUf丁目単位の死者数を推定した.

PGVは林ら表-6.3に算定条件と結果を示す.を与慮して全ての人が在宅していたと仮定した.

兵庫県南部地震東灘区における推定死者数は 1，195人であり，6.14)による推定地震動を用いた

また， 1采1-6.6(a)に

実際の死者の分布を図・6.6(b)に推定した死者の分布を示すように，死者の発生範囲を精度良く 推

による木造建物の被害を要因とした死者数の 1.196人を良く推定できている.

定した.

西宮市における建物種別および建物損傷度別の死者発生率

被害関数を用いた推定建
実際の死

物被害数(績傷度別，棟) 一棟あ 一世帯
死者発生率 (~，) 推定死者数 者数から推

建物種別
たりの世 あたりの 実際の 定した木造

帯数(世 人員数 死者数 建物被害に

03 04 05以よ 帯) (人) 03 04 05以上
建物種

計
よる死者数

別毎 冨'

一戸建住宅 1.272 3.892 3.466 1.26 2.32 0.27 0.36 8.17 878 

共同住宅 59 311 421 6.26 2.32 。。。 0.32 3.70 241 1.195 1.338 1.196 

長屋建住宅 87 320 548 3.55 2.32 0.00 0.57 1.36 76 

表-6.3 

*糸井川 o12)は多くの死者が発生した 2階以下の低層建物において. 89.4%は木造建物で発生したと報告してお

り.その関係式を用いて批定 した
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(3)解析摂IJ線における死者数推定に基づく 最大速度の検証

東灘区において精度良く死者発生を推定した手法を用いて，各地震動推定手法か ら求め られ

たPGVを入力することにより得られた死者推定数から.推定地震動の妥当性を確認する.PGV 

は前節における検討と同様に林 らによる PGVと本研究における PGVを用いた.各推定結果を

図-6.7(a)~(b) に示す.

結果にについて東部測線および中部測線については， 3種績のいずれの推定 PGVを用いた場

合においても良好な推定結果が得られた しかし，西部測線について，林 らによる推定 PGVを

用いた場合は大きな推定値を与えた.この要因として林 らの推定 PGVは，建物用途は考慮され

ているが，建築年は考慮されておらず，建物の|耐震性が十分に反映されていないこ とが考え ら

れる.堀江 6.1J)は，神戸市街地の建物特性として神戸市兵庫区や長問区は他の区に比較して 1945

年以前の戦前 ・ 戦中期や 1946 年~ 1 955 年の戦後復興期に建設された古い建物が多く存在し，戦

前の建物が兵庫区で約 25%，長田区で約 30%を占め，戦後復興期の建物は兵庫区で約 24%，長

田区で約 10%を占めていたことを明 らかにしている. したがって，建物の|耐震性が低いために

大きな被害が先生したが，その結果，被害から地震動を逆算する際に大きな地震動を推定した

可能性がある.また，本研究による PGVはいず

大速度に着目する限りは，妥当な地震動推定結果が得られている.

35 

1林ら!こよるPGV|
40 

|本研究によるPGV
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図-6.7 地震動推定および被害関数を用いた建物被害から推定された死者人数と実被害の比較(測

線毎)
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6.4 まとめ

本章では，地震動による個々の建物の動的な挙動を評価するために，建設地点において， 1) 

震源特性， 2)波動伝播特性， 3)地盤増幅特性を考慮し，かつ木造建物の振動周期領域が考慮され

たハイブリッド合成法による兵庫県南部地震時の表層地震動の推定を行った.その結果，得ら

れた知見を以下に示す.

1) 工学的基盤面までの地震動を長周期帯は 3次元有限差分法によって推定された地震動に，

短周期帯は兵庫県南部地震の震源パラメータやスペクトル特性を反映させた統計的予測

モデルによる推定結果を合成し，工学的基盤から地表までの地震動の増幅については非線

形解析手法を用いて設定した解析測線上の地震動推定を行った.

2)地表面の最大速度(PGV)に着目して， a)被害から逆算された PGVと， b)本研究において

推定したPGVと，本研究で構築した被害関数を用いて，設定された3つの解析測線上で

建物被害分布を推定した結果，建築年という総合的な耐震性能指標を考慮することにより，

PGV分布では確認できなかった建物被害の大きい震度 7の帯域を精度良く推定可能であ

ることを明らかにした.

3) 西宮市における建物種別および損傷度別の死者発生率を算定した.

4) 西宮市における死者発生率を用いて，東灘区の死者数および死者発生分布を建物種別およ

び建物損傷度に基づいて推定した結果，良好に推定可能であることを示した.

5) 建物被害関数および死者推定手法の適用性に大きな問題がないことを確認した上で，解析

測線上の死者発生数を推定した結果，本研究による PGVはいずれの測線においても実被

害を説明可能な推定結果を与え，妥当な地震動推定結果が得られていることを確認した.

次章では，推定した兵庫県南部地震の再現波形を用いて，木造建物の振動解析を行う.
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第7章 応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価

本章では，応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価手法を確立するために，1)木

造建物群の推定を行い，木造建物群の構造特性および振動特性を考慮した振動解析モデルを構

築して， 2)地震応答解析により最大応答変形角と建物損傷度の関係について検討を行う.

7. 1 応答解析に基づく地震被災危険度評価手法

はじめに地震被災危険度評価手法の概要を説明する.図・7.1に評価の流れを示す.まず，第5

章から得られた常時微動計測に基づく固有周期を用いて木造住宅群のモデル化を行う.木造建

物群のモデル化は，在来軸組構法による 2階建ての住宅を対象として，1)常時微動から得ら

れた固有周期の分布を考慮したモデル，および2)固有周期の分布を考慮したモデルに耐震診

断結果から得られた木造住宅の構造特性の分布を考慮したモデル，の 2種類を構築する.構築

した木造住宅群について，建物 1棟毎に与えられた固有周期から第5章5.4節の(5.7)，(5.8)，およ

び(5.11)式を用いて地震応答解析の主要なパラメータとなる降伏時の層せん断力係数を推定す

る.その層せん断力係数をパラメータとした復元力特性を設定し， 2質点せん断型の振動解析モ

デルを構築する.構築した解析モデルを用いて木造建物群の建物 1棟毎に，第 6章の結果から

得られた地盤のサイト特性を考慮した地震動を入力して地震応答解析を行い，最大応答変形角

を求める.求められた最大応答変形角について，最大応答層間変形角と建物損傷度の関係を設

定して被害発生の有無を判定し，被害の棟数比によって被害率を算定する.この被害率と第 3

章および第 4章において構築した損傷度別被害関数を用いて，最大応答変形角と建物損傷度と

の関係を考察する.
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7.2 耐震性能を考慮した木造建物の振動解析モデルの設定

本節では第 5章において動的な振動特性として得られた常時微動に基づく固有周期を利用し

て，1)固有周期から推定される降伏時の層せん断力係数のみを考慮した簡易的な振動解析モ

デルと， 2)耐震診断から得られた構造特性情報を考慮したモデルを設定する.

7.2.1 標準的な構造特性に基づく解析モデルの構築

まず，常時微動計測による固有周期を基に振動解析モデルを構築する.すなわち，木造建物

群モデルは固有周期の分布のみを考慮して構築し，その他の解析パラメータである階高， 2層の

質量比，剛性比は統計データなどを参考に，標準的な 2階建てを想定して固定値として設定す

る.本研究では兵庫県南部地震を対象として建物応答に関する解析が行われた既往の研究例えば

7.1)，7.2)，7.3)を参考にして，図-7.2のような2質点型の振動解析モデルを設定した. 1階， 2階の高

さは3mと2.7mとし，質量比は4: 3， 2層部の剛性は 1層部の 0.75倍である.

m29 = 15t 
h2 = 2.7m 

m19 = 20t 

h1 = 3.0m 

図一7.2 2質点せん断型モデル
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木造建物群のモデルを設定するための固有周期の分布は，比較的多くの常時微動データが得

られた 1972年"-'1981年の建物を対象とし，第 5章において表・5.1に示した住宅 18棟をランダ

ムサンプルとして扱い， 対数正規分布を仮定して固有周期の平均値λと標準偏差Eを求め推定

した.建物群の建物総数を 200棟として対数正規乱数を発生させ，得られた固有周期の分布を

|ぎ卜7.3に示す.また，図・7.3には強制l方向と弱制l方向についてλと乙の値を示している.結果と

して， I~I 有周期について，弱軸方向は 0.1 24 秒 "-' 0 .287 秒，強制1方向は 0.077"-'0.239秒に分布す

る建物群を作成した.この建物群をモデル Aと設定する.
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復元)J特性は図・7.4に示すように設定した.この復元力特性は層間変形角 1/120rad時の降伏

|耐力Pyを 1.0とした規準化復元力に対し，鈴木ら71)による実在の木造住宅を対象に実施した静

的水平力載街実験を参考にして， トリリニア型履歴特性とスリップ型履歴特性の複合型とした.

トリリニア型の第 l折点は屑問変形角 1/120rad s.1j:と し，負担比率は0.4と した.第2折点は 1/30rad

に設定して， 耐力は 1/l20rad時の 1.5倍と設定した.スリップ型の第 l折点は 1/l20radとしてい

る.ここで， 降伏|耐力Pyは建物重量 Mgと降伏時の屑せん断力係数 Cyの積で求められる.

層せん断力係数 Cyは構築した建物群モデルの固有周期|を基に第 5章 5.4節の(5.7)，(5.8)およ

び(5.10)式を用いて 棟毎に算定した.この算定において，常時微動に基づく降伏時の層間変

形角 Roは5章と同様に 1/1，000radとした.推定の結果，設定したモデル群において，弱刺|方向

の l層の Cyは0.19"-'1.05となった.この値と，5章の図・5.30(a)に示した関係を用いて， 一般診

断に基づく l層のベースシア係数に対する倍率を推定すると 1.05"-'2.94となる.この値がいわ

ゆる雑畦効果に相当することになる.既往の実験結果 7.4).7.5)からは，この雑壁効果は2倍"-'3倍

程度と報告されている.弱軸方向に関して推定結果は概ね妥当な数値を与えており，この値を

問いて解析を行う.一方，強制l方向も同線に求めると， 1層のベースシア係数は0.28"-'2.71，一

7-4 

木造建物群のモデルを設定するための固有周期の分布は，比較的多くの常時微動データが得

られた 1972年"-'1981年の建物を対象とし，第 5章において表・5.1に示した住宅 18棟をランダ

ムサンプルとして扱い， 対数正規分布を仮定して固有周期の平均値λと標準偏差Eを求め推定

した.建物群の建物総数を 200棟として対数正規乱数を発生させ，得られた固有周期の分布を

|ぎ卜7.3に示す.また，図・7.3には強制l方向と弱制l方向についてλと乙の値を示している.結果と

して， I~I 有周期について，弱軸方向は 0.1 24 秒 "-' 0 .287 秒，強制1方向は 0.077"-'0.239秒に分布す

る建物群を作成した.この建物群をモデル Aと設定する.

F
D
n
U
R
u
n
u
k
d
n
U
F
O
n
u
 

qu
内

J

n

t

n

t

4

1

4

1

[
揮
]
諮
問
詳
細

200棟の建物群を作成

弱軸方向

0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 

固有周期[秒]

0.30 0.35 

図-7.3 木造建物群の固有周期の分布の推定

復元)J特性は図・7.4に示すように設定した.この復元力特性は層間変形角 1/120rad時の降伏

|耐力Pyを 1.0とした規準化復元力に対し，鈴木ら71)による実在の木造住宅を対象に実施した静

的水平力載街実験を参考にして， トリリニア型履歴特性とスリップ型履歴特性の複合型とした.

トリリニア型の第 l折点は屑問変形角 1/120rad s.1j:と し，負担比率は0.4と した.第2折点は 1/30rad

に設定して， 耐力は 1/l20rad時の 1.5倍と設定した.スリップ型の第 l折点は 1/l20radとしてい

る.ここで， 降伏|耐力Pyは建物重量 Mgと降伏時の屑せん断力係数 Cyの積で求められる.

層せん断力係数 Cyは構築した建物群モデルの固有周期|を基に第 5章 5.4節の(5.7)，(5.8)およ

び(5.10)式を用いて 棟毎に算定した.この算定において，常時微動に基づく降伏時の層間変

形角 Roは5章と同様に 1/1，000radとした.推定の結果，設定したモデル群において，弱刺|方向

の l層の Cyは0.19"-'1.05となった.この値と，5章の図・5.30(a)に示した関係を用いて， 一般診

断に基づく l層のベースシア係数に対する倍率を推定すると 1.05"-'2.94となる.この値がいわ

ゆる雑畦効果に相当することになる.既往の実験結果 7.4).7.5)からは，この雑壁効果は2倍"-'3倍

程度と報告されている.弱軸方向に関して推定結果は概ね妥当な数値を与えており，この値を

問いて解析を行う.一方，強制l方向も同線に求めると， 1層のベースシア係数は0.28"-'2.71，一

7-4 



般診断に基づくベースシア係数に対する推定倍率は1.24""6.61となった.強軸方向の最大倍率

は約 6倍と大きい値となったが，雑壁効果に関してとくに強軸方向は十分な知見が得られてお

らず，本解析ではこの値に補正などは行わず，そのまま用いて解析を行うこととした.

減衰は剛性比例型とし， 5章における常時微動計測結果の平均が約 4%であったことを考慮し

て， 1次モードの臨海減衰比を 5%とした.
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7.2.2 耐震診断結果に基づく構造特性を考慮した解析モデルの構築

木造住宅の動的な挙動を正確に予測するためには，建物の構造的な特性を但握する必要があ

る.本項では， 耐震診断結果から得られた質量比 Rmと剛性比αを建物モデルに組み込み解析を

行う.なお， 階高については十分なデータが得られなかったため，医1-7.2のモデルと同じ高さを

用いること とした.

Rmとαの分布は表-5.1に示した住宅 18棟から確率密度分布を設定して推定する，ここで Rm

とαについて相関分析を行うと相関係数は弱軸方向が 0.825，強軸方向は 0.842と高いため， 2 

変量対数1E規分布を仮定した.In(Rm)とIn(α)の平均値を λRI1l'λα，標準偏差をc;:Rnl> cα ， 2 

変数の相関係数をρとおくと， 2変:{t正規確率密度関数 P(ln(Rm)，In(α))は次式 7.6)で表される.

P(ln R"" Inα)= 「ーでejQ川 Inal
2;r'c'L'c，α 1-ρ4 

(5.8) 

Q(ln R"" 1叶

|二式により求められた弱l/!III方向に関するRmとαの分布を図-7.5に示す，

ケ¥¥

建物棟数

質量比Rm

岡IJ性比α

図-7.5 質量比と剛性比の確率密度分布(弱軸方向)
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上記の確率分布密度分布に従う建物群に，前項で設定した分布に従う固有周期をランダムに

与えた.この建物群をモデル B と設定する.その結果，設定したモデル群において，弱軸方向

の1層のCyを計算すると 0.15""'-'1.08，一般診断に基づくベースシア係数に対する推定倍率は0.96

""'-'3.01となった.前項の構造特性を考慮しないモデルに比較してCyの分布範囲が拡大している.

この要因として質量比と剛性比の組み合わせによっては，より耐震的に有利な建物と不利な建

物が発生したためと考える.言い換えると，常時微動により同じ固有周期が得られたとしても，

質量比，剛性比の影響により振動特性は異なることがあることを示している.強軸方向は 1層

のCyは0.26""'-'2.53，一般診断に基づくベースシア係数に対する推定倍率は 1.20""'-'6.21となった.

7.3 地震応答解析に基づく木造建物群の被害推定

前節で設定した振動解析モデルを用いて木造建物群の被害推定を行う.検討対象とした地域

は6章で設定した東部測線上とした.解析ケースを表-7.1に示す.解析ケースは3種類で，CaseA 

は，固有周期の分布のみを考慮して設定したモデル， Case B・1は構造特性を考慮した弱軸方向

に関するモデル， Case B-2は同じく強軸方向に関するモデルである.Case B・3は同じく構造特

性を考慮したモデルだが， 50%の建物に対しては地震動を弱軸方向に入力し，残りを強軸方向

に入力した場合について検討を行った.

表ー1 解析ケース一覧

解析ケース
建物モデ

地震動入力方向 備考
ル群名

A A 弱軸 固有周期の分布のみを考慮

8-1 B 弱軸 固有周期と1階， 2階の質量比および剛性比を考慮

8-2 B 強軸 上と同じ

8-3 B 弱軸50%+強軸50%上と同じ
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7.3.1 応答解析結果

(1) Case_Aの地震応答解析結果

モデル Aの建物群 200棟に対して実施した解析結果から得られた各測点毎の最大応答変形角

の分布を図-7.6に示す.最大応答値の分布を見ると，大きな地震動が推定されたエリア(E・6......... 

E-17)での応答が大きく，最も大きな最大応答変形角 RはE・13において 1/5.5radとなった.しか

し，このエリアの全ての建物の応答が大きいわけではなく， R=I/52rad程度の建物もあ り，とく

にE-13地点では応答量の範囲が広い特徴がある.一方，海側に向かうにつれて， E-16地点から

応答量が小さいことが分かる.また，山側については， ι00.........E-04地点まで少しずつ最大応答

量は小さくなっているが，例えばE・02地点のようにある特定の建物の応答が大きく なる場合が

ある.この山側の地震動周期成分にはハイブリッド合成法による地震動推定で短周期が多く含

まれる地域であったため，周期の短い建物の応答が大きくなってこのような現象があ らわれた

と考える. したがって，高精度な被害予測を行うためにはこのような周期特性の影響を考慮す

る必要がある.
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図-7.6 Case_Aにおける最大応答変形角の分布

次に既往の研究における最大応答変形角 Rと建物損傷度の関係から，建物損傷度の分布につ

いて検討を行った.ここで，最大応答層間変形角と建物損傷度の関係について，古川1・大井 77)

は兵庫県南部地震による木造建物の被害に対応した木造建物の耐震性の検討を行っており， モ

ンテカルロシミュレーションによる応答解析を行った結果，一部損壊では 1/60rad，半壊は 1/40rad，

全壊は 1/30radで被害と対応することを示している.そこで， 一部損壊に相当するダメージグレ

ードの 01は 1/60rad以上，半壊に相当する 03は 1/40rad以上，全壊に対応する 04は 1/30rad

以 |二で、発生すると仮定した. 02は半壊と一部損壊の問に位置するとして，1/50radに設定した.

屑破壊の 05は， 村上ら7.2)による検討を参考に 1/IOradとした. I~卜7.7 に推定した被害率の分布

を示す.ほとんどの地点で 01以上の被害率が 100%となり， 04以上の被害率は80%となった.

層破壊についても発生が認められ， 05以上の被害率は最大で 20%程度となった.
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次に既往の研究における最大応答変形角 Rと建物損傷度の関係から，建物損傷度の分布につ

いて検討を行った.ここで，最大応答層間変形角と建物損傷度の関係について，古川1・大井 77)

は兵庫県南部地震による木造建物の被害に対応した木造建物の耐震性の検討を行っており， モ

ンテカルロシミュレーションによる応答解析を行った結果，一部損壊では 1/60rad，半壊は 1/40rad，

全壊は 1/30radで被害と対応することを示している.そこで， 一部損壊に相当するダメージグレ

ードの 01は 1/60rad以上，半壊に相当する 03は 1/40rad以上，全壊に対応する 04は 1/30rad

以 |二で、発生すると仮定した. 02は半壊と一部損壊の問に位置するとして，1/50radに設定した.

屑破壊の 05は， 村上ら7.2)による検討を参考に 1/IOradとした. I~卜7.7 に推定した被害率の分布

を示す.ほとんどの地点で 01以上の被害率が 100%となり， 04以上の被害率は80%となった.

層破壊についても発生が認められ， 05以上の被害率は最大で 20%程度となった.
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次に CaseB-2の強軸方向へ入力した結果として，最大応答変形角の分布を図-7.10に被害率の

ほとんどの建物の解析地点毎の差は少なく，強軸方向に入力した場合，分布を図-7.11に示す.

D4率 (全壊率)は最大で図-7.11の被害率は小さくなり，

層破壊はほとんど発生していない

応答値は 1/20rad以内となっている.

また，20%程度となった.
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推定被害率の分布を図・7.12に示す.の結果として，(Case B・3)は強軸方向に入力したケース

海側が小さ くなるという被害分布が得

層破壊率は最大 10%程度となった.
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最大応答変形角と建物損傷度の関係7.3.2 

第 3章および第 4章において構築した損傷度別前項の応答解析結果から得られた被害率と，

最大応答変形角と建物損傷度との関係を考察被害関数を用いて推定した被害率と比較を行い

する.応答解析の対象とした 1972年""'81年の建築年を考慮した損傷度別被害関数を用いて算定

した東部測線における煩傷度別被害の分布を|玄卜7.13に示す.
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図ー7 . 1 2 と図・7 . 1 3 を比較すると E-6"'"ι 1 7 に おいて， 地震動の大き い地域では非常に良い文，t)，~~

LLi -)J， 特に応答解析による結果は全壊や層破壊の分布を良く再現している.を示している.

最この要因として建物被害の評価尺度の違いによ り，側や海側では両者に違いが現れている.

反対に応答解析そこで，大応答変形角と建物損傷度の関係の設定に問題がある可能性がある.

の結果が，第 3章，第 4の慣傷度別被害関数による推定結果に最も適合するような最大応答変

形角を求めた.適合方法は各測点における被害率の差の 2乗和が最も小さ くなるように建物損

傷度のクライテリアを求めた.その結果，層破壊の 05はR=1/IOrad，04は1I25rad，03は 1/26rad，

04，03，02聞の差は小さ い結果となった. 05について02は 1/32rad，01は 1/84radとなった.

は， 村上ら7.2)は倒壊限界変形角を 1110""'1/7.5radと指摘しており， 今回の結果はその値と整合

している.最大応答変形角のクライテリアを最も被害関数に適合するように設定した時の被害
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率の分布を図・7.14に示す.適合するように調整したものではあるが，図-7.13と比較すると良い

層破壊を比較的良く推定していると考える.特に今回の検討では，
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常時微動計測の利用可能性に関する考察7. 4 

これまでの検討結果を基にした現行診断システムにおける常時微動計測の利用可能性を図

一般診断の上部構造評点や，強さPの簡易推定のよ う単独で用いた場合は，-7.15にまとめる.

そのような耐震診断の目安だけではなく，本研究に耐震診断の簡便性を高めることができる.

で提案した解析手法のよ うに常時微動計測結果から簡易に耐力 (層せん断力係数)に換算し，

実際しかし，動的な挙動や被害予測の結果を早い段階で住民に示すことができる利点がある.

例えば通常の一般診断や精密診断と併用することにより ，に|耐震補強までを考えた場合には，

一般診断による壁量や壁仕様の目視判断における診断エラーを低減したり，常時微動の簡易推

診断の信頼性，客観性の向上定結果と併せて，住民に診断結果を提示したりすることにより，

また， 補強前後における常時微動の計測により補強効果を住民に対して明示でが期待できる.

本研究成果を踏まえて木造住宅の/(IH今後，きる利点を有していることを挙げることができる.

震化促進に向けた展開を図っていく予定である.

現行診断システムにおける常時微動計測の利用可能性

静的評価

動的評価

耐
町
相
場
制
一
一
照
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客観性

の向上

現行診断システムにおける常時微動計測の利用可能性
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7.5 まとめ

応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価手法を構築するために，第 5章から得られ

た常時微動計測による固有周期を用いて木造建物群のモデル化を行った.木造建物群のモデル

化は，在来軸組構法による 2階建ての住宅を対象として， 1)常時微動から得られた固有周期の分

布を考慮したモデル，および 2)固有周期の分布を考慮したモデルに耐震診断結果から得られた

木造住宅の構造特性の分布を考慮したモデル，の 2種類を構築し，木造建物群の建物 1棟毎に，

第6章の結果から得られた地盤のサイト特性を考慮した地震動を入力して地震応答解析を行い，

最大応答変形角から被害率の算定を行った.この結果，得られた知見を以下に示す.

1) 常時微動計測結果を基に降伏時の層せん断力係数 Cyの分布を求め，cy分布を考慮した 2

質点せん断型の振動解析モデルを提案した.また，耐震診断結果から 2層建物の質量比，

剛性比をパラメータにしたモデルを提案した.

2) 構築したモデルに地盤サイト特性を考慮した地震動を入力して地震応答解析を実施し，地

震動の周期特性が建物の応答に影響を与えており，被害を精度良く評価するためには周期

特性を考慮する必要があることを指摘した.

3) 常時微動に基づくモデルと，構造特性を考慮したモデルを比較した結果，被害率は同程度

の評価精度であったが，建物 1棟単位の挙動に着目すると，構造特性を考慮したモデルの

方が耐震的に有利となる場合や不利となる場合になることがあり，その結果，応答値が大

きくなる建物が存在することを明らかにした.

4) 既構築の損傷度別被害関数を用いた推定結果と比較を行い、最大応答変形角 R と建物損

傷度の関係を求めた結果，建物被害発生のクライテリアは，層破壊 D5はR=I/10rad，D4 

は1I25rad，D3は1I26rad，D2は1I32rad，Dlは1/84radとなった.

5) この最大応答変形角と建物損傷度の関係を用いて，地震動特性と耐震性能を考慮した地震

応答解析により、軽微な被害から層破壊のような甚大な被害までを推定可能な手法を提案

した.

6) 検討結果から，常時微動の利用可能性について考察し，常時微動を単独で用いた場合は壁

量の簡易推定のように診断の簡便性を高め、現行の診断システムと併用した場合は診断員

の目視による判断に信頼性や客観性を付加し、住民に対しては想定地震に対して予想され

る損傷度や補強前後の測定から得られる補強効果を明示できる利点があることを示した.

今後の課題として，今回提案した手法は常時微動から比較的簡易に降伏時の層せん断力係数

を求めることができるが，その算定過程において，降伏時の変形角Roを1I1，OOOradと確定的に

取り扱った.これは従来の応答解析において雑壁効果のような不確定要素として扱われていた

パラメータを定量的に扱う意味において重要なアブローチと考えるが，今後，さらにRoの設定

方法については検討が必要と考える.また，住宅の平面特性を考慮した標準的な振動モデルを
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構築し，腐朽や基礎の状態、ねじれ振動の影響，大変形時の p-ム効果を考慮するためのより精

轍なモデルの構築および層破壊までの大変形を精度良く評価可能な解析手法の確立を行う予定

である.
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第8章結論

8. 1 本論文のまとめ

本論文では，地震による人的被害発生の主要因として位置づけることができる建物被害の発

生に対して，効果的な被害軽減策を展開していく上で必要となる建物の地震被災危険度評価手

法の確立とその予測精度の高度化に向けて，1)兵庫県南部地震による木造建物の被災経験に

基づき建物損傷度を反映した被害関数を構築するとともに， 2)耐震診断による住宅の構造特

性に加えて，常時微動による振動特性を評価要素とした地震応答解析による被災危険度評価手

法を構築することを目指して，以下の研究を行った.

第 3章 f1995年兵庫県南部地震の被災経験に基づく建物被害関数の構築」では，建物被害の

発生を予測・評価するための比較的簡便なツールとして建物被害関数に着目し，兵庫県南部地

震時に撮影された 11.426枚の被害写真から損傷度を可視化した被害パターンチャートを用いて

建物の損傷度分類を行った.この損傷度分類により，被害統計データとして不足している層破

壊被害建物を同定した.その結果，西宮市の層破壊被害パターンは， 2階建ての 1階が層破壊す

るパターン(Gd5)が最も多く，次に全層の層破壊パターン(Cd6)が多いことが明らかになった.次

に木造建物の層破壊発生要因に着目し，代表的な地震動強さ指標である PGA，PGV，SIと層破壊

被害の発生率の関係について検討した結果， PGVおよびSIとの相関が比較的高く，また，層破

壊率と周期帯を考慮したスベクトル強度との検討から，周期帯1.0"""'2.5秒との相関が高くなる

結果が得られた.その結果から， PGVを被害関数構築のための最適な地震動強さ指標を設定し

た.また，木造建物の耐震性能評価指標として建物属性に着目して数量化E類による分析を行

った結果，建築年が被害発生に最も影響を与えていた因子であることが明らかとなり，住宅の

変容過程を考慮した建築年代区分を設定した.以上の検討結果から建物属性を考慮した層破壊

被害を評価可能な損傷度別被害関数を構築した.その構築した被害関数について，兵庫県南部

地震で実施された調査結果に基づいて作成された被害関数と比較することにより妥当性を確認

した.

第4章 「被害関数を用いた地震被災危険度評価手法の適用性に関する考察」では，前章で構

築した被害関数を兵庫県西宮市および神戸市東灘区に適用し，兵庫県南部地震による木造建物

の被害分布を推定した.西宮市に適用した結果からは，町丁目単位での面的な空間分布の推定，

および総被害量の算定は，実被害と精度良く対応していることを確認した.木造建物について，

町丁目単位の層破壊率と日本都市計画学会と日本建築学会による調査結果に基づく全壊率の関

係，および建築年代別層破壊害関数を用いて西宮市南部の層破壊被害棟数を推定した.さらに

被害関数を構築した地域とは異なる神戸市東灘区へ適用し，実被害を精度良く推定可能である

ことを示した.この検討において，建物被害の推定精度は地震動評価結果に依存することを確

認すると同時に，震源特性と地盤構造の複合作用および地盤増幅特性を考慮した理論的地震動
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シミュレーション結果を用いて良好な推定結果を得ることができることを確認した.以上の結

果から，本研究では被害関数を用いて、これまでに明らかにされなかった兵庫県南部地震によ

る神戸市域の木造建物の層破壊被害分布を推定した.しかし，厳密な 1棟単位での層破壊発生

建物位置の推定を行うためには，構築した被害関数には限界があり，建物の耐力や変形特性な

どの耐震性能を直接的に評価可能な手法の開発やより詳細な情報が必要となることが課題とな

った.

第5章 「耐震診断と常時微動に基づく木造建物の耐震性能評価」では，前章までに構築した

統計的手法に基づく建物被害関数は過去に発生した被災事実を記述する点で優れているが，異

なる地域や他の地震災害への適用については，さらに建物の耐震性能や地震動特性を考慮し，

建物被害の発生メカニズムを解明する必要がある.そこでまず，建物の耐震性能を明らかにす

るために，一般的な耐震診断による評価と，常時微動を用いた動的な振動特性評価に関する検

討を行った.具体的には兵庫県神戸市域を中心として，耐震診断を受診した戸建木造住宅を対

象として常時微動計測を行い，振動特性として固有周期は常時微動の測定位置の影響を受けず

に安定して測定可能な点に着目し，建築年や耐震診断結果との関係を分析した.その結果，建

築年が古いほど固有周期が長くなる傾向や，固有周期が長くなると耐震簡易診断結果の総合評

点が小さくなる傾向が見られ，耐震性と無関係ではないことが示唆された.とくに，耐震簡易

診断における 6評点と固有周期の関係を分析した結果， DXE評点(水平抵抗力の評価)と固有

周期の相関が他の評点に比較して高く，固有周期から簡易に壁の割合を推定することが可能で

あることを示した.そこで，より精密な診断手法である一般診断を実施し，固有振動数 fの 2

乗と地震応答解析の主要なパラメータとなる降伏時の層せん断力係数について比較検討を行っ

た.その結果，常時微動に基づく固有周期から 2層建物の質量比と剛性比を考慮して降伏時の

層せん断力(ベースシア)係数を算定する関係式の定式化を行い、第 7章で述べる建物の振動

解析モデルの構築に適用することを提案した.また，補強過程で常時微動測定を行うことによ

り，振動特性の変化を捉えることができることを確認した.

第6章 「地盤のサイト特性を考慮した建物への入力地震動評価Jでは地盤のサイト特性を考

慮した建物への入力地震動評価を行った.建設地点毎に地震動特性を評価するためには， 1)震源

特性， 2)波動伝播特性， 3)地盤増幅特性の 3要素が考慮される必要がある.そこで，兵庫県南部

地震を対象として， 1)震源特性および 2)波動伝播特性を考慮するために，工学的基盤面までの

地震動を長周期帯は 3次元有限差分法によって推定された地震動に，短周期帯は兵庫県南部地

震の震源パラメータやスペクトル特性を反映させた統計的予測モデルによる推定結果を合成し，

工学的基盤から地表までの地震動の増幅については非線形解析手法を用いて設定した解析測線

上の地震動推定を行った.また，地表面の最大速度(PGV)に着目した推定地震動の妥当性を検証

した.その結果，検討対象地である 3つの解析測線上で構築した損傷度別被害関数を用いて建

物被害分布を推定した結果，建築年という総合的な耐震性能指標を考慮することにより， PGV 

分布では確認できなかった建物被害の大きい震度 7の帯域を精度良く推定可能であることを明

らかにした.さらに西宮市における建物種別および損傷度別の死者発生率を算定し，この死者

発生率を用いて東灘区における死者数および死者発生分布を建物種別および建物損傷度に基づ

いて推定した結果，良好に推定可能であることを示した.その上で，各解析測線上の死者発生
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数を推定した結果，本研究による PGVはいずれの測線においても実被害を説明可能な推定結果

を与え，妥当な地震動推定結果が得られていることを確認した.

第7章 「地震応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価」では，在来軸組構法による

2層住宅を対象とした解析モデルとして、 1)常時微動による固有周期から求められた降伏時の

層せん断力係数の分布を考慮した建物群モデル(A)、および2)モデル(A)に加えて構造特性とし

て耐震診断から得られた 2層建物の質量比、剛性比を考慮した建物群モデル(B)を提案した.こ

の木造建物群の建物 1棟毎に，第 6章で推定した地震動を入力波とした地震応答解析を行い，

最大応答変形角について考察した結果，地震動の周期特性が建物の応答に影響を与えており，

被害を精度良く評価するためには周期特性を考慮する必要があることを指摘した.また，モデ

i ル(B)はモデル(A)に比較して最大応答変形角の範囲が大きくなり、構造特性を考慮することによ

り建物の挙動の評価精度が向上することを示した.さらに既構築の損傷度別被害関数を用いた

推定結果と比較することにより、最大応答変形角と建物損傷度の関係を明らかにし、この関係

を用いて地震動特性と耐震性能を考慮、した地震応答解析により、軽微な被害から層破壊のよう

な甚大な被害までを推定可能な手法を提案し，被災危険度が高い地域や建物を評価できること

を示した.以上の検討結果から，耐震化促進に向けた常時微動の利用可能性について考察し、

常時微動を単独で用いた場合は壁量の簡易推定のように診断の簡便性を高め、現行の診断シス

テムと併用した場合は診断員の目視による判断に信頼性や客観性を付加し、住民に対しては想

定地震に対して予想される損傷度や補強前後の測定から得られる補強効果を明示できる利点が

あることを示した.

以上のように本論文の成果として，兵庫県南部地震の被災経験に基づき，人的被害発生の主

要因となった木造建物の層破壊被害を定量的に分析し，建物の耐震性能を考慮して統計的手法

および地震応答解析手法による被災危険度評価方法を提案した.

8-3 

数を推定した結果，本研究による PGVはいずれの測線においても実被害を説明可能な推定結果

を与え，妥当な地震動推定結果が得られていることを確認した.

第7章 「地震応答解析に基づく木造建物の地震被災危険度評価」では，在来軸組構法による

2層住宅を対象とした解析モデルとして、 1)常時微動による固有周期から求められた降伏時の

層せん断力係数の分布を考慮した建物群モデル(A)、および2)モデル(A)に加えて構造特性とし

て耐震診断から得られた 2層建物の質量比、剛性比を考慮した建物群モデル(B)を提案した.こ

の木造建物群の建物 1棟毎に，第 6章で推定した地震動を入力波とした地震応答解析を行い，

最大応答変形角について考察した結果，地震動の周期特性が建物の応答に影響を与えており，

被害を精度良く評価するためには周期特性を考慮する必要があることを指摘した.また，モデ

i ル(B)はモデル(A)に比較して最大応答変形角の範囲が大きくなり、構造特性を考慮することによ

り建物の挙動の評価精度が向上することを示した.さらに既構築の損傷度別被害関数を用いた

推定結果と比較することにより、最大応答変形角と建物損傷度の関係を明らかにし、この関係

を用いて地震動特性と耐震性能を考慮、した地震応答解析により、軽微な被害から層破壊のよう

な甚大な被害までを推定可能な手法を提案し，被災危険度が高い地域や建物を評価できること

を示した.以上の検討結果から，耐震化促進に向けた常時微動の利用可能性について考察し、

常時微動を単独で用いた場合は壁量の簡易推定のように診断の簡便性を高め、現行の診断シス

テムと併用した場合は診断員の目視による判断に信頼性や客観性を付加し、住民に対しては想

定地震に対して予想される損傷度や補強前後の測定から得られる補強効果を明示できる利点が

あることを示した.

以上のように本論文の成果として，兵庫県南部地震の被災経験に基づき，人的被害発生の主

要因となった木造建物の層破壊被害を定量的に分析し，建物の耐震性能を考慮して統計的手法

および地震応答解析手法による被災危険度評価方法を提案した.

8-3 



8.2 建物被害軽減に向けた今後の課題

本研究では，住宅の耐震化を含めた包括的な建物被害軽減策を展開していくために必要な地

震に対する建物の被災危険度評価手法の確立を目的として，兵庫県南部地震の被災事実を究明

し，被災経験と力学モデルに基づく評価手法を提案した.今後の課題として，本研究では個々

の木造建物の耐震性能を考慮して耐震診断と常時微動測定結果を基に評価手法を構築したが，

個々の建物の被害推定精度の向上を図るためには，さらに建物の構造特性や振動特性を踏まえ

た予測手法を確立していく必要がある.例えば，層破壊に至るような大変形状態を精度良く推

定するためには，力学的解析モデルに偏心の影響や，耐力劣化過程， p-ム効果，地盤と建物の動

的相互作用を考慮するなどのモデルの精織化を進める必要がある.

また，建物被害の軽減を図るためには単に被害推定精度の高度化を目指すだけでは十分では

ないと考える.つまり，今後はこのような被害予測結果をどのように具体的な対策に結びつけ

ていくのかが課題となる.図・8.1に地震による建物被害を軽減するための一連の主な対策をまと

める.図・8.1は大きく 1)事前対策と 2)事後対応で構成される.さらに事前対策には， a)被害抑止，

b)被害軽減があり，事後対応にはc)緊急・応急対応， d)復旧・復興がある.

これら一連の防災対策の基本は被害抑止策であり，まず被害発生を最小限にとどめることが

重要である.建物被害の抑止には耐震化が中心となることは改めて述べるまでもない.この耐

震化では既存不的確建物の耐震診断，耐震補強や建替えの促進が主体となるが，長期戦略とし

ては十分な耐震性を有した質の高い新規建物を供給し続けることが基本となる.つまり，必要

最低限の安全基準である建築基準法を満たさないような不良ストックの建設を防止していくこ

とにより，確実に都市の安全性は向上していく.そのためには中間検査，完了検査などを確実

に実施し，不良ストックを生み出さないとともに，十分な耐震性を一度確保した建物について

は，性能劣化を防止するための維持管理策を展開していく必要があると考える.このような維

持管理策を講じるためには，今後，性能劣化を評価可能な被害予測手法の構築が必要となる.

また，木造密集地域のように建物を耐震化することでは密集地そのものは解決できない場合や，

個々の建物の耐震化のみでは解決しない問題である液状化や土砂崩壊など地盤災害を起因とし

て発生する被害への対策としては，土地利用規制の観点から地域的な耐震化を図る必要がある

と考える.本研究では，地震動による建物被害推定手法を対象としたが，今後はこのような複

合的なハザードに対して効果的な対策が求められるであろう.

次に被害軽減策では，被害抑止策では防止できない被害に効果的に備えるために，より高度

な被害予測・想定技術の開発を今後も進めていく必要がある.当然ながら具体対策の中には被

害抑止策が包括されているように被害抑止策と軽減策は密接な相互関係があり，計画に沿って

耐震化などの対策が進むことにより，防災戦略，計画の見直しが行われることになる.

緊急・応急対応では余震などの二次災害による被害拡大の防止策が必要であり，どこに被害

が発生しているのか被害実態を早期に把握し，迅速な応急措置をとる必要がある.ここで，我

が国では高密度に整備された地震観測網から即時に地震情報を入手することが可能であり，こ

の地震情報を基にした被害予測を精度良く行うことにより，逸早い対応が可能となる.

復旧・復興では，被災建物そのものの被害を軽減することは不可能であるが，早期の再建を

果たすことにより被害軽減は可能となる.したがって，単に建物被害を構造物の破壊現象とし

て捉えるのではなく，安全性，修復性，使用性の観点から事前評価可能な予測手法の確立が必
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定するためには，力学的解析モデルに偏心の影響や，耐力劣化過程， p-ム効果，地盤と建物の動

的相互作用を考慮するなどのモデルの精織化を進める必要がある.

また，建物被害の軽減を図るためには単に被害推定精度の高度化を目指すだけでは十分では

ないと考える.つまり，今後はこのような被害予測結果をどのように具体的な対策に結びつけ

ていくのかが課題となる.図・8.1に地震による建物被害を軽減するための一連の主な対策をまと

める.図・8.1は大きく 1)事前対策と 2)事後対応で構成される.さらに事前対策には， a)被害抑止，

b)被害軽減があり，事後対応にはc)緊急・応急対応， d)復旧・復興がある.

これら一連の防災対策の基本は被害抑止策であり，まず被害発生を最小限にとどめることが

重要である.建物被害の抑止には耐震化が中心となることは改めて述べるまでもない.この耐

震化では既存不的確建物の耐震診断，耐震補強や建替えの促進が主体となるが，長期戦略とし

ては十分な耐震性を有した質の高い新規建物を供給し続けることが基本となる.つまり，必要

最低限の安全基準である建築基準法を満たさないような不良ストックの建設を防止していくこ

とにより，確実に都市の安全性は向上していく.そのためには中間検査，完了検査などを確実

に実施し，不良ストックを生み出さないとともに，十分な耐震性を一度確保した建物について

は，性能劣化を防止するための維持管理策を展開していく必要があると考える.このような維

持管理策を講じるためには，今後，性能劣化を評価可能な被害予測手法の構築が必要となる.

また，木造密集地域のように建物を耐震化することでは密集地そのものは解決できない場合や，

個々の建物の耐震化のみでは解決しない問題である液状化や土砂崩壊など地盤災害を起因とし

て発生する被害への対策としては，土地利用規制の観点から地域的な耐震化を図る必要がある

と考える.本研究では，地震動による建物被害推定手法を対象としたが，今後はこのような複

合的なハザードに対して効果的な対策が求められるであろう.

次に被害軽減策では，被害抑止策では防止できない被害に効果的に備えるために，より高度

な被害予測・想定技術の開発を今後も進めていく必要がある.当然ながら具体対策の中には被

害抑止策が包括されているように被害抑止策と軽減策は密接な相互関係があり，計画に沿って

耐震化などの対策が進むことにより，防災戦略，計画の見直しが行われることになる.

緊急・応急対応では余震などの二次災害による被害拡大の防止策が必要であり，どこに被害

が発生しているのか被害実態を早期に把握し，迅速な応急措置をとる必要がある.ここで，我

が国では高密度に整備された地震観測網から即時に地震情報を入手することが可能であり，こ

の地震情報を基にした被害予測を精度良く行うことにより，逸早い対応が可能となる.

復旧・復興では，被災建物そのものの被害を軽減することは不可能であるが，早期の再建を

果たすことにより被害軽減は可能となる.したがって，単に建物被害を構造物の破壊現象とし

て捉えるのではなく，安全性，修復性，使用性の観点から事前評価可能な予測手法の確立が必
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